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「セキュリティファーストカンパニー」
として生まれ変わったNTT西日本

2024年は元日から能登半島地震が発生し，
防災を強く意識した幕開けでした．この 1
年はどのような年でしたか．

私は2024年 4 月に着任して，すぐに被災
状況の確認と復旧活動をしている社員や被
災者のお話を伺うために現地へ向かいまし
た．当時はまだ道路の復旧も進んでいませ
んでした．そんな中でも，お店を開いてい
らっしゃる方に「NTTさん，私たちも一
生懸命頑張りますから復興をよろしくお願
いします」とお声をかけていただきました．
その言葉に胸が熱くなり，しっかり向き合っ
ていきたいという思いを新たにしました．

能登半島地震関連では， 2 月末の時点で
通信ビルについては立ち入り禁止により入
局が困難な 1 つのビルを除いて，迂回ルー
トなどを構築するなどして復旧しておりま
したが， 9 月に発生した豪雨により能登地
震から復旧した設備・サービスが再度被災
しました．特に迂回のために構築したケー

ブルが断線しましたが，現時点では能登半
島地震からサービス断が続いているビル以
外は復旧しており，当該ビルも引き続き隣
接ビルからのケーブル延伸での対応を進め
ております．

お客さまの申告に基づく故障修理，お客
さま宅内の故障対応については，道路啓開
等で対応が難しい地域を除き，特段の遅れ
なく実施できていますが，いまだに復旧で
きてない個所については復興計画や道路啓
開に合わせて対応を進めてまいります．

こうした復旧活動はもちろんのことです
が，大事なことは，このような大規模災害
を被災した経験，復旧・復興に向けたプロ
セスやノウハウを次代へつなげていくこと
だと考えています．

また，2023年にNTT西日本のグループ
会社において公表した顧客情報の不正流出
を受け，私たちは大切なお客さまの情報を
お預かりする企業として，「セキュリティ
ファーストカンパニー」に生まれ変わるこ
とをめざしてきました．私は，再発防止策
としてお伝えしているハード面の対策だけ

ではなく，ソフト面として社員の意識醸成，
情報セキュリティをしっかり守っていくの
だという意識をしっかり持ってもらうこと，
そして，人為的なインシデントの発生を未
然に食い止めるためにも，何でも言い合え
る風通しの良い組織風土にしていくことが
大事だと思っています．

社長就任直後から，NTT西日本の30支
店をすべて訪問し，事業・仕事や会社の環
境等に関する社員との対話会や意見交換会
を実施し，今回の件を含めて社員に対して
メッセージを発しました．顧客情報漏洩に
関して，ハード面である再発防止策につい
てはオントラックで，着実に施策を推進し
ています．こうした取り組みにより，社員
の意識もだいぶ前向きとなり，少し手ごた
えを感じています．

北村社長はNTT東日本で副社長をお務め
になり，NTT西日本の社長に就任されま
した．非常に珍しいご経歴かと存じます．
東西の違い等，お感じのことはありますか．

NTTの地域会社が抱えている本質的な
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課題は，NTT東日本・西日本も同じであ
ると感じています．基本的には，固定電話
収入が下り坂になっている中で，どのよう
に新しい利益成長を考えていくかというこ
とが課題です．だからこそ，私がNTT西
日本の代表となったことで，NTT東日本・
西日本が一緒に知恵を出し合い，連携して
取り組んでいけることがあるのではないか
と考えています．

1999年にNTT西日本が発足した当時は，
事業の98％は固定電話を中心とする音声通
信収入でしたが，その比率は年々減少し，
今は30％を切っています．音声通信収入に
ついては今後も継続的な減少が予想されま
す．そして，現在，私たちの主要な事業は
FTTH（Fiber To The Home）による光
サービスですが，その光サービスも市場成
長の伸びは鈍化しており，頭打ちの状況で
す．このような中で，従来のように光の回
線増のみに依拠して成長し続けることは困
難な状況にあります．持続的に成長し続け
るためには，固定音声通信収入の減を上回
る収益，利益を成長事業の拡大とコスト競
争力の強化によって生み出していく必要が
あります．

歴史を振り返れば，NTT西日本は営業
赤字に陥った時期があり，また競争環境も
厳しい状況が続いていることから，ハング
リー精神，あるいはチャレンジ精神，バイ
タリティがあり，創意工夫しながらお客さ
まの信頼を得ている印象があります．そう
した気質（いわゆる関西の“やってみなはれ”
の精神）が，グループ会社であるNTTスマー
トコネクトによる自社データセンタを基盤
とした「クラウド」関連事業やNTTソルマー
レの「コミックシーモア」（日本最大級の
電子書籍配信サイト）といった通信事業に
とどまらない新たな事業を産み出し，成功
させてきたことにつながっていると思います．

一方で，私たちの人員リソースは今後も
継続的に減少していきます．このような状
況の中，成長事業を拡大させるためには，
既存事業は抜本的に業務を見直すことで徹
底的に効率化を図り，生産性を最大限に向
上させ，そして，創出する人員を育成し，
スキルアップしたうえで，成長が期待でき
る新たな事業にシフトしていく必要がある
と考えています．

IOWNで体験する「ワクワクするよ
うな未来のコミュニケーション」

新しい年に向けて，今後はどのように展開
されるのですか．

持続的に成長し続けるために，新しい変
革の方向性として次の 5 つの柱を掲げて取
り組みを進めていきます．①光サービスの
成長・拡大〔光クロスの提供エリア拡大等
に よ る 顧 客 基 盤・ARPU（Average 
Revenue Per User）の拡大〕，②レガシー
系サービスからの着実な移行，③法人事業
の拡大 〔ガバメントクラウドやデータ連携
基 盤 の 拡 大，BPO（Business Process 
Outsourcing）事業，データセンタ等〕，
④新規事業の創出・拡大（グループ会社事
業，地域創生ビジネス，QUINTBRIDGE
での共創等），⑤CX（Customer Experi-
ence）向上とコスト競争力強化です．

特に，法人事業におけるコンサルティン
グ案件は受注率・受注高が大きいのでコン
サル人材を増やして，コンサル起点の提案
を強化していきます．これを型紙化して，
ガバメントクラウド接続サービス，データ
連携基盤，(小中高向け)校務系ゼロトラス
トマネージドサービスなどの開発・実装，
横展開を行っていきます． 

また，生成AI（人工知能）の活用にも注
力していきます．生成AIに関する市場は，

「興味・関心」から「業務への適用」への
移行が進んでおり，今後，さまざまなビジ
ネスシーンでより一層利用が進むことが想
定されます．その中でNTT版大規模言語
モデル「tsuzumi」は，その軽量なモデル
と高い日本語性能の特徴を活かし，オンプ
レミス環境における機密性の高いデータを
扱う業務への適用を推進し，お客さまの業
務課題の解決に貢献していきます．

これまで生成AI関連については tsuzumi

に限らず，西日本エリアのお客さまから約
400件のご相談をいただいています．特に
自治体，医療，大学，警察等機微なデータ
を取り扱う業界のお客さまからのご要望で
す．これらの業界の持つ特徴に合わせ，外
部にデータを持ち出すことなく，独自のカ
スタマイズ（チューニング）を実現すると
いうお客さまのご要望に沿った実証実験を
進めています．

こうした中，山口県様とは自治体業務の
効率化，課題解決への活用にチャレンジし
ています．具体的には，山口県様が保有す
る機微なデータを扱う業務の対応記録の要
約・校正や，各種業務マニュアルの検索・
要約等への tsuzumiの活用を想定していま
す．多くの自治体が抱える生産年齢人口減
少・生産性向上という課題に対し，オンプ
レミス環境における生成AIを活用したデ
ジタルトランスフォーメーション（DX)推
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進により，秘匿性の高い情報を扱う業務に
ついても効率化に向けて貢献してまいり
ます．

また，医療分野では三重大学病院様と医
師不足の課題解決に向けて，電子カルテの
情報を基に「退院サマリ」「看護サマリ」
などさまざまな定型フォーマットに合わせ
て出力を自動生成することで，医師の作業
負荷軽減，エラー削減等，効率的な医療提
供の実現により病院内のDX推進をめざし
ています． 

2025年はいよいよ大阪・関西万博も開幕し
ますね．

国家プロジェクトである万博が，大阪・
関西エリアで開催されることは，関西経済
はもとより，低迷が続く日本経済の活性化
に向けて大きな期待感を持っています．ま
た，私たちは，大阪に本社を置く企業とし
ても，その成功に向けて強い使命感を持っ
ています．

現在，バーチャル万博，会場案内アプリ
（パーソナルエージェント），テーマパビリ

オンへの協賛，IOWN（Innovative Optical 
and Wireless Network） の 協 賛 な ど，
NTTグループ全体で積極的に取り組んで
いますが，その中で，私たちの果たす役割
は，万博会場の情報通信インフラ設計，構
築，保守運用などが中心になると考えてい
ます．

加えて，夢洲・万博会場内にIOWN環
境を整え，低遅延を武器に会場内や会場外
がIOWNで 1 つになるようなイベントの
お手伝いもする予定です．

例えば，会場内のパビリオン間には，同
一府県内で大容量・低遅延を実現する光
サービス「APN（All-Photonics Network）」
を提供しています．

NTTのパビリオンでは，物理的な距離
や心理的な壁を越えて，遠くの人やモノと
空間や感覚を共有できる，新しい体験価値
を提供します．テーマである「Natural」
をリアル・バーチャルで体現し，来場者の
皆様にワクワクするような未来のコミュニ
ケーションのかたちをお見せしますので，
ぜひご期待いただければと思います．

また，万博をIOWNのショーケースと
して，今後はデータセンタ事業者や教育機
関，放送局，建設，エンタテインメント等，
さまざまな分野の企業の皆様に対し，アプ
ローチを進めていきたいと考えています．

12月から県間含め広域での大容量・低遅
延を実現する「All-Photonics Connect（仮
称）」も開始します．APNを使った具体的
なユースケースも増えてきており，例えば，
放送業界における課題である，省人化や制
作工程のDX，新たな視聴体験の提供等に
対しては，複数の制作現場をAPNでつなぎ，
リモートプロダクション業務のDX化につ
いて実証実験を通じて確認できており，放
送事業者様にIOWNを利用いただいてい
ます．

目で見て，肌で感じて，把握した現
状に基づいて経営課題を抽出

トップとして大切にしていることを教えて
ください．

社長就任会見でも宣言したとおり「現場
主義」です．実際に現場に赴き，私自身が
目で見て，肌で感じて，把握した現状に基
づいて経営課題を抽出し，今はその解決に

向けて全力で取り組んでいるところです．
地域のお客さまとお話をしますと，あら

ためて地域活性化などの社会・地域の課題
解決にかかわる私たちへの期待感の大きさ
をひしひしと感じます．例えば，自動運転
EV（Electric Vehicle）バス，森林・林業
DX，ICTによる観光支援などといった地
域のデジタル化のサポート，地域の活性化
に向けた私たちの取り組みに対する期待の
声も，たくさんいただきました．こうした
お客さまの期待感というのは，NTT東日本・
西日本ともに共通するものであり，NTT
の地域会社が担っている大きな使命感を実
感しています．

また，支店を訪問した際，新しい変革の
方向性として掲げた 5 つの柱を中心に社員
から約900の質問，約80の改善要望があり
ました．これから何をしていけばいいのか，
前向きに会社のために頑張りたいという思
いや，大きな方向性は分かるが自分は具体
的にどう頑張ればいいのかという質問も受
けました．こうした支店とのコミュニケー
ションを含め，積極的に社員の方々の生の
声・意見を聞き，社員の方々が働きやすく，
働きがいのある職場環境をつくること，そ
のうえでルール，体制，組織文化，コミュ
ニケーションなどあらゆる面においてさま
たげになっているものがあれば，それを取
り除くために動く・判断すること，これが
トップとしての役割だと思っています．社
長就任して約 9 カ月が経ち，こうした取り
組みや思いが徐々に浸透してきたと思って
います．

そして，私は仕事をするうえで「スピー
ド重視」で取り組むこと，そのために「走
りながら考える」ことも大切にしています．
従来型の設備投資を中心とした通信ビジネ
スに加えて，新たな発想や知恵・工夫を凝
らした周辺ビジネスへの拡大に向けては，

「設備」だけで稼ぐことから，「人」で稼ぐ
ことを拡大していくことが必要で，そのた
めにはマーケットの動きにいち早く対応す
るスピード感が必要となります．それを踏
まえると今は大きな転換点です．

会社（事業構造）の変革という大きな目
標の実現には，目の前にある小さな課題を
1 つひとつ解決していくことが肝要です．
大きな変革をめざして，社員と一緒に走っ
ていきたいと考えています．

トップインタビュー
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改めましてご自身の強みをどうとらえてい
らっしゃいますか．また，お客さま，パー
トナーの皆様へメッセージをお願いします．

私の強みは，NTT西日本グループ以外
の勤務経験を活かせることだと思います．
NTT東日本・西日本それぞれの良いとこ
ろをしっかりと組み合わせるなど，両社が
今まで以上に連携すれば，より良い解決・
変革につなげていけると考えています．

例えば，将来のコスト競争力強化に資す
る施策として，今後老朽化設備対策および
DXの推進施策で約100億円の支出を見込む
とともに，さらなる持続的成長に向けた施
策も検討し，その他の取り組み等も含め

2027年度までに300億円以上のコスト改善
効果の創出をめざしています.

また，NTT持株会社の総務部門長時代
に新しい人事制度やリモートスタンダード
等の制度を創設した経験も，自律的なキャ
リア構築，抜擢，実力主義で頑張っている
人が報われるような環境づくりや，リモー
トを活用した働きやすい環境づくり・定着
に寄与できると思います．

私たちNTT西日本はNTTグループにお
いてもっとも地域に密着した会社として，
地域社会やお客さまに新たな価値をお届け
す る た め に，IOWN や tsuzumi 等，NTT
グループの研究・開発成果の社会実装に全

力で取り組んでいきます．それに向けて，
研究者・開発者の皆さんには引き続きサ
ポートをお願いします．

一方で，私たちだけでやれることには限
界があります．私たちがフロントに立って
道を切り拓いていきますので，業種・業態・
事業規模などにかかわらず思いを同じくす
る方々とぜひ一緒に取り組んでいきたいの
です．オープンイノベーションによる共創
の実現，パートナー連携や取り組みの加速
を推進し，豊かで，持続可能な地域社会の
実現に貢献していきたいと考えています．

（インタビュー：外川智恵/撮影：大野真也）

インタビューを終えて
柔らかい笑みを湛え，穏やかかつ明瞭に

お話になる北村社長．インタビューの前後，
周囲の方々の目をしっかりと見つめ，深々
と何度もご挨拶をされていました．そんな
北村社長は今「組織や立場の壁を取り払う
ための『さん付け』活動」に取り組まれて
いるそうです．立場にかかわらず礼を尽く
し，話しやすい雰囲気を醸してくださるご
姿勢を体現され，企業風土を培っていらっ
しゃることが伝わってきます．
休日は奥様とともに片道 1時間程度は歩

かれるとか．「私は路地裏を歩くのが好き
で，B級グルメに目がないのです．ラーメ
ンも好きなんですよ」と，路地裏を尋ねる
楽しさを教えてくださいました．就任直後
に能登半島の被災地へ，そして， 3カ月後
には全支店へのキャラバンを展開されたこ
とからも分かるとおり，ご自身の目で見て
確かめることを大切にされる北村社長はプ
ライベートもまさに現場主義．たくましく
日焼けしたお姿は，ご趣味のマリンスポー
ツではなく，こうした日々の取り組みによ
るものとのこと．信念は姿にも表れると知
り，身の引き締まるひと時でした．
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NTT東日本グループは， 情報通信事業者としての通信インフラ提供に加え，

身近なICT企業として地域の課題解決や価値創造に取り組んできた．

2023年10月には， 最先端の技術をお客さまに使いやすいサービスとして提供する開発力を強化する観点から，

NTT東日本グループ全体の研究開発組織として新たに先端テクノロジー部が発足した．

本特集では， 先端テクノロジー部にて取り組み中の先端技術開発について紹介する．

特集 1

地域の新たな価値創造に向けた
NTT東日本の先端技術開発について

先端テクノロジー部における先端的な技術開発について 10
　先端テクノロジー部の代表的な取り組みとして，既存アセットを有機的に連携し
たプラットフォームである次世代デジタル基盤の開発 ･ AI（人工知能）技術の社
内外活用 ･社外とのオープンイノベーションの 3つについて概要を紹介する．
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サステナビリティオープンイノベーション

次世代デジタル基盤

スタートアップ連携

サステナビリティ地域循環型社会

オープンイノベーションの取り組みについて 21
　世の中の最先端技術を事業に取り入れていくために，ディープテック企業や大
学 ･ 研究機関と連携するオープンイノベーションの取り組みについて紹介する．

先端AI技術の取り組みについて 17
　NTT東日本グループおよびお客さまの業務に関するAI適用の事例，現在取り
組んでいる生成AIに関する研究開発の内容を紹介する．

次世代デジタル基盤の取り組みについて 13
　光ファイバを活用したネットワークに加え，クラウド･セキュリティ･デバイスな
どの既存アセットを連携し，生成AIなどの先端技術を取り入れたソリューションを
提供する次世代デジタル基盤の実現に向けた代表的な研究開発の取り組みにつ
いて紹介する．

主役登場　柴田　高志 NTT東日本

　最先端AI技術と向き合うその使命感
25

生成 AI
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先端テクノロジー部における
先端的な技術開発について

海
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　　晋
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NTT東日本　先端テクノロジー部

NTT東日本グループの方向性と 
先端テクノロジー部の位置付け

NTT東日本グループではこれまで，情
報通信事業者として，光ファイバを利用し
たブロードバンドアクセスサービスなど高
品質で安定した通信インフラを提供してき
ました．さらに昨今では，身近なICT企業
として，地域の課題解決や価値創造に取り
組んでいます．

こうした取り組みを加速させて，NTT
東日本グループすべてのステークホルダー
の方々の共感を得ながら，地域の皆様とと
もに持続可能な循環型の地域社会を実現し
ていきたいという想いから，2023年 5 月に
は新たに「Purpose（存在意義）」を定義し，
それに向けた「Vision（なりたい姿）」
「Mission（使命）」「Value（価値観と行動
基準）」を制定しました（1）（図 1）．
これらを実現するため，同年10月には，

業務運営体制の見直しを行い（2），地域の新
たな価値創造と多様なデジタルソリュー
ションの機動的な提供に向けて取り組んで
います．
この再編の中で，最先端の技術をお客さ
まに使いやすいサービスとして提供する開
発力を強化する観点から，NTT東日本グ
ループ全体の研究開発を牽引する社長直結
組織として新たに「先端テクノロジー部」
を設置しました（図 2）．　

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30685

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125001

NTT東日本グループ全体の研究開発組織として発足した先端テクノロジー部は，
世の中の最先端技術をお客さまに使いやすいサービスとして提供するためのさま
ざまな技術開発に取り組むことで，地域のお客さまのイノベーションや価値創造
に貢献します．本稿では，その中でも代表的な取り組みとして，既存アセットを
有機的に連携したプラットフォームである次世代デジタル基盤の開発・AI技術の
社内外活用・社外とのオープンイノベーションの 3 つについて，概要を紹介し
ます．
キーワード：#地域循環型社会，#先端テクノロジー，#オープンイノベーション

図 1　NTT東日本のパーパス

地域の新たな価値創造に向けたNTT東日本の先端技術開発について特 集1
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先端テクノロジー部の技術開発

近年，クラウドやAIに代表されるソフ
トウェア技術が発達し，それらの先端技術
を活用した新しいビジネスモデルの構築や，
既存業務の抜本的な効率化を行うデジタル
トランスフォーメーションが進んでいます．
しかし，現時点でそれらの先端技術を十分
使いこなして恩恵を享受できるのは，一部
のグローバル企業や新興企業などに限られ
ており，必ずしも日本の地域のお客さまが
先端技術を効果的に活用できる状況にはあ
りません．
このような状況を踏まえ，先端テクノロ
ジー部は，世界の先端技術を地域のお客さ
ま向けに最適化し効果的に活用できる環境
の整備を通じて，お客さまのイノベーショ
ン・価値創造の実現をめざしています．
具体的には，以下の 4つの観点で技術開

発に取り組んでいます（図 3）．
①�　プラットフォームとオファリングの
開発
先端技術を利便性高く安価に提供する

ネットワーク・クラウドの開発
②�　ガバナンス，リスクとコンプライア
ンスの確保
先端技術を安心・安全に活用するための
技術支援の提供
③�　カスタマーエンゲージメントの向上
イノベーションの価値を最大限持続でき
るようにするための運用支援
④�　技術の探索とユースケースの開拓
世界のさまざまな技術に対する調査・分
析とユースケースの開拓

地域のお客さまの価値創造に向け
た取り組み

NTT東日本グループは，地域のお客さ
まの価値創造に貢献するため，従来取り組
んできた回線・ネットワーク事業をベース
に，既存アセットを活用したビジネス創出
によって，新規事業のスケール化やネット
ワーク事業のさらなる拡大に取り組んでい
ます（図 4）．
先端テクノロジー部ではこうした取り組

みを推進していくため，ネットワーク・ク
ラウド・セキュリティ・デバイスなどの既
存アセットを有機的に連携し，これらを最
大限に活用する次世代デジタル基盤を中心
として，地域のお客さまに新たな価値を創
造するプラットフォームの開発に取り組ん
でいます．
以降では，上記を実現するために必要不

図 2　NTT東日本の組織図（2024年 ４ 月 １ 日現在）

世界の
最先端技術

地域のお客さまの
イノベーション・
価値創造カスタマー

エンゲージメントの向上

ガバナンス, リスクと
コンプライアンスの確保

プラットフォームと
オファリングの開発

技術の探索と
ユースケースの開拓

世界のさまざまな業界におけるイノベーションを
調査・分析し，地域のお客さまのイノベーショ
ンを実現するユースケースを開拓する

地域のお客さまが先端技術を利便性よくリー
ズナブルに安心してお使いいただけるネットワー
ク・クラウド環境を提供する

地域のお客さまが先端技術を用いたイノベー
ションを安心・安全に運用するための技術支
援，人材育成を行う

地域のお客さまのイノベーションが，そのお客
さまに対して価値を最大限に提供し続けられ
るよう運用面での支援を行う

世界の最先端技術で地域のお客さまの
イノベーション・価値創造を実現する

図３ 先端テクノロジー部の技術開発の取り組み
図 3　先端テクノロジー部の技術開発の取り組み
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可欠である，次世代デジタル基盤の開発・
AI技術の社内外活用・社外とのオープンイ
ノベーションという 3つの取り組みについ
て，概要を紹介します．
■次世代デジタル基盤の開発
地域のお客さまが先端技術の活用された

ハードウェア・ソフトウェアを効果的に使
うためもっとも重要となるのが，用途ごと
に最適に使い分けられるクラウド，および
それらのクラウド・お客さま環境・インター
ネットなどを柔軟に接続し効果的に運用す
ることを可能にするエッジクラウドとネッ
トワークです．また，お客さま環境からク
ラウドに至る一連のシステムをエンド・
ツー・エンドでワンストップかつシームレ
スに提供するとともに，アプリケーション
のレイヤに至るまで価値創造が中断するこ
となく維持・運用され，さらには活用経験
が重なるに従ってより磨き上げられていく
ような保守・運用の仕組みも重要となり
ます．
先端テクノロジー部では，こうした価値
創造を実現するために，その土台となる次
世代デジタル基盤の開発に取り組んでい
ます．
■AI技術の社内外活用
近年目覚ましい進化を遂げているソフト

ウェア技術の中でも，AIは特に世界中で
もっとも注目されている技術の 1つであり，
次世代デジタル基盤の開発には欠かせない
技術要素です．
先端テクノロジー部では，最先端のAI

技術を社内で活用し，業務効率の大幅な向
上およびノウハウの蓄積に取り組んでいま
す．また，社内で磨いた技術やノウハウを
社外へ展開・実装することで，地域のお客
さまのイノベーションや価値創造に貢献し
ていきます．
■社外とのオープンイノベーション
地域の価値創造に向けたビジネス創出と
事業の拡大を推進していくためには，社外
の技術やノウハウを活用していく必要があ
り，技術開発手法の見直しも欠かせません．
従来取り組んできたネットワーク分野の
技術開発は，訴求価値やビジネスモデルが
比較的明確であり，また，技術サイクルの
長い取り組みでした．しかし，今後はネッ
トワークに限らず幅広い技術領域において，
よりソフトウェア的かつ短い技術サイクル
で，顧客価値に直結した技術開発も求めら
れます．つまり，社内で技術を醸成してか
ら市場に投入することに加え，社外の技術
を積極的に取り入れ，さまざまなプレイヤー
の持つ技術や強みとNTT東日本グループ
の持つ技術やアセットとを重ね合わせて，
機動的に顧客価値を高める取り組みが必要
となります．
先端テクノロジー部に設置したオープン

イノベーションセンタでは，社会課題や技
術進化のトレンドを把握し，さまざまな将
来像を予見します．そして，社会に大きな
影響を与える可能性のある技術領域を選び
出し，戦略的に技術を蓄積しながら，地域
社会の変革を先導していきます．また，

NTT研究所，国内外のスタートアップ，
大学・学術機関や地域のお客さまなどとの
協業を通じ，従来の地域通信事業者の枠を
超えて，グローバルな視点で技術ドリブン
による新たな価値創造に取り組みます．

■参考文献
（1）	 https://www.ntt-east.co.jp/release/

detail/20230512_03.html
（2）	 https://www.ntt-east.co.jp/release/

detail/20230905_03.html

（左から）	 �海老原  孝/ 山本  晋

本稿では，NTT東日本グループが，地域の皆様と
ともに持続可能な循環型の地域社会を実現するた
めに，より一層技術開発を加速するために設立した
先端テクノロジー部とその活動の方向性について紹
介しました．取り組みの詳しい内容は各記事に記載
しておりますが，NTT東日本グループは，今まで以
上に幅広い技術領域でさまざまな方 と々の協業を
通じ，地域へ新たな価値を届けられるように，邁進
していきます．

◆問い合わせ先
NTT東日本
先端テクノロジー部
TEL　03-5359-5222
E-mail　kaiki-rdc-gm east.ntt.co.jp

図 4　NTT東日本のアセットを活用した価値創造に向けた取り組み
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は じ め に

NTT東日本グループは，地域に密着し
た情報通信事業者として，ネットワークの
アセットと技術力を活かし，地域独自の価
値とICTや生成AIなどの先端テクノロジー
を融合させ，地域循環型の新しいビジネス
やサービスの創出に取り組んでいます．
地域のお客さまが先端技術を効果的に活
用するためには，ハイパースケーラが提供
する多機能なパブリッククラウドサービス
と，用途に応じて簡単・安心・安全に地域
のお客さまの通信や情報処理を地産地消で
きるプライベートなプラットフォームを使
い分けられることが重要です．また，こう

したサービスとお客さま環境・インターネッ
トなどを柔軟に接続し，効果的に運用する
ことも重要です．
先端テクノロジー部では，NTT東日本

グループの有するネットワーク・クラウド・
セキュリティ・デバイスなどのアセットを
最大限に活用し連携させ，生成AIなどの
先端エンジンやサービスを柔軟に組み合わ
せたソリューションを提供し，地域のお客
さまに新たな価値を創造するためのプラッ
トフォームとして，次世代デジタル基盤の
開発に取り組んでいます．これに加えて，
ワンストップでエンド・ツー・エンドのデ
リバリと保守を実現するため，社内業務に
も先端AIを活用し，デリバリと保守の効

率化，多様なお客さま接点を通じたお客さ
ま体験の向上もめざしています（図 1）．
本稿では技術的な観点から，次世代デジ

タル基盤の実現に向けた，先端テクノロジー
部における代表的な研究開発の取り組みを
紹介します．具体的には，プライベートク
ラウド基盤である「Savanna」，柔軟なサー
ビスインターワークを実現する「Multi 
 Interconnect」，セキュアなサービス処理
を行う「プライベートサービスプラット
フォーム」，セキュアなIaaS（Infrastructure 
as a Service）基盤である「地域エッジク
ラウド タイプＶ」について解説します．

URL https://journal.ntt.co.jp/article/30687

DOI https://doi.org/10.60249/24125002
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NTT東日本　先端テクノロジー部

NTT東日本先端テクノロジー部では，次世代デジタル基盤の開発を通じて，
地域社会の課題解決と価値創造をめざしています．次世代デジタル基盤は，光ファ
イバを活用したネットワークに加え，クラウド・セキュリティ・デバイスなどの
既存アセットを連携し，生成AIなどの先端技術を取り入れたソリューションを
提供します．これにより，地域のお客さまに新たな価値を創造するプラットフォー
ムを実現します．本稿では，次世代デジタル基盤の実現に向けた代表的な研究開
発の取り組みを紹介します．
キーワード： #次世代デジタル基盤，#Multi Interconnect（マルチインターコネクト），

#プライベートAI
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図１ 次世代デジタル基盤

柔軟な組み合わせ，ワンストップ，エンド・ツー・エンドでのデリバリ・保守でCX向上

図 1　次世代デジタル基盤
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プライベートクラウド基盤
「 Savanna」による地域エッジク
ラウド構想

次世代デジタル基盤のコンピューティン
グを担う地域エッジクラウドは，社内向け
プライベートクラウドIaaS基盤「Savanna」
をベースとしています．Savannaは，ハー
ドウェア・ソフトウェアの両面において市
場で実績があることに加え，成熟した手法
を採用して設計しており，高い信頼性とパ
フォーマンスを提供します．また，物理増
設やテナントの設計・構築作業を標準化・
自動化することで社内での運用が可能とな
り，これにより内製化が進み，運用コスト
の最適化を実現しています．
内製化の一環として，パブリッククラウ

ドのエコシステムと同様に，テナント設計・
構築を専任で担当するクラウドインテグ
レータを組織として立ち上げ，プライベー
トクラウド導入の初期相談から具体的なテ
ナント設計・構築までを一貫してサポート
しています．この組織では，「Infrastructure 
as Code」によるコード化を進めること
でインフラ設計の各パーツを再利用可能
とし，効率的かつ一貫性のある構築プロセ
スを実現しています．組織の立ち上げから
3 年が経過した現在では，150以上の社内
システムが稼動する基盤へと成長しており，
この成長の過程で技術者の実践的な訓練
が行われ，結果として高度な技術力を持
つ人材を輩出しています．「Savanna」は
当初，シンプルなIaaSとして提供を開始
しましたが，運用を続ける中で，より高度
なPaaS（Platform as a Service）機能の
必要性が明らかになってきました．学習コ
ストが低く多くのエンジニアに利用される
ことでナレッジが蓄積・強化されるという
好循環が重要，という考えのもとPaaS機
能を実現するための技術選定を行い，現
在ではコンテナ・データベース・仮想デス
クトップなどをPaaS機能として提供して
います．
さらに，導入済み技術の見直しを行い，
最新技術と成熟技術のベストミックスで改
善を進めるためのリエンジニアリングも進
めています．その一例が，先進的なSDN
（Software Defi ned Network）アーキテ
クチャの導入です．当初，データセンタに

おけるネットワークでは，EVPN-VXLAN
（Ethernet Virtual Private Network - 
V i r tua l  eX tens ib le  Loca l  A rea 
 Network）を組み合わせてL2（レイヤ 2）
オーバレイを形成していました．しかしな
がら，この構成はシンプルで導入しやすい
一方で，ネットワーク間を接続するボーダー
ルータの設定が複雑化することや，東西サー
バ間通信のトラフィックがボーダールータ
に集中して非効率となるなどの課題があり
ました．これらの課題を解決するため，
SDNアーキテクチャを導入しネットワー
ク構成を再設計することで，セキュリティ
や拡張性のさらなる向上をめざしています．
今後は，地域エッジクラウドとNTT東

日本のネットワーク間の柔軟な接続に取り
組んでいきます．また，クラウドとネット
ワークが連携した開通などの制御について
は，API（Application Programming 
 Interface）を介したワークフロー処理を
視野に入れ，実現をめざします．

Multi Interconnectによるサー
ビスインターワーク　

先端テクノロジー部では，NTT東日本
のネットワークにおける技術開発として，
SR（Segment Routing）をベースにした
L2-L3（レイヤ 3）マルチスタックの伝送
基盤をつくり，イーサ専用線やL3-VPN な
ど多様なサービスの提供につなげてきてい

ます．また，コンシューマ向けのベストエ
フォートサービスとしては， 1  Gbit/sア
クセスサービスに加えて10 Gbit/sアクセ
スサービスである「フレッツ光クロス」の
提供を開始し，さらに提供エリアを拡大し
ているところです．
これら法人向けのSLA（Service Level 
Agreement）のあるL2-L3サービスや，コ
ンシューマ向けベストエフォートサービス
のいずれも地域エッジクラウドへつなげら
れるようにすることで，お客さまがいずれ
の回線サービスを選んでも同じような体験
ができるようになります．先端テクノロジー
部では，こうしたお客さま体験を実現する
ため，サービスインターワークの開発に取
り組んでいます（図 2）．
サービスインターワークの開発において

は，SRを活用したスライシング技術が重
要となります．スライシング技術とは，ネッ
トワークを仮想的に分割する技術であり，
1つの物理ネットワークを複数の論理ネッ
トワーク（スライス）に分けて利用できる
ようになります．これにより，お客さまご
との回線環境やクラウドなどの利用用途に
合わせたプライベートなネットワークサー
ビスを提供することが可能となります．さ
らに，SRネットワークのIGP（Interior 
Gateway Protocol） 拡 張機能である
Flex-Algorithmなどのスライシング技術
によってネットワークトポロジを分割する
ことで，クラウドやインターネットなど接

地域エッジクラウド

セキュリ
ティAI自治体

クラウド

DC事業者 パブリッククラウド インターネット

モバイル網

Segment 
Routing

お客さまA お客さまB お客さまA お客さまB

ベストエフォート回線帯域確保型回線

広帯域お客さま別
ネットワーク

お客さま別
ネットワーク

低遅延

図２ サービスインターワーク機能のイメージ図 2　サービスインターワーク機能のイメージ
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続ネットワークの多様化に合わせ，低遅延
通信や広帯域通信などの目的に適したサー
ビスの提供も可能になります．
NTT東日本では，これまでのキャリア
ネットワーク開発でのノウハウを活かしな
がら，新サービス提供に向けた新技術の評
価や実装開発を進めており，多様なアクセ
ス回線や各種ネットワークへの接続を実現
するため「Multi Interconnect」というサー
ビスの提供を始めたところです（1）．これま
では，クラウドの利用を希望するお客さま
が拠点からクラウドまでの回線開通や利用
設定を個別に行う必要がありましたが，
「Multi Interconnect」によって，お客さ
まがエンド・ツー・エンドでのサービス利
用をより簡潔に行えることをめざしていき
ます．具体的には，お客さまの拠点特性に
応じ，帯域確保型サービスの「Intercon-
nected WAN（Wide Area Network）」
とベストエフォート型サービスの「フレッ
ツ光」をアクセス回線として選択しVPN
通信ができる「フレッツ・コネクション」と，
エクスチェンジサービス事業者を通じてパ
ブリッククラウドなどへの接続を可能とす
る「クラウドインターコネクション」の提
供を始めています．
今後は，地域エッジクラウドとの柔軟な
接続を提供することで，お客さま環境での
プライベートクラウドとパブリッククラウ

ドの使い分けや，インターネット接続など
のサービスインターワーク機能の拡充をめ
ざしていきます．また，サービスインター
ワークの開発と合わせて，シンプルなルー
ティング設計と経路集約による高い拡張性
の確保，シームレスなネットワークの統合
やサービスチェイニングへの利用も期待で
きるSRv6（Segment Routing over IPv6）
など，SRの各種機能を活用しながら，次
世代デジタル基盤の実現に向けたネット
ワーク開発に取り組んでいきます．

プライベートサービスプラット
フォーム

サービスインターワークによって柔軟に
ネットワークを選択できる世界では，閉域
性を活かしたセキュリティやプライバシー
を確保したサービスの提供が容易になりま
す．以降では，プライベートAIとIoT-PF
（IoTプラットフォーム）の 2つについて，
先端テクノロジー部における取り組みの事
例を紹介します．
■生成AIを活用したプライベートAI
生成AIを本格的に業務へ適用するため

には，社内情報やお客さま情報などの機密
情報の取り扱いに注意する必要があります．
機密情報の取り扱い方法として一般的に使
用されるのが，RAG（Retrieval-Augmented 

Generation：検索拡張生成）です．生成
AIモデルは，データベース上の情報にアク
セスし，プロンプトを介して人間と対話し
ます．そのため，セキュリティやプライバ
シーを実現するためには，生成AIモデル，
データベース，プロンプトのセキュリティ
対策が必要となります（図 3）．
生成AIモデルについては，セキュリティ

を最優先とするのであれば，地域エッジク
ラ ウ ド の GPU（Graphics Processing 
Unit）サーバ上で実行するのが最適です．
しかしながら，現在ではフリーから商用ま
で新規モデルが日々発表されており，主に
パブリッククラウド上で実行される最新の
高性能モデルに高い需要があると考えられ
ます．さらに，将来的には用途ごとのモデ
ルの複合利用が進むと予想されていること
から，統一APIを通じてバックエンドのモ
デルを使い分ける技術にも取り組んでい
ます．
データベースの保護については，データ
ベースを地域エッジクラウド上に配置する
ことでインターネットへの公開を防ぐこと
が可能です．RAGで使用されるデータベー
スは一般的にベクトルデータベースであり，
その性能や可用性について検証を実施して
います．また，プロンプトのセキュリティ
対策については，プロンプトインジェクショ
ンなどの生成AIを狙ったサイバー攻撃か
らシステムを保護できるAIファイアウォー
ル技術の評価を実施しています．
■IoT-PFの機能開発
IoT-PFは，NTT東日本の地域エッジク
ラウド上で構築され，社内外のPoC（Proof 
of Concept：概念実証）で利用されてい
ます（図 4）．
IoT-PFでは現在，各種センサからのデー
タ可視化・イベント通知・デバイス制御を
地域エッジクラウド上で実現しています．
今後は，地域エッジクラウド上の機能だけ
でなく，映像解析などの技術進歩が早い
PaaS・SaaS（Software as a Service）
をパブリッククラウド側で利用し，その結
果を地域エッジクラウド上で活用するなど，
地域エッジクラウドとパブリッククラウド
との連携機能の開発をめざしています．ま
た，秘匿性の高いデータに対するセキュリ
ティを強化するために，キャリア網を活用
したお客さま拠点から地域エッジクラウド

図３ プライベートAI
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への閉域接続の開発に取り組んでいきます．
2024年度からは，IoT-PFへのゼロタッ

チプロビジョニングを社内サービスへ導入
予定です．サポートセンタがあらかじめユー
ザデバイスの固有情報をポータルサイトに
入力しておくことで，ユーザごとのコンフィ
グファイルが自動生成されます．その後
ユーザがIoT-GW（IoTゲートウェイ）を
インターネットに接続すると，地域エッジ
クラウドへ自律的に接続しセットアップが
自動的に行われることで，細かい初期設定
が不要となり，簡単・安心・安全な処理が
可能になります．

地域エッジクラウド　タイプV

NTT東日本は，次世代デジタル基盤の
取り組みの一環として， 2024年 9 月に
「VMware by Broadcom」をベースとし
た仮想IaaS基盤サービス「地域エッジク
ラウド タイプV」をリリースしました（2）（図
5）．「地域エッジクラウド タイプV」は，
社内向けのプライベートクラウドIaaS基
盤「Savanna」のノウハウをベースとして，
NTT東日本のデータセンタ内に信頼性の
高い冗長構成で構築されています．
「 Savanna」を安定運用してきた経験豊富

な専属オペレータが，24時間365日監視・
運用しています．また，NTT東日本が提
供する閉域網に直接接続されており，セキュ
アで高信頼なサービスとなっています．
今後先端テクノロジー部では，「地域エッ

ジクラウド タイプV」における仮想IaaS
基盤の機能を拡充し，NTT東日本が提供
する「Interconnected WAN」や「Multi 
Interconnect」など各種ネットワークサー
ビスとの連携機能を強化していきます．ま
た，ネットワークサービスとクラウドサー
ビスの一元提供・一元サポートによりお客
さま体験の向上に取り組み，アプリケーショ
ンベンダや地域のシステムベンダとの協業
を通じて，地域社会の課題解決に貢献して
いきます．

■参考文献
（１） https://www.ntt-east.co.jp/release/

detail/20240628_01.html
（２） https://www.ntt-east.co.jp/release/

detail/20240129_01.html
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先端テクノロジー部は，光ファイバ・クラウド・生成
AIなどを活用し，次世代デジタル基盤で地域社会
の課題解決と価値創造につながる研究開発へ取り
組んでいきます．
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先端技術を活用した業務プロセス
モダナイズの取り組み

近年AI・IoT（Internet of Things）・ク
ラウドなどの分野では目覚ましい技術革新
が進んでおり，これらの技術はビジネス環
境に大きな変革をもたらしています．NTT
東日本グループでは，これらの技術を積極
的に取り入れ，会社全体の業務プロセスの
モダナイズに取り組んでいます．

特にAI分野においては，生成AIの登場
に伴い，その導入と活用の検討を加速して
います．この流れを象徴するように社内で
は「DX×AI推進ワーキング」が立ち上が
り，全社的にAIを最大限活用し，業務の
効率化とお客さま体験の向上をめざす方針
が掲げられました．

先端テクノロジー部としても，業務プロ
セスのモダナイズに資する最先端AI技術
の探索と技術習得に一層力を入れていく方
針です．AI技術の進化の方向性を見極め，
評価した技術を習得し，地域限定でのPoC

（Proof of Concept：概念実証）などを通
じた技術確立に取り組んでいます．

NTT東日本グループにおけるAI
活用事例

NTT東日本グループでは，自社の業務
にAIを組み込んで運用しています．最初
に取り組んだのは，通信インフラの構築・
点検・保全業務へのAI技術の適用です．
NTT東日本は膨大な通信インフラを保有
していますが，これらの業務は人手に頼っ

てきました．そこで，非常に大きなボリュー
ムを占めるこれらの業務の省力化をめざし，
8 年前からAI技術開発・導入に注力して
います．以降では，具体的な取り組み事例
を紹介します．
■不良個所検出AIの導入

電柱など架空構造物の点検について，従
来は社員が現地で実施していましたが，
MMS（Mobile Mapping System）を導
入し高精度カメラを搭載した車両で構造物
を自動撮影することで，画像診断の集約化
を実現しています（図 1 ）．画像診断につ
いては，人の目で一次診断し，詳細点検が
必要と判断した場合のみ現地点検を行って
いましたが，当時の最新のディープラーニ
ング技術を用いて開発した，画像から不良
個所を検出するAIにより，画像診断にか

かる時間を削減し，年間約180万設備に対
する点検業務を大幅に効率化しました．
■危険行動検知AI（AI見守り）の導入

点検業務におけるAI技術導入の成功を
受けて，構築・保全業務にもAI技術の適
用領域を拡大しました．具体的には，東日
本全域の約5000工事班にネットワークカメ
ラを配備し，遠隔から作業従事者を見守り，
作業範囲からのバケットのはみ出しや高所
における危険行動を検知するAI（AI見守り）
を導入しました（図 2 ）．これにより，リ
アルタイムでの安全指導や注意喚起が日常
的に行われています．
■各AIの導入にあたって

NTT東日本グループの先進的なAI施策
は，先端テクノロジー部に集約して取り組
んできました．これにより，社内における

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30689

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125003
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NTT東日本　先端テクノロジー部

NTT東日本グループでは，先端技術を取り入れることで業務プロセスのモダ
ナイズを進めています．通信インフラの構築・点検業務では，すでにAIを実際
の業務プロセスに組み込んで運用しており，そのノウハウを活かして，地域のお
客さまの課題解決に向けたAI技術の適用に取り組んでいます．近年では生成AI
技術を取り入れることで，コールセンタにおけるオペレータ応答支援のような抽
象度の高い業務への適用をめざしています．本稿では，NTT東日本グループお
よびお客さまの業務に関するAI適用の事例，現在取り組んでいる生成AIに関す
る研究開発の内容を紹介します．
キーワード：#生成AI，#インフラ点検，#AI実用化

図１ 不良個所検出AIイメージ 図２ 危険作業検知AIイメージ
図 1　不良個所検出AIイメージ
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AI技術の蓄積や人材育成を効率的に実施
できることに加えて，高品質な学習データ
を集約することで，他施策への応用もスムー
ズに進めることができています．また，AI
を最大限に活用するため，実務者と連携し
た業務プロセスの見直しや使い勝手など技
術面での調整を行いながら，AI技術の事業
導入に取り組んでいます．

先端テクノロジー部では，上記に加えて，
AI技術の導入障壁の解消にも取り組んで
きました．具体的には，危険行動検知AI

（AI見守り）の導入時には，高額なAI推論
コストが障壁となりました．そこで，当時
の 最 新 の AI 推 論 高 速 化 技 術 で あ っ た
 TensorRT＊ 1 を用いてモデルの量子化に取

り組み，AI処理速度を従来の約10倍に高
めることでAI推論コストを約10分の 1 に
低減させ，事業導入を後押ししました．こ
のような運用コストの低減に向けた取り組
みも，AIの事業導入における重要なポイ
ントです．

今後も先端技術を活用し，作業者の行動
をAIで可視化・分析したうえで総合的に
アシストする行動検知の領域にチャレンジ
し，新たな業務への適用を模索していき
ます．

生成AIの取り組み

これまでNTT東日本グループでは，主
に画像系のAIを用いて，ある程度定型化
された業務のモダナイズに取り組んできま
した．近年では生成AIの登場によって，
より抽象度の高い業務に生成AIの適用が
可能となり，多くの業種で適用に向けた取
り組みが進められています．しかしながら，
生成AIを実業務に本格導入しているケー
スは多くありません．生成AIのハルシネー
ション＊ 2 など，単純に生成AIを導入する
だけでは解決できない課題があるためです．
また，生成AIの効果を最大限に得るため
には，実業務での短いトライアルを繰り返
し継続的にフィードバックすることで精度
を上げていく体制の構築や，生成AIの導
入に合わせて業務そのものを変更するなど，
実務側の理解と協力が不可欠です．

先端テクノロジー部では，こうした課題
を考慮しつつ，生成AIを活用した業務モ
ダナイズにおける最初のユースケースとし

て，コールセンタ業務の改革に取り組んで
います（図 3 ）．以降では，その具体的な
内容に加えて，生成AIの水平展開に向け
た取り組みと最先端の生成AI技術の習得
に向けた取り組みについて紹介します．
■コールセンタ業務での生成AI導入

コールセンタでは，さまざまな問合せに
応じて迅速かつ柔軟な回答が求められます．
一方，サービスの多様化に伴い，膨大なマ
ニュアルの確認や新人オペレータの育成に
稼働がかかるといった課題が顕在化してい
ます．先端テクノロジー部では，こうした
課題に対して生成AIを導入することで，
ナレッジの確認にかかる稼働を削減し，問
合せに対する回答案を自動作成することを
めざしています．

当初の取り組みでは，生成AIの回答精
度は40%程度にとどまり，このままでは精
度が不十分で実業務への導入は難しい状況
でした．そこで，生成AIの誤回答に関す
る分析，生成AIに合わせたドキュメント
整形やデータソースの充実，チャンク分割
などの技術的な改善を実務者と連携して取
り組んできました．さらに，複数データソー
スの参照・評価を可能とするためのオーケ
ストレータ機能を実装することで，徐々に
生成AIの回答精度が向上し，実運用に必
要な80%の精度を達成しました．

図１ 不良個所検出AIイメージ 図２ 危険作業検知AIイメージ図 2　危険作業検知AIイメージ

＊ 1  TensorRT：NVIDIA社がNVIDIA製GPU製
品向けに提供している，ディープラーニング
推論を高速に実行するためのソフトウェア開
発キット．

＊ 2  ハルシネーション：AIが間違った答えを回
答する現象．

図 3　生成AI活用イメージ
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現在では，実業務での運用課題の解決に
向けて技術検討を行っています．具体的に
は，生成AIに対するオペレータの質問ス
キルに依存しないクエリ変換技術や，軽量
モデルと高精度モデルを用途に応じて使い
分けることによる応答時間短縮，軽量モデ
ルの活用によるコスト低減などに取り組ん
でいます．
■生成AIの水平展開とプラットフォーム
提供
精度が向上した生成AIのアプリケーショ

ンについて，他のコールセンタへの水平展
開をめざしています．水平展開にあたって
は，各業務に合わせてモデルやデータを
チューニングする必要がありますが，各コー
ルセンタに対しスキルの高い技術者が 1 件
ずつゼロから新規に開発するには限界があ
ります．そこで先端テクノロジー部では，
生成AIアプリケーションの開発・運用を
効率化するための機能についてプラット
フォームとして提供することを検討してお
り，生成AIで最先端をいく海外ベンチャー
企業の製品評価などを通じてノウハウ獲得
に取り組んでいます．

獲得されたノウハウの例として，複数モ
デルの使い分け技術があります．これまで
は特定の生成AIモデルを利用してきまし
たが，モデル開発の競争が激化しているこ
とを踏まえると，これからは各業務に適し
たモデルを使い分けていく必要があり，複
数モデルを簡単に切り替えてモデルの精度
を評価できるようにすることが重要となり
ます．今後はこのノウハウを生成AIプラッ
トフォームに活用し，複数モデルを効率的
に評価するための自動評価機能や実務側の
フィードバックを管理・分析・収集するUI

（User Interface）などを実装していきます．
そのほかにも，生成AIプラットフォー

ムに求められる機能は多岐にわたるため，
複数のソリューションを評価しながら，必
要となる機能の洗い出しや実現方法の検討
を進めています．
■最先端技術の習得と業務適用への模索

生成AIが今以上に普及している未来を
見据え，最先端技術の習得にも取り組んで
います．

例えば，継続事前学習（フルパラメータ
チューニング）の技術習得です．生成AI

の知識は学習に利用したデータに依存する
ため，市中の生成AIでは業界特有の表現
や用語を理解できず，生成AIの精度が上
がらない課題に直面すると予測しています．
そのため，今から生成AIに業界用語を理
解させる技術を習得することが，将来にお
ける業務モダナイズの成功の鍵となります．

また，生成AIは，テキストだけでなく
画像にも対応したマルチモーダル化がトレ
ンドになっています．汎用的なマルチモー
ダルAIは，特化型の画像系AIなどと組み
合わせることでこそ真価を発揮すると見込
んでいます．先端テクノロジー部では現在，
こうした予測に基づき，マルチモーダルAI
を使いこなす技術習得に取り組んでいます．
（1）　継続事前学習（フルパラメータチュー
ニング）

生成AIの業務適用においては，学習コー
パス＊ 3 に含まれていない専門用語をAIが
理解できないという問題があります．例え
ば，NTT東日本の社内用語である「SO=
サービスオーダ」や「BO＝バックオーダ」
などを生成 AIは理解できません．この
問 題 に 対 処 す る 手 法 と し て は，RAG

（ Retrieval-Augmented Generation： 検
索拡張生成）のデータとして専門用語を加
える方法や，基盤モデルの一部の重みを更
新するファインチューニングなどがありま
すが，必ずしも精度向上に結びつくとは限
りません．

先端テクノロジー部では，こうした課題
に対して，生成AIが専門用語に対する根
本的な知識を獲得するため，継続事前学習
にチャレンジしています．市中のモデルに
対して新たな知識を付与することが可能か
検証し，その精度向上のノウハウ（例：学
習データセットの文章品質や量などをどの
ように調整すればよいか）を蓄積していく
ことで，業務内容に合わせた最適な調整手
法の選択に取り組んでいきます． 
（2）　マルチモーダル対応
テキストにしか対応できない生成AIでは，

図表を多く含むような社内データを参照す
る場合，生成した回答の正確性に課題があ
ります．そこで，マルチモーダルAIを適
用することにより図表を解釈し，生成AI
と組み合わせて正確性の高い回答を生成す
ることが可能になります．現時点における

市中のマルチモーダルAIを評価したところ，
人間やヘルメットなどの一般的な物体につ
いてはある程度正確に回答できる一方で，
フローチャートのような図表の解釈や図中
の文字の解釈などは難しいことが明らかに
なりました．将来的には，テキストと画像
のハイブリッド検索や画像認識AIと併用
していくことで実用性が向上し，市中のマ
ルチモーダルAIモデルのアップデートと
合わせて，実業務への適用が可能になると
見込んでいます．

先端テクノロジー部では，マルチモーダ
ルAIが業務モダナイズに適用できる機会
を逃さないために，継続的に最先端技術の
キャッチアップへ取り組んでいきます．

今後の展開

前述の画像AIや生成AIを活用した業務
プロセスのモダナイズは，技術開発を行う
先端テクノロジー部だけで実現できるもの
ではなく，実業務を行う現場のエンジニア
と連携し，AIを実課題に適合させるための
検討を繰り返し行うことで実現しています．
その結果として，現場のエンジニアのAI
に対する理解やスキルが向上しており，社
内で培ったAI技術のノウハウを活用し，
地域のお客さまの課題解決に貢献できるよ
うになってきています．以降では，その最
近の取り組み事例について紹介します．
■鳴き声AI解析によるクリハラリスの生
息状況調査の省力化（神奈川県）
神奈川県では，農作物やケーブルなどを

かじって被害をもたらす特定外来生物「ク
リハラリス」の増殖が問題となっています．
神奈川県はこの問題に対して，行政の担当
者が生息状況を調査し，罠を設置して捕獲・
駆除する対策を講じていますが，現地調査
の負担が大きいことが課題となっていまし
た．こうした背景から，先端テクノロジー
部は神奈川県より，AI技術の活用により調
査担当者の負担軽減ができないか相談を受
けました． 

最初はカメラを用いたアプローチを試み

＊ 3  コーパス：自然言語の文章や使い方を大規
模に収集し，コンピュータで検索できるよう
整理されたデータベース．
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ましたが，カメラの検知エリアが狭く，障
害物による発見の難しさが課題となりまし
た．そこで，広範囲を検知でき，障害物に
対しても回り込んで検知できる「音声」に
着目し，音声AIの開発経験を持つメンバ
でチームを組み，クリハラリスの鳴き声検
知AIの開発に着手しました．この取り組
みの中で，精度を高めるために神奈川県と
連携してクリハラリスの鳴き声や特性の高
品質なデータを収集し，その情報を先端テ
クノロジー部で分析・活用して，AIに学習
させるという協力体制を築きました．こう
した協力体制の下，検知が不十分な音声
データがあれば追加で収集し，AIを改善す
るサイクルを高速に回すことで，結果とし
て約 1 年で高精度な検知AIの開発を実現
しました．

さらに，クリハラリスと鳴き声が酷似し
ている鳥の識別にも成功しており，神奈川
県からは他の鳥獣害対策への適用も検討し
たいとの声をいただいています（図 4 ）．

先端テクノロジー部では今後も，鳴き声AI
解析の実用化に向けた検討を進めていき
ます．
■太陽光発電所における銅線盗難対策

近年，太陽光発電所における銅線盗難被
害が社会問題となっています．先端テクノ
ロジー部では，「被害対策として市中のAI
導入を検討したものの，誤検知が多く監視
部隊のチェックが追い付かない」というお
客さまからの相談を受け，「銅線盗難検知
AI」の開発に着手しました．

誤検知が多く発生した市中のAIについ
て分析を行った結果，主な誤検知の要因は
天候や動植物によるものと判明しました．
そこで，背景の再学習などの工夫を重ねる
ことにより，屋外においても誤検知が非常
に少ないAIモデルの開発に成功しました．

このAIの開発には，社内における「危
険行動検知AI（AI見守り）」の開発を通じ
て獲得した，屋外で光源が安定しない場合
における学習方法のノウハウや，リアルタ

イムに常時推論を行う際の技術的な工夫な
どが活かされています．また，太陽光発電
所の特性や誤検知に対する要件などに合わ
せて調整することで一定以上の検知精度を
保っており，市中のAIカメラと比較して
非常に高精度な銅線盗難検知を実現してい
ます（図 5 ）．
■今後の展望

先端テクノロジー部では，生成AIをは
じめとする最先端のAI技術の活用により，
NTT東日本グループの業務をモダナイズ
することで，お客さまサービスの品質向上
をめざしています．また，そこで培った成
果を地域のお客さまにも提供し，社会課題
の解決に貢献していきます．お客さまの課
題解決においては，プロセスを俯瞰的にと
らえ，実業務を行う現場のエンジニアやお
客さまと協力し，業務プロセスの変更など
も提案しながら，実課題に適合したAIの
提供に取り組んでいきます．今後もAI技
術の可能性を最大限に引き出し，最先端の
技術を追求し続けていくため，こうした取
り組みをますます加速させていきます．音声取得 音声解析

可視化による
画像分類

リス 鳥

太陽光発電所
管理・所有者

検知画像を検知画像を検知画像を
添付

映像取得

図４ クリハラリス対策AI 図５ 太陽光発電所銅線盗難対策AI

図 5　太陽光発電所銅線盗難対策AI

（上段左から）  中山  和子/ 橋本  　拓/
川﨑  敏行

（下段左から）  髙野  奨太/ 宮崎  正巳/
隅谷  亮太

先端AI技術を用いて社内の業務をモダナイズし，
お客さまサービスの品質向上をめざしていきます．
また，そこで培った成果を地域のお客さまに提供し，
社会課題の解決に貢献していきます．

◆問い合わせ先
NTT東日本
先端テクノロジー部
TEL　03-5359-5222
E-mail　kaiki-rdc-gm east.ntt.co.jp

図 4　クリハラリス対策AI
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NTT東日本 先端テクノロジー部

NTT東日本における
オープンイノベーションとは

近年，革新的な技術を有するディープ
テック企業が，社会に大きなインパクトを
与える事例が注目されています．例えば
GPU（Graphics Processing Unit）性能
の進化に伴うAI技術の飛躍的な発展は，
さまざまなビジネス領域に強い影響を及ぼ
し，経済成長を牽引するだけでなく，社会
のあり方すら変えようとしています．そし
て，これらのディープテック企業の躍進を
支えているのは，専門的な知見を有する大
学や研究機関です．

NTT東日本は，これらのディープテッ
ク企業に加え，先端技術に強みを持つス
タートアップ企業（ディープテック・スター
トアップ企業）や大学・研究機関と手を携
え，革新的なテクノロジを社内に取り込み
ながら，社内の研究開発力を強化していく
ことで，地域社会の変革をめざしていきます．

この目的を達成するため，NTT東日本
はさまざまなパートナーと共創するオープ
ンイノベーションに取り組んでいます．具
体的には，これらの企業が先進的な科学技
術や学術研究機関などが持つ専門性の高い
科学的知見などを取り込み，NTT東日本
が有するネットワーク基盤や地域社会との
関係性などのアセットと組み合わせる，い
わゆるインバウンド型のオープンイノベー
ションを推進しています（図 1 ）．

ITが目覚ましく進歩し市場の動向も急激
に変化する現在においては，社内の技術だ
けにこだわることなく，世の中の技術を幅
広く調査し積極的に取り込んでいくことが
重要です．今後，NTT東日本グループが
得意とする通信領域のみならず，非通信領
域における事業を強化していくためには，
最先端技術を素早く取り込み新たなサービ
スを創出するとともに，サービスを差別化
するための鍵となる技術を社内に蓄積して
いかなければなりません．

この難題を解決し，最先端技術を社会実
装することで地域のイノベーションを創出
するために，先端テクノロジー部では2023
年１0月にオープンイノベーションセンタを
設置しました．オープンイノベーションセ
ンタでは，これまでの通信領域以外にも活
動領域を拡大し，外部の技術やノウハウを
積極的に取り入れることで，次の社会を担
う新たなサービスやインフラを迅速かつ効
果的に創出することをめざしています．

新たに開拓する技術領域と
その取り組みの実例

オープンイノベーションセンタでは，先
端技術の調査・評価・実証実験を進めるた
めに，ディープテック・スタートアップ企
業および大学・研究機関との連携を推進し
ています．以降では，それぞれの具体的な
取り組みについて紹介します．
■ディープテック・スタートアップ企業と
の連携
オープンイノベーションセンタでは，技

術や社会の進化を踏まえた将来のビジョン
を描き，世界のディープテック・スタート
アップ企業から先端技術を取り込むうえで，
特に重点的に取り組むべき技術領域を定義
しました．具体的には，サイバー空間での
人々の生活を支える技術，次世代のキャリ
ア・プラットフォーマとして求められる技
術，地域のリアルな課題を解決する技術と
いう 3 つの領域です．

以降では，その 3 つの重点技術領域につ
い て，NTT 研 究 所・NTT Research・
NTTアドバンステクノロジ・NTTテクノ
クロスなどのグループ会社や，各分野で技
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術を有するスタートアップ企業と協業して
進めている取り組みを紹介します．
（1）�　サイバー空間上での人々の生活を支
える技術

現在進展中のデジタルトランスフォー
メーション（DX）により，今後はさまざ
まなモノやコトがデジタル化され，サイバー
空間においてあらゆることが体験できる社
会がやってくるといわれています．居住地
にかかわらず，サイバー空間においてさま
ざまな体験ができるようになると，都会と
地方の境界は曖昧になり，都会にいながら
にして地域へ貢献することや，複数の地域
社会に所属することが可能となります．つ
まり，地域に貢献するデジタル関係人口を
増加させることが可能になるのです．

オープンイノベーションセンタでは，地
域のお客さまが安心・安全に利用できる心
理的障壁の低いサイバー空間を実現するべ
く，以下のような技術の調査・評価・実証
実験に取り組んでいます．
①�　サイバー空間そのものをかたちづく
る技術

メ タ バ ー ス な ど の XR（eXtended 
Reality）空間を実現するためには，デジ
タル・サイバー空間内で使われる2D映像・
3Dモデル（2D映像の3D化）が必要とな
ります．現在の技術ではこれらの制作には
高度な知識や高価な設備が必要となり，多
大な労力を要します．そのため，より簡易
に誰でも生成できる技術の開発・評価を進
めています．

また，サイバー空間におけるお客さま体
験 を 向 上 さ せ る た め，VPS（Visual 
Positioning System）の精度向上や，顔
が見えないことを利用した社員健康管理へ
の適用性評価などを実施しています（図 2 ）．

サイバー空間で人々が生活するようにな
ると，多人数が同時かつ双方向にコミュニ
ケーションを取ることができるようになり
ます．そのため，映像だけでなく，アバター
データや位置情報など，種々で大容量の
データを低遅延に配信する技術が必要にな
ります．オープンイノベーションセンタで
は，NTT東日本が保有する高品質な光ネッ
トワークの特性を利用し，大容量・低遅延
の映像配信プラットフォーム「VBOLT」
の開発に取り組んでいます．このプラット
フォームに次世代の映像配信・通信プロト

コルを適用することで，メタバースなどの
位置情報を流通可能とし，ネットワーク分
野における新たなユースケースの開拓をめ
ざしています．
②�　安心・安全にサイバー空間を利用す
るための技術

安心・安全にサイバー空間を利用するた
めには，個人のプライバシーを保護するこ
とや，不正や改ざんを防止することが重要
です．

オープンイノベーションセンタでは，プ
ラ イ バ シ ー 保 護 技 術 と し て，ABE

（Attribute Based Encryption：属性ベー
ス暗号）による柔軟なポリシー・鍵発行技
術の活用に取り組んでいます．具体的には，
特に慎重な取り扱いが求められる要配慮個
人情報について，特定の権限を持つ人だけ
が閲覧できるようにしながら情報の秘匿度
合いによりポリシーを設定することで，閲
覧者の権限や属性に応じた柔軟なアクセス
制御とデータ保護を兼ね備えた暗号技術の
実用化をめざしています（図 3 ）．

またAI技術が飛躍的に進歩し，「AIの民

主化」と呼ばれるようにAIを利用する敷
居が下がっている中，フェイクニュースな
どAIを悪用するリスクも急速に高まって
います．オープンイノベーションセンタで
は，サイバー空間に急速に広がるディープ
フェイクへの対策にも取り組んでおり，フェ
イクコンテンツであるか否かを見破ること
のできる「フェイク検知技術」の評価と開
発を進めています．この技術を活用するこ
とで，お客さまがAIを安全に利用し，安
心してサイバー空間を利用できる未来をめ
ざしています．
（2）�　地球環境に配慮した次世代のキャリ
ア・プラットフォーマとして求められ
る技術

ネットワークを流れるトラフィックは年々
増加しており，ICTやAIの利活用が進むに
つれて，この傾向は今後ますます強まると
いわれています．

NTTグループは，日本における電力使
用量の １ ％を占める大規模な電力需要家と
なっており，持続可能な社会インフラ基盤
を提供するためには，今まで以上に地球環

図２ メタバースによる健康相談PoC図 2　メタバースによる健康相談PoC

図 3　ABE（属性ベース暗号）のユースケース例
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境に配慮した技術開発が必要となります．
NTT東日本グループでは，次世代のエ

ネルギー資源である水素エネルギーに着目
し，水素燃料電池を社内設備，商業ビル，
災害対策などに適用するための技術調査や
評価を進めています．

また，昨今では宇宙関連技術の民主化が
進んできています．これまでも衛星を使っ
た通信やセンシングなどはありましたが，
それらを大量に打ち上げることで観測頻度・
範囲を改善する「衛星コンステレーショ
ン*」が盛んになっています．これにより，
光ではリーチが難しい山間部や海上などに
おいても通信環境が行きわたり，地表およ
び海面の状況を観測衛星により定期的にモ
ニタリングすることが可能になります．さ
らには，地表の植生分布の把握や，海水温
の変化による良好な漁場の推定が可能にな
ります．オープンイノベーションセンタで
は，このような一次産業のDX化を推進す
ることをめざして，通信・観測を問わず衛
星を活用した技術のユースケース探索と評
価を行っています．
（3）�　地域のお客さまのリアルな課題に対
してICTにより解決するための技術

現在，日本における光ファイバの世帯整
備率は99％を超え，多くの地域で光回線を
利用した通信環境が提供されています．ま
た，スマートフォンなどのモバイルデバイ
スは世帯普及率が90％を超えており，デバ

イスが送受信する電波〔5G（第 5 世代移
動通信システム）やWi-Fiなど〕は広範囲
に行き渡っています．NTT東日本グルー
プでは，これらの光ファイバおよび無線を
使ったセンシング技術を用いて，さまざま
なユースケースへの適用を進め，技術評価
や実証実験を推進しています．
①　光ファイバを使ったセンシング技術
光ファイバを使ったセンシング技術は，

送出した試験光によって発生する散乱光の
特性から光ファイバに加わる振動や歪みを
検知できます．NTT東日本グループでは，
センシング技術により検知した振動情報か
ら正確な位置情報を効率的に得られること
を応用し，地下光通信設備における保守運
用の効率化に用いています．

また，このセンシング技術を用いること
で，トンネル掘削工事などにおける周辺へ
の振動影響の把握や橋梁の健全性調査など
の社会インフラの構築・保全において，既
設の光ファイバを活用した面的かつ遠隔の
モニタリングを実現し，極力人手をかけな
い運用が可能となります．先端テクノロ
ジー部では現在，建設業界や自治体などの
皆様と連携し，光ファイバを使ったセンシ
ング技術の早期社会実装に向けた取り組み
を進めています．
②　無線を使ったセンシング技術
無線を使ったセンシング技術では，スマー

トフォンなどの無線端末と，その通信相手
となるアクセスポイント，あるいは基地局
間の電波変動を読み取ることで，無線端末
を保有していない人や動物・物体の検出が
可能になります．例えば，屋内ではプライ

バシーへの配慮からカメラでは難しい見守
りや介護などが可能になり，屋外では夜間
や遮蔽物のある環境においても侵入検知や
鳥獣害対策などが可能になると見込んでい
ます． 
■大学・研究機関との連携

NTT東日本では，最先端の研究活動に
取り組んでいる大学・研究機関と協業して，
将来に向けた先進的なユースケースを創出
する活動に取り組んでいます．その中で，
東京大学との連携協定を締結し，生命科学・
医学研究における情報通信インフラ整備と
して「リモートバイオDXプロジェクト」
を立ち上げました（１）（図 ４ ）．

先端テクノロジー部では本プロジェクト
を通じて，従来の各大学・企業内に閉じた
研究環境から脱却し，日本全国どこからで
も最先端の研究機材やデータを活用でき，
研究者どうしが活発に連携し合える研究環
境の実現をめざしています．具体的には，
以下の 3 つについて取り組んでいます．
（1）　顕微鏡の遠隔操作
現在，研究者が電子顕微鏡のような高額

かつ設置条件の厳しい顕微鏡を利用するた
めには，現地に直接足を運ぶ必要があります．

本プロジェクトでは，NTT東日本の超
高速・超低遅延ネットワークであるIOWN

（Innovative Optical and Wireless 
Network） APN（All-Photonics Net-
work）（２）を活用することで，離れた実験
室においても現地さながらにタイムラグの
ない操作環境の実現に取り組んでいます．
（2）　超大規模データの高速転送
バイオ研究で扱うゲノムデータなどはペ

＊		� 衛星コンステレーション：多数の人工衛星を
ある軌道に打ち上げ，一体的に機能させる
技術．

図４ 産学連携の取り組み
図 4　産学連携の取り組み
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タバイト級の大容量データになりますが，
現在はハードディスクを物理的に郵送・保
管するなどの物理的な手法に頼っている状
況です．

本プロジェクトでは，IOWN APN上に
おいて近距離向け高速通信であるRDMA

（Remote Direct Memory Access）を活
用することで，遠隔地においてオンライン
上で大容量のゲノムデータなどをやり取り
できる研究環境の実現に取り組んでいます．
（3）　実験データのセキュアな管理
研究者の実験結果を正しく記録しその改

ざんを防ぐための手段として，現在は修正
不可能なボールペンで紙のノートに記載す
るなど，アナログな運用が実施されています．

本プロジェクトでは，ブロックチェーン
の特徴である耐改ざん性を活用することで，
流通しているデータの正当性を保証し，研
究者が安心してデジタルに研究できる仕組
みの実現に取り組んでいます．

先端技術の調査に向けたVC連携
と技術発信の取り組み

■先端技術の調査状況とVC連携
オープンイノベーションを推進するため

には，パートナーとなるディープテック・
スタートアップ企業や，その企業が持つ先
端技術について日々情報収集することが不
可欠です．

オープンイノベーションセンタは発足以
降，前述した重点技術領域の開拓に向けた
取り組みと並行して，各地の展示会・スター
トアップピッチ・技術セミナーなどに参加
し，その調査を続けています．これにより，
200社以上の企業・技術情報を調査・デー
タベース化し，実用展開へ向けて速やかに
対応できるようにしています．

収集した情報はデータベース化するだけ
でなく，社内外での活用を見据えたレポー
ト作成も行っています．各技術分野におけ
る業界動向・市場動向・今後のトレンドな
どをまとめたテックマガジンの制作に加え，
社内向けの勉強会，地域ミライ共創フォー
ラム，グループ内外の展示会での発信を通
じて，新たなパートナーやお客さまとの共
創を図っています．

限られた体制で効率的に情報収集するた
めには，調査 １ 件当りの質を高めることが

重要です．オープンイノベーションセンタ
では，これまでネットワーク分野での開発
においてパートナーとなっているベンダ系
VC（Venture Capital）やグループ会社

（NTTファイナンス，NTTドコモ・ベン
チャーズなど）などとの連携を通じて，前
述した重点技術領域に関連の深いディープ
テック・スタートアップ企業に関する情報
を効率的に収集しています．

また，VCから情報提供を受けるだけで
なく，その検討結果をフィードバックする
ことで，VCの投資判断に資する情報提供
を行い，双方にメリットのある関係性を構
築しています．これにより，相乗効果を図
り，より質の高い情報収集と技術評価を実
現しています．
■技術発信の取り組み

オープンイノベーションセンタでは，技
術情報の発信を通じて，社内外のステーク
ホルダに対して技術開発の成果や最新の技
術動向を共有しています．具体的には，以
下のような取り組みを行っています．
（1）　社内外の展示会への出展
定期的に社内外の展示会へ出展し，最新

の技術開発の成果や製品を紹介しています．
これにより，技術者や研究者だけでなく，
ビジネスパートナーやお客さまとの情報共
有を促進し，技術開発のスピードを加速さ
せています．展示会では，技術的な詳細だ
けでなく，チームの取り組みなども紹介し，
来場者に活動内容について興味を持っても
らうことをめざしています．
（2）�　スタートアップ企業との交流イベン
トへの参画

スタートアップ企業との交流イベントに
参画し，最新の技術情報や研究成果を共有
しています．これにより，社内外の技術者
や研究者との交流を深め，新たな技術開発
のアイデアを生み出しています．

オープンイノベーションセンタは，こう
した先端技術の調査や発信を通じて，技術
開発の方向性を定めるとともに，社内外の
ステークホルダとの情報共有を促進してい
ます．これにより，技術力を今まで以上に
高め，NTT東日本グループの持続可能な
成長を実現しています．さらに，これらの
活動を通じて，技術による地域の課題解決
の最前線に立ち続けることをめざしています．

今後の展開

NTT東日本グループでは，先端テクノ
ロジー部に設置したオープンイノベーショ
ンセンタにおいて，ディープテック企業や
大学・研究機関，VCなどと連携し，世界
の最先端技術をいち早く事業に取り入れる
ための技術調査・評価・実証実験に取り組
んでいます．今後はさらに多くの企業や大
学との連携を進めるとともに，より最先端
のテクノロジーを効率的に取り込むための
海外技術調査の活性化にも取り組んでいき
ます．

■参考文献
（１） https://www.ntt-east.co.jp/release/

detail/20231221_01.html
（２） https://www.rd.ntt/iown/index.html

（左から） 毛利  仁士/ 安永  　崇

さまざまなパートナーと共創するオープンイノベーショ
ン活動を通じて，通信領域のみならず，非通信領
域においても最新技術を取り込み，次の社会を担う
新たなサービスやインフラの創出に取り組んでいき
ます．

◆問い合わせ先
NTT東日本
先端テクノロジー部 
オープンイノベーションセンタ
E-mail　 oic-toiawase-syagai-gm

east.ntt.co.jp
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主 役 登 場主 役 登 場

私はAIと通信技術がこれからの世界を
変える重要な技術になると確信し，「新し
いサービスを開発することで地域社会を良
くしていきたい」という想いからNTT東
日本に入社しました．入社後は開発系業務
を強く希望し，DX（デジタルトランスフォー
メーション）関連の業務に従事することが
できました．さらに，業務に携わる中でア
プリケーション開発の基礎を身につけ，ク
ラウド技術やIoT（Internet of Things）
などの幅広い技術を習得してきました．

しばらくすると，ディープラーニングの
登場により第三次AIブームが訪れ，NTT
東日本もAI分野に注力し始めました．当
時，私はAI分野に強い興味があり，ディー
プラーニングについてゼロから学び始めま
した．短期間でAI技術を習得するため，
資格取得と実務経験の両面からAIに取り
組み，AIエンジニアとしての道を歩み始め
ました．その中で，物体検知・セグメンテー
ション・音声認識などの多岐にわたる領域
において，実績を積むことができました．

私自身のAI技術力が向上し，実績を積
んでいく中で，世の中から見て自分の技術
力がどの程度なのかと興味を持ちました．
また，日々進歩する技術をアップデートし
ていくためには，トップエンジニアとの交
流が必要と感じました．そこで，オープン
コミュニティやさまざまなAIイベントに
参加し，社外の技術者との交流を深め，回

数を重ねることで，技術者としての自信を
つけることができました．現在ではAIプ
ロジェクトのテックリードとして，新しい
技術の導入やプロジェクトマネジメント，
AI開発・運用を推進しています．

私は近い将来，社内のコールセンタ業務
の大部分について，生成AIが代行できる
可能性を感じています．問合せの一次対応
を生成AIへ代行させ，人間のオペレータ
はお客さまと心を通わせた応対や臨機応変
な業務に注力する，そんな未来のコールセ
ンタの実現に向けて研究開発に取り組んで
います．コールセンタ業務は暗黙知が多く
言語化されていないため，言語化して形式
知を蓄積していくことが，これからの生成
AI時代において極めて重要になると考えて
います．

最近では，生成AI分野のRAG（Retriev-
al-Augmented Generation：検索拡張生
成）やファインチューニングの最先端技術
を保有する海外スタートアップ企業と仕事
をする機会がありました．そこでは，最先
端技術にもかかわらず要望を出すと即日で
対応し翌日には商用環境へリリースすると
いう，海外スタートアップ企業の圧倒的な
技術力の高さとスピード感に感銘を受けま
した．私たちも，今以上に技術力を向上さ
せ，よりスピーディな開発ができる組織を
めざしています．また，こうした組織を実
現し，AIなどのデジタル技術を使いこなし

て新しいビジネスを創造していくためには，
高度AI人材の育成も欠かせません．私は
現在，人材のレベルに応じたAI社内研修
を主催し，より実践的なAI開発経験の機
会を提供することで，短期集中型の高度AI
人材育成に取り組んでいます．そのために，
私はAIのコンテストやハッカソンである
Kaggle・SIGNATEなどに継続的に挑戦
し，社外の技術者と人脈を広げ，相互に有
益な関係を築くことで社外技術者の有する
最新のノウハウを吸収しています．さらに，
学んだことを会社の事業に活かすことがで
きるよう，AI技術の研鑽を日々行うことで，
AIエンジニアとして成長しています．これ
らの活動をとおして，自身と組織のAI技
術を徹底的に磨き上げ，生成AIの新規ビ
ジネス開拓に取り組んでいきます．

最後に，生成AI分野において，日本は
世界と比較して大きく後れを取っていると
いわれており，日本企業が急速に生成AI
分野へ注力を始めています．そのため，今
後はグローバルに活躍できるAI人材やAI
ビジネスの拡大が求められています．私た
ちNTT東日本グループは，AI技術が今以
上に進歩し新しいアプリケーションが花開
いていく先を見据えて，地域の課題解決に
向けたAIの社会実装に取り組んでいきます．
また，人々の暮らしの中に生成AIを浸透
させ，人間とAIが共創する社会の実現を
めざしていきます．

柴 田  高 志 T a k a s h i  S h i b a t a

NTT東日本
先端テクノロジー部
スペシャリスト

最先端AI技術と向き合う
その使命感

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30693

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125005
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3GPP（3rd Generation Partnership Project）では，

Release（Rel）-15の策定以降もさまざまな5G（第5世代移動通信システム）技術の改善を仕様化し，

Rel-16， Rel-17として策定してきた． 

今回， 5Gのさらなる高度化をめざして検討が進められてきたRel-18

およびそれ以降の仕様を5G-Advancedと定義し，

2024年からはRel-19の仕様策定作業や6G（第6世代移動通信システム）に関係する議論も一部開始している．

本特集では， NTTドコモが取り組んでいる3GPP Rel-18標準化活動の最新情報を紹介する．

特集 2

3GPP Release 18 標準化活動

5G-Advanced標準化動向 28
　5G-Advanced標準化動向として，Rel-18の位置付けや特徴，3GPP Rel-19の
検討項目および仕様化項目，および6G標準化スケジュールに関する議論動向に
ついて紹介する．
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サステナビリティ5G-Advanced

Release 18

ネットワーク自動化

サステナビリティ3GPP

3GPP Release 18における5GCの高度化技術概要
──システムアーキテクチャ 37
　3GPP Rel-18で規定された拡張について，コアネットワーク観点での，産業創
出 ･ソリューション協創向け高度化技術，モバイルブロードバンド向け高度化技術，
および網管理の効率化や自動化に向けた取り組みを紹介する．

3GPP Release 18におけるネットワーク自動化
およびAI/MLの高度化技術 42
　3GPP Rel-18で検討されている，ネットワークのためのAI/ML（Artificial 
Intelligence/Machine Learning）と，AI/MLアプリケーションに対するネッ
トワークのサポート機能をについて紹介する．

3GPP Release 18における5G-Advanced無線技術概要 32
　3GPP Rel-18仕様で策定された5G-Advanced無線の産業創出 ･ソリュー
ション協創向け高度化技術，モバイルブロードバンド向け高度化技術，および無
線ネットワーク高度化技術について紹介する．

主役登場　熊谷 慎也 NTTドコモ

　3GPPにおける6G国際標準化リードをめざして
46
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これまで移動通信技術は，約10年ごとに
新しい世代へと大きく進化しており，それ
とともに通信需要も拡大し，新たな通信
サービスが生まれてきました．2018年に
3GPP（3rd Generation Partnership 
Project） Release（Rel）-15として標準仕
様が策定された5G（第 5 世代移動通信シ
ステム）では，高速・大容量，高信頼・低
遅延，多数端末同時接続の 3 つの技術的特
長を，これまでよりも高い周波数帯を用い
ることや，さまざまなサービスに適用可能
となるような高い柔軟性をシステムに実装
することにより実現し，社会基盤として新
たな価値・サービスを提供することをめざ
して世界各国にて商用サービスが展開され
ています．5Gは最初の標準仕様である
Rel-15が策定された後にも，Rel-16，Rel-
17と新たなリリースにて機能改善や機能追
加が行われるなど進化を続けてきました．

3GPP で は Rel-18 以 降 の 5G を
5G-Advancedと定義し，2020年代後半の
商用サービス化をターゲットとした新たな
機能の仕様化や，中長期的なモバイルネッ
トワークの進化をめざした機能の検討を
行っています．2022年から仕様策定作業
が行われていた Rel-18が5G-Advanced
の最初の標準仕様として2024年 6 月に完
成し，2024年からはRel-19の仕様策定作
業が行われています．Rel-19では，2023

年の世界無線通信会議（WRC-23：World 
Radiocommunication Conference 
2023）＊ 1にて合意された初期6G（第 6 世代
移動通信システム）向け候補周波数帯にも
含まれている 7 〜24 GHzのチャネルモデルや，
ITU-R（International Telecommunication 
Union-Radiocommunication sector）よ
り 示 さ れ た IMT（International Mobile 
Telecommunications）-2030＊ 2 フレーム
ワーク勧告にも含まれている無線センシン
グなど，一部は6Gを見据えた検討も始まっ
ています．また，6Gの標準仕様策定スケ
ジュールに関する議論も行われ，3GPP 
Rel-21を6Gの最初の仕様として策定し，
IMT-2030へ提案を行う予定です．

本稿では，5G-Advancedの標準化動向
として3GPP Rel-18， Rel-19の議論動向，
仕様化項目，および6G標準化に向けた議
論動向について概説します．

5G-Advanced標準化動向

■Rel-18
3GPP は，2021年 4 月 の PCG（Project 

Coordination Group）#46会合において，
Rel-18以降を5G-Advancedと定義するこ
とを決定し，2021年 6 月に行われたTSG-
RAN（Technical Specification Group 
Radio Access Network） Rel-18ワ ー ク
ショップでは，Rel-18でめざす方向性とし
て，モバイルブロードバンドの進化とさま

ざまな業界への5G展開，短期的なニーズ
に対応する技術と中長期的なニーズに対応
する技術，デバイスの進化とネットワーク
の進化，に関してそれぞれの観点でバラン
スのとれた進化を行うことが示されました．
さらに，2021年 9 月には TSG-SA（TSG-
Service and System Aspects） Rel-18
ワークショップも行われ，2021年12月の
TSG#94e会合にて2022年からの検討およ
び仕様化作業の開始が承認されました．
Rel-18の標準化スケジュール，Rel-18の全
検討項目および仕様化項目は文献（1）にまと
められています．また，仕様化された各機
能の概要については本特集中の各記事にて
解説します．

Rel-18より前のリリースとRel-18以降の
リリースの位置付けや特徴を図 1に示しま
す．Rel-16やRel-17は，Rel-15のアップデー
トとしての位置付けと見なすことができ，

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30697

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125101

＊	�本特集は「NTTドコモ・テクニカル・ジャーナ
ル」（Vol.32,No.2, 2024年7月）に掲載された内
容を編集したものです．

＊ 1 	 �2023年の世界無線通信会議：各周波数帯の
利用方法，衛星軌道の利用方法，無線局の
運用に関する各種規定，技術基準などをはじ
めとする国際的な電波秩序を規律する無線
通信規則の改正を行うための会議で，各国
主管庁およびITUに登録している事業者など
の関係団体が出席し，通常3〜4年ごとに開催
されます．次回の開催は2027年の予定．

＊ 2 	 �IMT-2030：ITUにおいて標準化されている国
際 移 動 通 信 シ ス テ ム．IMT-2000（3G），
IMT-Advanced（4G/LTE），IMT-2020（5G）
などがこれまでに標準化されており，IMT-
2030は2030年ごろに標準化完了予定．

2024年 6 月に3GPP（3rd Generation Partnership Project）の標準として， 
Release（Rel）-18の策定作業が完了しました．5G（第 5 世代移動通信システム）
の初版であるRel-15が2018年 6 月に策定されて以降，5Gによる商用サービスが
世界各国で広まっており，さまざまな産業分野で5Gが活用されています．3GPP
では，Rel-15の策定以降もさまざまな5G技術の改善を仕様化し，Rel-16，Rel-
17として策定してきました．今回，5Gのさらなる高度化をめざして検討が進め
られてきたRel-18およびそれ以降の仕様を5G-Advancedと定義し，2024年から
はRel-19の仕様策定作業や6G（第 6 世代移動通信システム）に関係する議論も
一部開始しています．本稿では，3GPPにおける5G-Advancedの標準化動向や
6G標準化に向けた動向について概説します．
キーワード：#3GPP，#5G-Advanced，#Release 18
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LTE（Long Term Evolution）にてサポー
トされていた機能のうち，Rel-15でサポー
トされなかった機能が仕様化されたほか，
5Gでのターゲットとして当初より想定さ
れていた主要機能のさらなる拡張や改善が
行われました．一方でRel-17の一部やRel-
18以降では，3GPPの適用領域をさらに拡
大させるような新機能の仕様化や，6Gを
見据えた新機能の検討・仕様化が行われま
した．
■Rel-19

3GPP は，2023年 6 月 に Rel-19ワ ー ク
ショップを行い，各社からの500件を超え
る寄書入力に基づき，検討・仕様化項目の
絞り込みの議論を数会合にわたって行った
後，Rel-19における検討・仕様化項目を決
定し作業を開始しました．Rel-19の標準化
スケジュールは参考文献（2）に示されてい
ます．

Rel-19では，前述したRel-18と同様の観
点でバランスのとれた進化を引き続き継続
することに加えて，6Gへのステップとし
ての位置付けも考慮されています．数多く
の検討項目および仕様化項目の中から，
Rel-18の内容を踏まえつつRel-19における

特徴的ないくつかの項目を紹介します．
（1）�　人工知能・機械学習〔AI/ML（Ma-

chine Learning）〕技術の無線インタ
フェース，無線アクセスネットワーク
への適用

Rel-18では中長期的なニーズを踏まえ，
AI/ML技術の無線インタフェースへの適用
についての検討や，無線アクセスネットワー
クでの適用についての仕様化が行われまし
た．具体的には，無線インタフェースによ
る端末とネットワークとのやり取りにAI/
ML技術を活用するユースケースとして，
チャネル状態情報のフィードバック，ビー
ム制御，端末位置測位などを想定した検討
をRel-18の全期間を通して行い，また，無
線アクセスネットワーク内でAI/ML技術
を活用するユースケースとして，モビリ
ティ，ロードバランシング＊ 3 ，ネットワー
ク消費電力の最適化の 3 つを実現するため
の仕様策定をRel-18にて行いました．

Rel-19においては，Rel-18での検討結果
を踏まえて，AI/ML技術の導入効果が見込
めるユースケースを実現するための仕様策
定を行うことや，さらに新しいユースケー
スへのAI/ML技術の適用を可能とするた

め，Rel-18にて仕様化に至らなかった機能
に関する再検討や新しいユースケースに関
する検討を行うことが合意されました（3）〜（5）．

AI/ML技術の無線インタフェースへの適
用に向けては，ユースケースによらず共通
で必要となる仕様として，AI/MLモデルを
ネットワーク側もしくは端末側の一方にて
実装する際の学習，学習用データ収集，モ
デルの入出力，モデル性能のモニタリング，
モデルの有効化・無効化・切替えなど，モ
デルのライフサイクルマネジメント（LCM：
Life Cycle Management）に必要となる
シグナリングやプロトコルの仕様策定が
Rel-19にて行われます．加えて，Rel-18で
の検討の結果，Rel-19での仕様化の対象と
なったユースケースとして，空間方向のビー
ム予測（例えば，一部のビームについての
測定結果から未測定のビームの品質を予測
すること），時間方向のビーム予測（例えば，
一部のタイミングでのビーム測定結果から
未測定のタイミングでのビームの品質を予
測すること），AI/MLモデルによる端末位

＊ 3 	 �ロードバランシング：周波数間，あるいはセ
ル間でのトラフィック負荷（ロード）の分散．

図 1　Rel-18前後のReleaseの位置付けや特徴

5G-Advanced
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置測位や端末位置測位への補助情報の生成
などがあり，各ユースケースに必要となる
シグナリングやメカニズムの仕様策定およ
び要求性能の規定，端末能力の定義などが
Rel-19にて行われます．

AI/ML技術の無線アクセスネットワーク
への適用については，カバレッジおよびキャ
パシティの最適化，ネットワークスライシ
ング＊ 4 の最適化，モビリティ向けのセル品
質予測やハンドオーバ失敗の予測，デュア
ルコネクティビティ＊ ５ 向けのモビリティ最
適化，電力消費予測など，さまざまなユー
スケースに関する実現性，効果，仕様化に
よるインパクトなどの検討がRel-19にて行
われます．

（2）�　6Gを見据えた新たな3GPPシステム
適用領域に関する検討

Rel-18では，前述のAI/ML技術の無線イ
ンタフェースへの適用や，下りリンクと上
りリンクの多重（duplex）の拡張，端末
消費電力の削減のための超低消費電力受信
機やそのような受信機向けの信号の検討な
ど，中長期的なニーズを踏まえた新規技術
領域の検討が行われました．

Rel-19では，6Gへのステップという位
置付けを踏まえ，WRC-23における6G候
補周波数の状況（6）やITU-RでのIMT-2030フ
レームワーク勧告（7）などを考慮した新たな
検討が複数行われることとなっています．
具体的には， 7 〜24 GHzの周波数に関す
るチャネルモデルの検討，センシングと通
信 の 融 合（ISAC：Integrated Sensing 
and Communication）＊ 6 に関するチャネ
ルモデルの検討，超低消費電力で超簡易な
low-end IoT（Internet of Things）デバ
イス（A-IoT：Ambient-IoT）＊ 7 に関する
検討などが行われます（8）〜（10）．

・�7 〜24 GHzの周波数には，WRC-23に
おいてWRC-27向けの新議題とするこ
とが合意された7.125〜8.4 GHzの周波
数および14.8〜15.35 GHzの周波数が
含まれており，それらの周波数の6Gで
の活用が期待されることから，5G向け
につくられた既存のチャネルモデルの
7 〜24 GHzの周波数への適用可否や

チャネルモデル拡張の必要性について
の検討が行われます．

・�ISACについては，IMT-2030フレーム
ワーク勧告においても 6 つの代表的な
利用シナリオのうちの 1 つとして言及
されており，3GPPでは物体の検知や
移動に対するトラッキングを実現する
ためにチャネルモデルの検討が行われ，
その後の進捗や状況に応じてチャネル
モデル以外の検討も行われます．

・�A-IoTについては，現状RFID（Radio 
Frequency IDentification）＊ 8 やバー
コードリーダーによって行われている，
モノの認識や管理のようなユースケー
スを対象とし，後方散乱通信（バック
スキャッタ通信）＊ 9 やエナジーハーベ
スティング＊10を活用した超低消費電力
デバイスを対象とした検討が行われ
ます．

■6G標準化スケジュール
ITU-Rでは2022年 6 月にIMT-2030の全体

スケジュールが合意されました（11）．
IMT-2030，3GPP Rel-18および19のスケ

ジュールが固まってきたことから，3GPP
において6Gの全体スケジュールに関する
各社からの寄書が2023年ごろから提出され
るようになり，2023年12月のTSG会合に
て6Gタイムラインに関する初回の議論が
行われました．そこでの議論においていく
つかの方針やマイルストーンがTSG議長
から提案され，議論の結果，6Gに関する
3GPPワークショップを2025年 3 月に行う
こと，6Gに関する検討をRel-20から開始
すること，IMT-2030への提案および6G初
期仕様の策定をRel-21にて行うことなどが
合意されました（12）．

加えて，2024年 3 月に再度6Gタイムラ
インに関する議論が行われ，Rel-20におけ
る具体的な6Gに関する検討開始・完了予
定時期や，5G-Advanced Rel-20の仕様完
成時期を2027年 6 月とすることなどが合意
されました（13）．2024年 3 月時点での6G標
準化スケジュールの見通しを図 2に示しま
すが，ポイントは以下のとおりです．

・�2024 年 5 月 に SA WG（Working 

Group） 1 （SA1）における6Gユース
ケースに関するワークショップ，2025
年 3 月に3GPP 全体での6Gに関する
ワークショップを行う．

・�2024年12月から2025年 6 月まで，ITU
におけるIMT-2030要求条件に関する検
討 を TSG RANP（RAN Plenary） に
て行い，必要に応じてITU-Rにおける
要求性能議論との連携を行う．

・�2025年 3 月の3GPPワークショップ後
から2026年 6 月まで，6Gに関するハイ
レベルな検討をRANPにて行う．

・�Rel-20における各WGでの6G関連検
討 の 時 期 は，SA1は2024年 9 月 か ら
2026年 3 月まで，SA WG2（SA2）は
2025年 6 月から2026年12月または2027
年 3 月まで，RAN WG1（RAN1）は
2025年 6 月から2027年 3 月まで，RAN 
WG2/WG3/WG4（RAN2/ 3 / 4 ）
は2025年 9 月 か ら2027年 6 月 ま で，
TSG-CT（TSG-Core Networks and 
Terminals） WG1/ 3 / 4 / 6 は SA2 の
検討開始から 9 カ月後の2026年 3 月か

＊ 4 	 �ネットワークスライシング：ネットワークを
仮想化し，ネットワークリソースを分割する
ことで，用途に応じたサービスを提供する
技術．

＊ 5 	 �デュアルコネクティビティ：端末が2つの基
地局と接続し，それぞれの基地局との送受
信を同時に行うことで広帯域化を実現する
技術．

＊ 6 	 �センシングと通信の融合（ISAC）：無線を利
用したデータ通信と物体検知などのセンシン
グを統合し，移動通信ネットワークによって
通信およびセンシングのサービスを提供可
能とするコンセプト．

＊ 7 	 �超低消費電力で超簡易なlow-end IoTデバ
イス（A-IoT）：エナジーハーベスティング
*10技術，エネルギーストレージ技術，後方
散乱通信（バックスキャッタ通信）＊9技術，
低消費電力信号生成・処理技術などを組み
合わせることで，バッテリー交換やメンテナ
ンスが極力不要となるようなデバイス．

＊ 8 	 �RFID：ID情報を埋め込んだ小さなICチップ
からID情報を無線によって取得し，人やモ
ノを識別・管理する仕組み．

＊ 9 	 �後方散乱通信（バックスキャッタ通信）：受
信した電波の反射・吸収を利用し，反射波に
情報を載せて通信を行う技術．

＊10	 �エナジーハーベスティング：無線，光，振動，
熱など，多様なエネルギー源の少なくともい
ずれかを利用して環境からエネルギーを収
集し，収集したエネルギーを電力に変換する
技術．
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らとする．
・�Rel-21のスケジュールは2026年 6 月ま

でに決定するが，Rel-21の仕様完成時
期は2029年 3 月かそれ以降とする．

・�Rel-21仕様にてIMT-2030の要求性能を
満たす仕様を策定し，ITU-R へ IMT-
2030提案として提出する予定．

あ と が き

本稿では，5G-Advanced標準化動向と
し て，Rel-18の 位 置 付 け や 特 徴，3GPP 
Rel-19の検討項目および仕様化項目，そし
て6G標準化スケジュールに関する議論動
向について概説しました．NTTドコモは
3GPPにおける5G-Advanced標準化の推
進に寄与しており，今後も移動通信のさら
なる発展に貢献していきます．
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NTTドコモは，5Gおよび6Gを通じてお客さまによ
り良いサービスや新たな価値を提供するため，また
モバイル通信の未来を切り拓くため，研究開発や
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ま え が き

5G（第 5 世代移動通信システム）向け
の新たな無線アクセス技術であるNR（New 
Radio）＊1 が 3GPP（3rd Generation 
Partnership Project） Release（Rel）-15
で仕様策定された後，Rel-16/17において，
モバイルブロードバンドの高度化（eMBB：
enhanced Mobile BroadBand）や高信
頼・低遅延通信（URLLC：Ultra-Reliable 
and Low Latency Communication）向
けの高度化技術に加えて，産業分野での
IoT（Internet of Things） を 促 進 す る
IIoT（Industrial IoT）といった新規事業
を創出するための拡張技術が規定されまし
た．Rel-17ではさらに，新規シナリオ・ユー
スケースに対応するために，非地上ネット
ワーク（NTN：Non-Terrestrial Network）
のサポートや，低コストNR端末カテゴリ

（RedCap：Reduced Capability ＊ 2） の
追加なども規定されました．
3GPPでは，Rel-18以降を5G-Advanced

と定義し，2020年代後半の商用化をター
ゲットにした機能追加とともに，2030年ご
ろをターゲットとした6G（第 6 世代移動
通信システム）へのステップとも位置付け，
①モバイルブロードバンドの進化とさまざ
まな業界への5G展開，②短期的なニーズ
に対応する技術と中長期的なニーズに対応
する技術，③デバイスの進化とネットワー
クの進化，のそれぞれの観点でバランスの
とれた検討・仕様化項目を行い，5Gが新
たな価値を提供することへ貢献しています．
Rel-18で仕様化した主な機能を図 1に示し
ます．本稿では，これらのRel-18で仕様化
された主な拡張技術を概説します．

産業創出・ソリューション協創向
け高度化技術

■IoTデバイスのさらなる複雑性・コスト
低減
Rel-17では，NRのハイエンドなIoT端

末と，eMTC（enhanced Machine Type 
Communication）やNB-IoT（Narrow 
Band-IoT）で提供されるローエンドなIoT
端末の間に位置するミドルレンジIoTサー
ビスに対してNRを最適化した端末として，
RedCapが仕様化されました．一方，Rel-
17 RedCapは，さらに端末の複雑性を削
減する余地が指摘されており，よりローエ
ンドIoTに近い領域でRedCapを適用する
た め の 機 能 拡 張 と し て，eRedCap

（enhanced Reduced Capability）と呼
ばれる端末の仕様化が行われました．
■ドローン向けのNR機能実現
Rel-15で導入されたLTEドローンでは，

高度報告，航路報告，過剰な品質測定報告
の抑止機能が仕様化されました．Rel-18で

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30699

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125102

3GPP（3rd Generation Partnership Project）において，5G向けの新たな
無線アクセス技術であるNR（New Radio）の標準仕様がRelease（Rel）-15
として策定された後，その拡張技術の標準仕様Rel-16/17がこれまで策定されて
きました．3GPPでは，5G（第 5 世代移動通信システム）からのさらなる技術
拡張として，Rel-18以降の5G仕様を5G-Advancedと定義しています．この位
置付けのもと，2022年 3 月より開始されたRel-18の仕様策定が，2024年 6 月に完
了しました．本稿では，Rel-18における5G-Advanced無線の高度化技術につい
て概説します．
キーワード:#5G-Advanced，#NR，#RAN

＊	�本特集は「NTTドコモ・テクニカル・ジャーナ
ル」（Vol.32,No.2, 2024年7月）に掲載された内
容を編集したものです．

＊ 1 	 �NR：5G向けに策定された無線方式規格．4G
と比較して高い周波数帯（例えば，6  
GHz帯以下や28 GHz帯）などを活用した通
信の高度化や，高度化されたIoTの実現を目
的とした低遅延・高信頼な通信を可能にします．

＊ 2 	 �RedCap：Rel-17 NRにおいて導入された簡
易端末カテゴリの名称で，通常のNR端末よ
りサポートする送受信アンテナ数や帯域幅を
減らすことでデバイスの複雑さを低減します．

⑵ネットワーク消費電力削減 ⑶ネットワーク制御リピータ⑴AI/MLの活用

ネットワーク省電力化・負荷分散・高密度化のための高度化技術

産業創出・ソリューション協創向け高度化技術モバイルブロードバンド向け高度化技術

⑴MIMO高度化

⑵ハンドオーバの高度化

⑶XRシナリオにおける低遅延・大容量化

⑷マルチキャリア活用の拡張

⑸RF拡張における送受信系統，変調方式の拡大

⑻カバレッジ拡大⑹ミリ波端末性能規定のさらなる拡張

⑴IoTデバイスのさらなる複雑性・コスト低減

⑹NTN技術の拡張

⑵ドローン向けNR機能実現⑷端末間通信

⑸IIoT向けの高精度時刻同期のさらなる拡張

⑶位置測位拡張

⑺非隣接基地局アンテナ環境におけるintra-band
EN-DC/NR-CA送受信性能規定

図図1 Rel-18でで仕仕様様化化ししたた主主なな機機能能図 1　Rel-18で仕様化した主な機能
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導入されたNRドローンは，LTEドローン
の基本機能が盛り込まれたほか，機能拡張
も行われました．具体的には，品質測定報
告のトリガにドローンの高度情報を考慮し
た新規イベントが導入されました．また，
品質測定報告の設定において，ドローンが
測定するビームを高度に応じて設定するこ
とや，ドローン航路報告において，航路の
情報を更新することが可能となりました．
さらに，ドローン規制局がドローンの飛行
を検知できるようにドローンIDをサイド
リンクでブロードキャストする機能（BRID：
Broadcasting Uncrewed Aerial Vehicle 
ID），ドローンどうしの衝突を防ぐために
ブ ロ ー ド キ ャ ス ト す る 機 能（DAA：
Detect And Avoid）が導入されました．
■NRにおける位置測位技術の機能拡張
Rel-16より，NRではUE（User Equipment）

位置を推定する位置測位機能が導入されて
います．NR位置測位技術では，セルIDや
TAを利用した比較的に簡易な測位方式だけ
でなく，電波の伝搬時間や到来方向などを
利用したより高精度な位置測位方式，加え
て，より厳しい要求条件を持つ産業ニーズ
にこたえるための水平・垂直方向の精度向
上や遅延の削減に向けた機能拡張など，多
様な位置測位技術が仕様化されてきました．
Rel-18では以下の 2 つの方向性で測位精

度向上，遅延低減や端末消費電力の削減が
可能となる仕様化を行いました．
・�cmレベルの測位精度をめざす新たな
測位方式のサポートや既存位置測位技
術の拡張

・�簡易NR端末（RedCap）向けやV2X
（Vehicle to Everything）＊3ユースケー
スなどを想定した機能拡張によるNR
位置測位技術の適用領域拡大

■端末間通信（サイドリンク）
3GPPでは，Rel-16においてV2X向けにサ

イドリンクの5G基本機能が仕様化され，

Rel-17において5Gサイドリンクの消費電力
低減機能および高信頼・低遅延向け機能の
追加が行われました．

Rel-18では，データレート向上や適用領
域の拡大を目的として 5 ～ 6  GHz帯のア
ンライセンスバンド＊ 4向け機能を追加し，
効率的なV2Xサービスの実現を目的として
サイドリンクのキャリアアグリゲーション
機能と，LTE（Long Term Evolution）サ
イドリンクとの共存機能を追加しました．
■産業IoT向けの高精度時刻同期のさらな

る拡張
Rel-16/17 IIoTでは，高精度時刻同期機

能が仕様化されました．Rel-18では同期精
度の変化に対して，時刻同期に関するス
テータスを監視・報告する機能が導入され
ました．これにより，同期精度が劣化した
際に対応策をとることが可能となります．
本機能では，AMF（Access and Mobility 
management Function）はgNBに対し，
同期品質に関する制御情報をユーザごとに
提供します．この制御情報を基に，gNBは
UEに対して時刻同期に関するステータス
を通知します．また，このステータスにつ
いて更新がある場合には「変更あり」を報
知することにより，UEは通信状態によら
ず同期品質の変化に対応することを可能に
します．
■NTN技術の拡張
Rel-17で は， 静 止 軌 道（GSO：Geo 

Stationary Orbit）と非静止軌道（NGSO：
Non GSO）の衛星利用を想定し，GNSS

（Global Navigation Satellite System）
機能を備えたUEを前提としてNTNの仕
様化が行われました．Rel-18では，スマート
フォンなどの小型端末に対応するための「UL
（UpLink）のカバレッジ改善」，位置情報
をGNSS機能のみに依存しないための「端
末位置の妥当性検証」，NTN特有の大きな
伝搬遅延や衛星の移動を考慮した，サービ

ス継続性の強化を行うための「NTN-TN
間およびNTN-NTN間モビリティの機能拡
張」，10 GHzを超える周波数帯のシナリオ
で あ る「VSAT（Very Small Aperture 
Terminal）端末＊ 5向けの周波数帯サポー
ト」といった機能拡張が実施されました．

モバイルブロードバンド向け高度
化技術

■MIMO高度化
（1）�　MU-MIMOの最大レイヤ拡張
Rel-15では，下りリンク（DL：Down 

Link）において，最大 8 レイヤのSU-
MIMO（Single User- Multiple-Input 
Multiple-Output）＊6と，最大12レイヤの
MU（Multi User）-MIMOが実現できる
よう仕様化がされていました．Rel-18では
さらなる大容量化を目的に，MU-MIMO
の最大24レイヤへの拡張に向けて復調用参
照 信 号（DMRS：DeModulation 
Reference Signal）の最大ポート数を 2
倍に拡張しました．
（2）�　拡張型Type-IIコードブック
Rel-15では，UEが基地局へ報告するCSI

（Channel State Information）コードブッ
クとしてType-IとType-IIの 2 種類が仕様
化されています．Type-IIコードブックで

＊ 3 	 �V2X：車車間の直接通信，車と路側機（道路
脇に設置されている無線通信設備）間の直
接通信，車両と歩行者間の直接通信，LTEや
5Gなどのセルラ網を経由して通信する広域
通信（基地局経由通信）などの総称．

＊ 4 	 �アンライセンスバンド：行政による免許割当
が不要で，特定の通信事業者に限定されず
に使用可能な周波数帯．

＊ 5 	 �VSAT端末：小型のパラボラアンテナなどを
使用して飛行体と通信を行う装置．スマート
フォンと比較すると大型であり，当該装置の
先に有線でハブ・固定電話・PCなどを接続
する構成が想定されます．

＊ 6 	 �SU-MIMO：単一ユーザの複数の送受信アン
テナを使用してMIMO通信を行う技術．
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報告されるプリコーダ情報は，UEの移動
などに起因して発生するドップラー周波
数＊7の影響を大きく受けるという課題があ
りました．Rel-18では，UEがプリコーダ
の時変動の予測値についても測定・報告す
ることができる拡張型Type-IIコードブッ
クが仕様化されました．

その他に，マルチTRP（Transmission 
and Reception Point）＊ 8シナリオにお
ける上りリンク（UL）送信や，ULの送信
レイヤ数拡張などが仕様化されました．
■ハンドオーバの高度化

従来のハンドオーバは，protocol stack
のRRC（Radio Resource Control） layer
で行われ，L3（Layer 3 ）モビリティとも
呼ばれています．Rel-18では，従来のハンド
オーバにおける瞬断時間を削減するために，
より低いレイヤ（L1/L2）でハンドオーバを
実 行 す るLTM（Lower layer Triggered 
Mobility）が仕様化されました．
LTMにおいて，ハンドオーバ元の基地

局は従来のL3品質測定報告に基づき，ハン
ドオーバ候補セルの情報をあらかじめUE
に設定しておきます．ハンドオーバ実行直
前にハンドオーバ元の基地局は，UEから
のL1品質測定報告に基づき，ハンドオーバ
候補セルから最適なターゲットセルとビー
ムを選択し，セルスイッチコマンドという
L2シグナリングでUEにハンドオーバ指示
を送ります．
■XRシナリオにおける低遅延・大容量化

XR（Extended Reality）は今後のモバ
イルネットワークにおいて重要なユースケー
スとして位置付けられています．XRでは，
高データレートと，低遅延の両方が要求さ
れます．また，小型かつ軽量な端末の利用
が想定されるため，端末に搭載できるバッ
テリ容量も制約されます．

Rel-18ではこのような高機能化と低消費
電力化の要求に対して，拡張されたBSR

（Buffer Status Report）＊ 9情報や遅延情
報といったXR特有の補助情報を追加する
ことでより効率的なULデータ送信を行う

「XR Awareness」，Configured Grant設
定時のリソース利用効率改善とPDCP 
PDU（Protocol Data Unit）を複数まと
めて制御することによりセル当りの通信容
量を改善する「XRキャパシティ向上」，お
よ び DRX（Discontinuous Reception）
の受信周期拡張やConfigured Grant＊10設
定時のUL送信方法などXRユースケースに
特化した「XR端末向けの低消費電力化」
が仕様化されました．
■マルチキャリア活用の拡張
Rel-15以降，5Gのネットワークが拡大し

続けていますが，今後は従来3G/4Gで利
用されているFR1（Frequency Range 1 ）
バンドを5Gに転用する機会が増えると考
えられ，これらの複数バンドを束ねたマル
チキャリア運用が求められます．一方で
FR2バンドでは，同一バンド内で束ねたマ
ルチキャリア運用が有効な場合もあります．
Rel-18では，上記のようなマルチキャリ

ア運用を効率化するために， 1つのセルの
物理下りリンク制御チャネル（PDCCH：
Physical Downlink Control CHannel）
が複数のセルに対してスケジューリングす
る機能，および最大 4 バンドの中から送信
バ ン ド を 動 的 に 切 り 替 え るUL Tx 
switchingという機能が規定されました．
■RF拡張における送受信系統，変調方式

の拡大
Rel-15以降，UE送受信系統数の拡大に

よりスループット性能が向上しています．
Rel-18では，以下に示すUE送受信系統数
の拡大が仕様化されました．
（1）�　FR1
FR1では， Handheld UEと比較して実

装制約の少ないFWA（Fixed Wireless 
Access）＊11端末などに対して，最大送信

電力29 dBmで上り最大 4 系統（シングル
キャリア送信時 4 系統， 2 バンド組合せ時
3 系統），下り最大 8 系統（8layer DL 
MIMOを含む）への拡張が行われました．
一方のHandheld UE向けには， 1  GHz
未満の周波数帯における下り最大 4 系統ま
での仕様が導入されました．
また，キャリアアグリゲーションやデュ

アルコネクティビティにおいて同時送受信
を行う際の，端末内部における自身の送信
信号の回り込みによる受信感度劣化の低減
措置がUE capability＊12と組み合わせて仕
様化されました．

＊ 7 	 �ドップラー周波数：無線通信において，送信
機もしくは受信機の移動によって発生する周
波数の誤差．

＊ 8 	 �TRP：基地局において，1つの場所に設置さ
れた，1つまたは複数の送受信アンテナポー
トの集合．1つの場所に設置された送受信ア
ンテナポートのみを用いる基地局構成をシン
グルTRPと呼び，複数の場所に設置された
送受信アンテナを用いる基地局構成をマル
チTRPと呼びます．

＊ 9 	 �BSR：ULのMACサブレイヤで伝送される制
御 信 号 MAC CE（Medium Access 
Control Control Element）の一種．UEが
gNBに対し，送信を希望するULデータのバッ
ファ滞留量を報告するために用いられます．

＊10	 �Configured Grant：基地局からあらかじめ
ユーザ個別にPUSCHリソースを割り当てて
おき，上りリンクデータが発生したら，SR

（Scheduling Request）送信を行わずにUE
が当該リソースでPUSCHを送信できる仕組
みのこと．

＊11	 �FWA：無線通信規格の1つで，固定無線アク
セスシステムを指します．FWA端末はスマー
トフォンのような携帯端末とは異なり固定さ
れて使用する想定のため，一般的に，携帯端
末と比較して大きなデバイス容積で各種無
線信号処理ハードウェアが実装しやすいです．

＊12	 �UE capability：標準仕様で規定された各種
機能やそれらの機能に付随する性能要件へ
の対応可否，またある機能を使用する際に複
数の設定を取り得る場合にどの設定に対応
可能なのか，といった端末の機能対応可否
の総称．

＊13	 �π/ 2  BPSK：2値の情報を2つの位相状態
に対応させたデジタル変調方式であるBPSK
において，各変調ごとに基準となる位相状態
をπ/2（90度）ずつシフトさせることで急激
な位相変動を避けて，ピーク電力対平均電
力比を抑えることを可能とする変調方式．
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（2） 　FR2
FR2では従来，上り変調方式としてπ/ 2  

BPSK（Binary Phase Shift Keying）＊13，
QPSK（Quadrature  Phase  Sh i f t 
Ke y i ng），16QAM（Quad ra t u r e 
Amplitude Modulation），64QAM が サ
ポートされていましたが，Rel-18で新たに
256QAMが仕様化され，64QAMと比較し
て， 8 / 6 倍の情報量を送信可能となりま
した．
■ミリ波端末性能規定のさらなる拡張

従来，FR2の同一周波数帯においてUE
が満たすべき要件は， 1つのアンテナパネ
ルによって 1つのビームを形成できること
ですが，4layer受信をFR2で行うためには
異なる 2つのビームを用いる必要がありま
した．

Rel-18では，FR2の下りスループットの
向上に向けて，RF機能部をより高度なも
のである前提として，同時に 2つのビーム
を形成することでFR2の同一周波数帯での
4layer DL MIMOを実現可能とする，端末
性能規定を策定しました（図 2）．
また，FR2では無線品質測定の際にUE

のビームスイーピングが必要となることで，
FR1に比べて無線品質測定に長い時間を要
していましたが，Rel-18においては，それ
ぞれ独立してビームスイーピングを行うこ
とが可能な受信機能部を複数具備すること
でビームスイーピングの時間を短縮可能と

しました．
■非隣接基地局アンテナ環境における

intra-band NR-CA送受信性能規定
LTEのBand 42（3.4～3.6 GHz）および

NRのBand n77（3.3～4.2 GHz）/n78（3.3
～3.8 GHz）は，周波数帯域が重複するた
めintra-bandとして扱われ，基地局アン
テナが物理的に隣接して設置される前提と
なっていました．そのため，これらのバンド
のEN-DC（Evolved Universal Terrestrial 
Radio Access Network New Radio 
Dual Connectivity）/NR-CA（NR-Carrier 
Aggregation）におけるバンド間の受信信
号電力差や信号送受信時間差は，伝搬経路
の差が考慮されないものとなっていました．
しかし，実際にはこれらのバンドの基地局
アンテナが物理的に離れた場所に設置され
る場合があり，これらのバンドのEN-DC/
NR-CAの正常な運用が担保できない課題
がありました．Rel-16およびRel-17では，
EN-DCにおいて各バンド2layer，合計で
4layerまでに限定して規定の適用範囲の拡
大を実施し，受信信号電力差は 6  dBまで
となっていたものが25 dBまでの差分が許
容可能となり，信号送受信時間差は従来に
比べて30 μs長い時間差まで許容可能とな
りました．Rel-18においてはこの規定を
NR-CAにも適用できるように拡張を実施
しました．

■カバレッジ拡大
（1） 　物理ランダムアクセスチャネルの繰

返し送信
Rel-17では，UL制御/データチャネル向

けに，カバレッジ拡大を目的として繰返し
送信の拡張が規定されています．しかし，
Rel-17カバレッジ拡張機能の実装が想定さ
れたセルにおいては，物理ランダムアクセ
スチャネル（PRACH：Physical Random 
Access CHannel）＊14のカバレッジがセル
全体のカバレッジのボトルネックになり得
ることが指摘されました．これを解決すべ
く，Rel-18にてPRACHの繰返し送信が仕
様化されました．
（2） 　物理レイヤでの通知によるCP-

OFDM/DFT-S-OFDMの切替え
Rel-15では，PUSCH送信に対してはCP-

OFDM（Cyclic Prefix-Orthogonal 
Frequency Division Multiplexing）＊15と
DFT-S-OFDM（Discrete Four ier 
Transform-Spread-OFDM）の 2 種類の
波形が規定されています．CP-OFDMは周
波数方向のリソース配置の柔軟性などにお

＊14  物理ランダムアクセスチャネル（PRACH）：
UEが初期アクセスやハンドオーバなどにより，
セルとコネクション確立を行う場合などに送
信される物理チャネル．

＊15  CP-OFDM：IFFT（Inverse Fast Fourier 
Transform）によって生成した時間領域の信
号に対して，CPと呼ばれる末尾の信号のコ
ピーを先頭に挿入する処理を加えた波形生
成方法．

端末のビームが向いておらず
同時に受信不可

複数ビーム形成可能なため
同時受信可能

従従来来 Rel-18以以降降

図図2 複複数数受受信信機機能能部部をを具具備備すするる端端末末のの性性能能規規定定
図 2　複数受信機能部を具備する端末の性能規定
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いて優れており，一方DFT-S-OFDMは生
成される信号のPAPR（Peak to Average 
Power Ratio）が低いという点からカバレッ
ジ観点で優れています．Rel-15では，これ
らの波形は上位レイヤ設定によってのみ切
替えが可能であったが，Rel-18では，物理
レイヤでの通知による切替えにすることで，
より細かい時間粒度での制御が可能となり
ます．

ネットワーク省電力化・負荷分散・
高密度化のための高度化技術

■AI/MLの活用
Rel-18では以下 3 つのユースケースを実

現するAI/ML機能が仕様化されました．
①�　モビリティについては，ハンドオー
バ元の基地局がハンドオーバ先の基地
局に送るhandover request message
に，AI/MLで予測したUEの将来の移
動軌跡を含めることが可能になり，ハ
ンドオーバ先の基地局は当該情報を用
いて，次のハンドオーバ時に適切なハ
ンドオーバ先の選択が可能となります．

②�　ロードバランシングについては，
AI/MLで予測した隣接gNBの将来の
ロード状況をgNB間で交換すること
が可能になり，その情報を用いること
で，先読みしたロードバランシング制
御が可能となります．

③�　ネットワーク消費電力の最適化につ
いては，gNBの消費電力の測定メト
リックEnergy Costを新たに定義し
ました．AI/MLで予測した隣接gNB
のEnergy CostをgNB間で交換する
ことが可能になり，上記のAI/MLで
予測したgNBの将来のロード状況と
合わせた情報に基づいて，ロードバラ
ンシング制御することでネットワーク
全体の消費電力最適化が期待されます．

■ネットワーク消費電力削減
近年の環境問題への意識の高まりによる

社会的な要求などにより，ネットワーク側
の消費電力削減は通信事業者にとって大き
な課題となり，Rel-18で初めてネットワー
ク側の電力削減技術が仕様化されました．
空間・電力・周波数・時間領域での電力削
減技術と，それらの技術を実際にネットワー
クに適用する際に，円滑に運用を行うため
の，既存UEに対するアクセス規制および
CHO（Conditional HandOver）の拡張
で構成されます．
■ネットワーク制御リピータ

5Gエリアのさらなる展開およびカバレッ
ジの拡大に向けた装置として，Rel-17で
NRリピータの仕様が規定されました．こ
のNRリピータの動作は単純な増幅中継の
みが規定されており，リピータの動作や機
能に制約があるため，Rel-18ではネットワー
クがリピータの動作の一部を制御する，新
し い か た ち の リ ピ ー タ と な るNCR

（Network-Controlled Repeater） の 仕
様化が行われました．これにより，リピー
タのビーム制御などが可能となり，より高
い周波数帯でリピータを運用するなど，
NRネットワークのさらなる拡張・高密度
化が期待されます．

あ と が き

本稿では，3GPP Rel-18仕様で策定され
た5G-Advanced無線の高度化技術につい
て概説しました．本稿で紹介した産業創
出・ソリューション協創向け高度化技術，
モバイルブロードバンド向け高度化技術，
および無線ネットワーク高度化技術につい
ては，参考文献（1）～（3）でより詳細に解説し
ているので，参照してください．3GPPで
は2023年12月から，5G-Advancedの 2 番
目の仕様としてRel-19仕様の策定を開始し

ています（4）．NTTドコモは，3GPPにおけ
る5G標準化推進に寄与しており，今後も
5G標準化のさらなる発展に貢献していき
ます．

■参考文献
（1）	 吉 岡・ 岡 野・ 閔・ 岡 村・ 島：“3GPP 

Release 18における産業創出・ソリューショ
ン協創向け高度化技術，” NTTドコモ・テク
ニカル・ジャーナル，Vol.32，No.2，July 
2024．

（2）	 松村・芝池・奥村・大川・山下・小熊・北川：
“3GPP Release 18におけるモバイルブロー
ドバンド向け高度化技術，” NTTドコモ・テ
ク ニ カ ル・ ジ ャ ー ナ ル，Vol.32，No.2，
July 2024．

（3）	 栗田・七條・井上・中村：“3GPP Release 
18におけるネットワーク省電力化・負荷分散・
高密度化のための高度化技術，” NTTドコモ・
テクニカル・ジャーナル，Vol.32，No.2，
July 2024．

（4）	 原 田・ 永 田・ 平 間・ 竹 田・ 寒 河 江：
“5G-Advanced標準化動向，” NTTドコモ・
テクニカル・ジャーナル，Vol.32，No.2，
July 2024．

（上段左から）�熊谷　慎也/ 武田　大樹/ �
安藤　　桂

（下段左から）�下平　英和/ 閔　　天楊/ �
井上　翔貴

NTTドコモは，3GPPにおける5G-Advanced標準
化推進に寄与しており，今後も5G-Advanced無
線の高度化・発展を通してお客さまに新たな価値
を提供することに貢献していきます．

◆問い合わせ先
NTTドコモ
�R&D戦略部
E-mail　dtj nttdocomo.com
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3GPP Release 18における5GCの高度化技術概要
──システムアーキテクチャ
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ま え が き

3GPP（3rd Generation Partnership 
Project） Release（Rel）-15で策定された
5GC（5G Core network）のアーキテク
チャは，Rel-16およびRel-17での拡張に引
き続き，5G-Advancedの最初のリリース
と位置付けられるRel-18においても，さま
ざまな分野で拡張がありました．

・�拡張現実感を与えるアプリケーション，
および対話型メディアサービスでは，
輻輳＊ 1 状況におけるQoS（Quality of 
Service）の機能が拡張されました．
また，端末の電力消費削減のための機
能が拡張されました．

・�時刻サービスと確定性通信では，時刻
同期の機能が拡張されました．また，
確定性通信がトランスポートネットワー
ク（TN：Transport Network）＊ 2 に
導入され，さらなる低遅延通信が可能
となりました．さらに，IP（Internet 
Protocol）ベースの確定性通信の仕組

みが導入されました．
・�ネットワークスライシングでは，スラ

イスの可用性に問題がある場合の対処，
スライスが地域限定の場合の対処，必
要なネットワークスライスに必要なと
きだけ接続させるためのポリシーに関
する機能が拡張されました．

・�RNAA（Resource owner-aware 
Northbound API Access）＊ 3 が，API

（ A p p l i c a t i o n  P r o g r a m m i n g 
Interface）利用により影響を受ける
ユーザの認可のもとでAPIアクセスを
許容する仕組みとして，5GCに導入さ
れました．

・�インテント駆動管理は，ネットワーク
に関する詳細な知識を必要とせずに，
システムを駆動していく管理手法であ
り，その仕様が拡張されました．

本稿では，これらの拡張について解説し
ます．

拡張現実感とメディアサービス

Rel-18 で は，「XR（Extended Reality）
サ ー ビ ス（AR（Augmented Reality）/
VR（Virtual Reality）サービス）」および「対
話型メディアサービス」の処理効率化を図
るために，いくつかの拡張機能が導入され
ました． 
■XRアプリケーションの無線リソースス

ケジューリングの最適化
Rel-18では， 1 つのQoSフローの中で，

PDU（Protocol Data Unit）の目的を識
別し，NG-RAN（Next Generation ‐
Radio Access Network）でのQoSの扱
い（すなわち無線リソーススケジューリン
グ）をPDUごとに変えることができます．
■XRサービスの端末省電力の機能強化

Rel-18 で は，Connected モ ー ド DRX
（Discontinuous Reception）が拡張され，
ネットワークはXRメディアストリームの
周期性に基づいてDRXタイマを調整する
ことができます．また，DRXサイクルタイ
マを，ビデオフレームレートと一致するよ
うに非整数値に設定できます．
■L4SのためのECNマーキングのサポート

IETF（Internet Engineering Task 
Force） RFC 9331（1）で定義された輻輳制御
メカニズムL4S（Low Latency, Low Loss, 
Scalable Throughput）を導入しました．
NG-RAN は輻輳が生じた場合に IP 層で
ECN（Explicit Congestion Notification）
マーキングを生成し端末に送信します．あ
る い は，NG-RAN は UPF（User Plane 
Function）に報告し，UPFがIP層でECN
マーキングを実行し端末に送信します．端
末はECNマークを送信者に送信し，送信
者は，データレートを調整します．

確定性通信

■5GSでの時刻同期の改善
Rel-18では，アプリケーション機能（AF）

が5GSにクロック品質受入れ基準を提供す

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30701

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125103

3GPP（3rd Generation Partnership Project） Release（Rel）-18 で は，
5GC（5G Core network）のアーキテクチャに対して，拡張現実感とメディアサー
ビス，時刻サービスと確定性通信，ネットワークスライシング，RNAA（Resource 
owner-aware Northbound API Access），インテント駆動管理を中心とした，
機能改善と新しい技術領域の追加を行いました．本稿では，3GPP Rel-18で拡張
された5GCの高度化技術の概要を解説します．
キーワード：#3GPP，#Release 18，#SA

＊	�本特集は「NTTドコモ・テクニカル・ジャーナ
ル」（Vol.32,No.3, 2024年10月）に掲載された
内容を編集したものです．

＊ 1 	 �輻輳：通信の要求が短期間に集中してネット
ワークの処理能力を超え，通信に支障が発
生した状態．

＊ 2 	 �トランスポートネットワーク（TN）：無線ア
クセスネットワークとコアネットワークを接
続するネットワーク．かつ，それぞれのネッ
トワーク内の装置間を接続するネットワーク．

＊ 3 	 �RNAA：API使用者がリソースオーナからの
認可を必要とするAPI起動シナリオ．
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る手段が規定されました．AFは，これに
より，管理する端末が適切な精度の時刻情
報を得ているかを監視することができます． 
■TNに展開されたTSN機能の5GSへの統合

Rel-18では，TNに配備されたTSN（Time 
Sensitive Network）機能の5GSへの統合
がサポートされています．その目的は，確
定的なトラフィックを伝送する5GS QoS
フローのQoS要件とトラフィック特性（例：
バースト到着時間，バースト間隔，要求最
大遅延）をTNに示すことによって，TN
での確定的な通信を可能にすることです．
■確定的ストリームの無線リソース割当て

Rel-18 で は，NG-RAN が AF に BAT
（Burst Arrival Time）補正値を提供でき
ま す． こ れ に よ り，AF は BAT を，NG-
RANで次に予想されるストリームのバー
ストの送信機会に合わせることができます．
同様に，NG-RANは，AFに，調整後のト
ラフィックの周期性を通知することもでき
ます．本機能は，非常に低い遅延を満たす
必要があるアプリケーションを対象として
います．
■IETF DetNet

DetNet（Deterministic Networking）
機能は，IEEE TSNに似ていますが，IPベー
スの技術であるため，広範囲のネットワー
クに適しています．IETF DetNetに基づ
く確定性通信をサポートするために，5GS

はIETF RFC 8655（2）で定義されている論理
中継DetNetルータ（5GSルータ）として
機能します（図 1 ）． 

ネットワークスライス

■一時的な可用性や予期しないネットワー
ク動作が発生した場合のネットワークス
ライス管理のサポート

（1）�　一時的に利用可能なネットワークス
ライスの最適化された処理

事前に知られている限られた時間のみ利
用可能となるネットワークスライスがあり
ます．Rel-18では，ネットワークスライス
の登録管理およびセッション管理の状態の
遷移に関する信号負荷を軽減するために，
S-NSSAI（S ing le -Network  S l i ce 
Selection Assistance Information）＊ 4 有
効期間を定義しました．

（2）�　ネットワークスライス置換のサポート
ネ ット ワ ー ク ス ラ イ ス 置 換 機 能 は，

S-NSSAIが利用できなくなった場合，また
は輻輳した場合に，一時的にS-NSSAIを

Alternative S-NSSAIに置き換える機能で
す（図 2 ）．
■ネットワークスライスの使用制御のサポート

Rel-18で導入したスライス使用ポリシー
には，端末内のアプリケーションがネット
ワークスライスでのデータ転送を必要とす
る場合にのみ，端末がそのネットワークス
ライスに登録する設定が含まれます．また，
ネットワークスライスに関連付けられてい
る最後のPDUセッションが解放された後
に，そのネットワークスライスを登録解除
するためのタイマを含めることもできます．
■サービス地域の制限

Rel-18では，既存のTA境界と一致しな
い，地理的に限定された可用性を持つネッ
トワークスライスが使用できます．

RNAA

■RNAA導入の目的
RNAA に よ り，CAPIF（Common API 

Framework）はリソースオーナに対しリ
ソースの使用のための認可を求めることが

＊ 4 	 �S-NSSAI：5GC に お い て 用 い ら れ る
Network Sliceを特定する識別子．

端端 末末

ススラライイスス#1

輻輻輳輳/使使用用不不可可

ススラライイスス#1のの代代替替ススラライイスス

図図2 代代替替ススラライイススにに置置きき換換ええらられれたたネネッットトワワーーククススラライイスス
図 2 　代替スライスに置き換えられたネットワークスライス

DetNet
システム

5GSルルーータタ

DetNetネットワーク

CPF：DetNet
コントローラ

TSCTSF

端末
UPF/

NW-TT
U-Plane

CPF ：Controller Plane Function
NW-TT：NetWork-side TSN Translator

図図1 5GSででののIETF DetNetののササポポーートト
図 1 　5GSでのIETF DetNetのサポート
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実現可能となりました．RNAAは，IETF
で標準化されているIETF OAuth 2.0＊ 5を
ベースとしています．

Rel-18では，RNAAで用いる認可付与方
式は複数規定されていますが，本稿では代
表的な認可コード付与方式によるRNAA
を解説します．
■RNAAのアーキテクチャ

RNAAのアーキテクチャを図 3 に示しま
す．リソースオーナはRNAAを通じて保持
するリソースの権限に対する許可をAPI呼
出し元に付与します．

各機能などの詳細を以下に述べます．
（1）�　リソースオーナ機能
リソースオーナへの認可要求を管理する

ために，CAPIFコア機能内にある認可機能
と連携するRNAAの機能部です．OAuth 
2.0ではリソースオーナに相当します．

（2）�　認可機能
リソースオーナ機能と連携し，認可コー

ド発行のための認可を実施するRNAAの
機能部です．OAuth 2.0では認可サーバに
相当します．

（3）�　API呼出し元

CAPIF APIおよびサービスAPIの呼出し
元であり，ネットワークオペレータや端末
上にあるサードパーティのアプリケーショ
ンを指します．OAuth 2.0ではクライアン
トに相当します．

（4）�　CAPIFコア機能
CAPIF APIを提供し，API呼出し元の認

証・認可やサービスAPIの登録，ポリシー
の管理など，CAPIFで提供する各種機能に
おいての中心的な役割を果たすCAPIFの
機能部です．RNAAにおける認可処理は
CAPIFコア機能内の（2）認可機能が担います．

（5）�　APIプロバイダドメイン機能
サービスAPIを提供し，「API開示機能」

「API発行機能」「API管理機能」を総称す
るCAPIFの機能部です．

（6）�　API開示機能
API呼出し元からのサービスAPI呼出し

を受け入れるCAPIFの機能部です．OAuth 
2.0ではリソースサーバに相当します．

（7）�　API発行機能
サービスAPIをAPI呼出し元が利用でき

るようにするために，CAPIFコア機能宛に
サービスAPI情報を発行するCAPIFの機能
部です．

（8）�　API管理機能
発行されたサービスAPIの管理を担い，

サービスAPI呼出しログの監査やサービス
APIの状態の監視などを行うCAPIFの機能
部です．

なお，（7）と（8）の機能に関しては以降の説
明にかかわらず参考情報として記載します．
■RNAAの機能

API呼出し元がCAPIFのサービスAPIを
呼び出す際のオプションとして，リソース
オーナの同意を取得するケースがあり，そ
の際にRNAAの機能を用います．RNAA
の手順例を図 4 に示します.

なお，RNAAを用いる前提として，事前
に下記の条件を満たしている必要があります．

・�CAPIF側にAPI呼出し元がオンボード
登録されていること．

・�CAPIF側でサービスAPIの発行が完了
されており，サービスAPIが発見可能
な状態となっていること．

・�CAPIF側にAPI呼出し元が認証されて
いること．

・�CAPIF側で，API呼出し元とAPI開示
機能間の認証認可を実施する際のセ
キュリティメソッド〔本稿ではOAuth
ト ー ク ン を 用 い た TLS（Transport 
Layer Security）方式とする〕が決定
されていること．

・�CAPIF側でRNAA 利用時のリソース
＊ 5 	 �OAuth 2.0：正当なクライアントに対してシ

ステムの操作を認可する仕組み．RFC6749．

CAPIF API

⑵⑵認認可可機機能能

⑶⑶ API 呼呼出出しし元元

⑷⑷CAPIFココアア機機能能

⑸⑸APIププロロババイイダダ
ドドメメイインン機機能能

⑹⑹API 開開示示機機能能

⑺⑺API 発発行行機機能能

⑻⑻API 管管理理機機能能

⑴⑴リリソソーーススオオーーナナ機機能能

ササーービビススAPI

RNAAでで標標準準化化さされれたた機機能能部部

CAPIFのの機機能能部部

図図3 RNAAののアアーーキキテテククチチャャ図 3 　RNAAのアーキテクチャ
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オーナの同意を取得する際の認可の付
与方式（本稿では認可コード付与方式
とする）が決定されていること．

図 4 にある各手順について以下に解説し
ます．

①�　API開示機能によるAPI呼出し元の
認証：API呼出し元はAPI開示機能に
対し，事前に決定されたセキュリティ
メソッドを用いて認証を要求し，内容
を検証したAPI開示機能はAPI呼出し
元の認証を実施します．

②�　サービスAPIの認可要求：API呼出
し元は，CAPIFコア機能内にある認可
機能に対し，サービスAPIの認可要求
を送信します．

③�　リソースオーナからの認可同意取得：
認可要求を受信した認可機能はリソー
スオーナを認証し，認可要求に対する
同意・不同意を求めます．リソース
オーナが同意すると,認可機能はAPI
呼出し元への権限移譲を実施します．
このときAPI呼出し元は認可機能から
認可コードを受け取ります．

④�　サービスAPIの認可：API呼出し元
は認可機能に対し認可コードを送信し，
認可機能はAPI呼出し元の認証や認可
コードの検証を行い，問題がなければ
API呼出し元に対しアクセストークン
を発行します．

⑤�　サービスAPIの実行：API呼出し元

はAPI開示機能に対し，アクセストー
クンを含むサービスAPIの実行を要求
するメッセージを送信し，内容を検証
したAPI開示機能は，CAPIFコア機能
と連携して，サービスAPIを実行します．

インテント駆動管理

■基本概念
インテント駆動管理とは，実現したい状

態として表現されたインテントに従い，ネッ
トワークに関する詳細な知識を必要とせず
に，実現したい状態を提供できるようにシ
ステムを駆動していく管理手法です．

イ ン テ ン ト に 関 す る 説 明 と し て，
TS28.312（3）にて下記が記載されています．

・�インテントは，人間が理解でき，機械
が曖昧さなく解釈できるものである．

・�インテントは，達成する必要がある「何
（What）」を説明することに重点を置
いており，必要な結果を達成するため
の「方法（How）」にはあまり焦点を
当てていない．これにより，インテン
トの要求元は，実装の詳細を知る負担
が軽減され，インテントの処理先は代
替オプションを検討し，最適なソリュー
ションを見つける余地が生まれる．

・�インテントによって表現される期待は，
基盤となるシステムの実装，テクノロ
ジ，インフラストラクチャに依存しない．

・�インテントは，達成状況を測定および
評価できるように，ネットワークデー
タから定量化できる必要がある．

（1）�　インテントの分類
インテントは，図 5 （TS28.312（3））に示

す内容に分類されています．
・�通 信 サ ー ビ ス カ ス タ マ（CSC：

Communication Service Customer）
からのインテント（Intent-CSC）：例
として，「特定の時間内に，ある車両
のグループに対してV2X（Vehicle to 
Everything）通信＊ 6 サービスを有効に
する」といったものがあります．

・�CSPからのインテント（Intent-CSP）：
例として「高速道路417号線のV2X通
信をサポートするネットワークサービ
スを提供し，同時に500台の車両をサ
ポートする」といったものがあります．

・�ネ ッ ト ワ ー ク オ ペ レ ー タ（NOP：
Network OPerator）からのインテン
ト（Intent-NOP）：例として，「特定
のエリアで指定されたカバレッジ要件
と端末スループット要件を満たす無線
ネットワークサービスを提供する」と
いったものがあります．

＊ 6 	 �V2X通信：V2Xは，自動車，他の自動車，信
号機や道路標識などのインフラ，歩行者が
直接に相互通信することを目的とした無線通
信システムの総称．

⑴⑴リリソソーーススオオーーナナ機機能能 ⑶⑶API 呼呼出出しし元元 ⑹⑹API 開開示示機機能能

②②ササーービビススAPI のの認認可可要要求求

⑤⑤ササーービビススAPI のの実実行行

③③リリソソーーススオオーーナナかかららのの認認可可同同意意取取得得

①①API 開開示示機機能能にによよるるAPI 呼呼出出しし元元のの認認証証

④④ササーービビススAPI のの認認可可

⑵⑵認認可可機機能能 /
⑷⑷CAPIFココアア機機能能

RNAAでで標標準準化化さされれたた機機能能部部

CAPIFのの機機能能部部

図図4 RNAAのの手手順順例例

⑵⑵認認可可機機能能

図 4 　RNAAの手順例
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（2） 　インテントの数値目標
インテントは，下記のようにネットワー

ク管理のニーズによって異なる特定の数値
目標を記述できます．

・ ネットワークおよびサービス関連オブ
ジェクト＊ 7 を配置するためのインテン
ト期待値の場合では，例えば「指定さ
れた周波数情報・トランスポート情報・
無線情報，ネットワーク容量および性
能情報を使用して，指定されたエリア
に無線ネットワークを配置する」といっ
た設定を行うことができます．

・ ネットワークおよびサービス関連オブ
ジェクトに対するインテント期待値の
場合では，例えば「指定されたエリア
の無線ネットワークが，特定の予想さ
れるRANと端末間のスループット目標
を満たしていること」といった設定を
行うことができます．

■データモデルおよび手順
データモデルでは，インテントが持って

いる属性（期待内容や優先度など）が定義
されています（3）．また，インテントの要求
元と処理先にてインテントをやり取りする
さまざまな手順が定められています（3）．

あ と が き

本稿では，Rel-18で規定された拡張につ
いて，拡張現実感とメディアサービス，時
刻サービスと確定性通信，ネットワークス
ライシング，RNAA，インテント駆動管理
に焦点を当てて解説しました．NTTドコ
モは，今後も3GPPにおける標準化に寄与
し，移動通信のさらなる発展に貢献してい
きます．
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＊ 7  オブジェクト：現実世界に実体や概念として
存在するものをプログラム上で扱えるように
表現したもの．実体の属性を表すデータと，
実体に対する操作の組合せとして表現され
ます．
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3GPP Release 18におけるネットワーク自動化および
AI/MLの高度化技術

Bahador Bakhshi

Malla Reddy Sama

Riccardo Guerzoni

巳
み の く ち

之口　淳
あつし

NTTドコモ

ま え が き

人工知能と機械学習〔（AI/ML（Artificial 
Intelligence/Machine Learning）＊ 1〕は，
さまざまな業界で大きな可能性を秘め，急
速に発展している技術であり，AI/MLと通
信ネットワークの組合せは，ネットワーク
運用とユーザ体験の両方に大きな変化をも
たらすことが期待されています．

AI/MLと通信ネットワークの関係は，次
に示すように 2 つあります．まず，機械学
習アルゴリズムは，ネットワークデータを
分析することで，障害の予測および防止，
リソース割当ての最適化，定型業務の自動
化，知的な自律ネットワークを実現します．
これにより，ネットワークの効率と信頼性
が向上するだけでなく，移動通信事業者の
運用コストも削減できます．次に，最新の
ネットワークによって提供される高データ
レートと低遅延な通信は，例えば，チャッ
トボットやバーチャルアシスタントなどの
AI/MLベースのリアルタイムアプリケーショ
ン＊ 2 をサポートします．

3GPP TSG SA（Technical Specification 
Group Service and System Aspects） 
WG2（SA2）は，Release（Rel）-18では，
上記で述べたAI/MLと通信ネットワーク
の 間 の 2 つ の 関 係 を 検 討 し，「AI for 
Network」と「Network for AI」の両方
の側面に対処するために，次に示す 2 つの
研究項目と対応する作業項目をそれぞれ定
義しました．

・�研 究 項 目 ①：FS_eNA_Ph3＊ 3 で は，

5G コ ア ネ ッ ト ワ ー ク（5GC：5G 
Core network）の自動化を目的とし
たAI/MLを実現するため，主要な問題
とそれを解決するソリューションを検
討し，TR23.700-81（1）に文書化しました．

・�研究項目②：FS_AIMLsys＊ 4 では，AI/
MLベースのサービスをサポートする
ための5GC拡張の主要な問題とそれを
解決するソリューションを検討し，
TR23.700-80（2）に文書化しました．

・�作 業 項 目 ①：eNA_Ph3 で は，FS_
eNA_Ph3で結論付けられた内容を主に
TS23.288（3）に規定するための作業が行
われました．

・�作 業 項 目 ②：AIMLsys で は， 主 に
TS23.288（3），TS23.502（4），TS23.503（5）

に記載されている FS_AIMLsys のソ
リューションを規定するための作業が
行われました．

本稿では，まず，Rel-18での5GCネット
ワーク自動化を実現する機能部の主な拡張
の概要を示していきます．次に，5GCの新
機能の紹介を通じて，AI/MLベースのサー
ビスのサポートについて解説します．

3GPP Rel-18 5GCネットワーク自
動化を実現する機能部の機能拡張

第 5 世代移動通信システム（5G）では，
ネットワーク機能，OAM（Operations，
Administration，Maintenance）などの
さまざまなソースからデータを収集し，分
析して統計や予測を提供する NWDAF

（Network Data Analytics Function）＊ 5

がRel-15で導入されました．Rel-17におけ
るネットワークデータ分析アーキテクチャ
を図 1 に示します．なお，Rel-18において
も同様の分析アーキテクチャとなります．

まず，MLモデルの訓練と推論機能は，
それぞれMTLF（Model Training Logical 
Function）と AnLF（Analytics Logical 
Function）という 2 つの分離された論理
ネットワーク機能によってサポートされて
います．NF（Network Function）から
のデータ収集とその調整は，DCCF（Data 
Collection Coordination Function） に
よって行われ，NWDAFなどのデータコ
ンシューマがデータ収集に要するリソース
を削減することができます．さらに，収集
されたデータと分析結果は，5GCのデー
タレイクとして ADRF（Analytics Data 
Repository Function）に格納され，デー

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30703

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125104

次世代ネットワークにおいて，AI/ML（Artificial Intelligence/Machine 
Learning） と 通 信 の 組 合 せ が 期 待 さ れ て い ま す． 本 稿 で は，3GPP（3rd 
Generation Partnership Project） Release（Rel）-18で検討されている，ネッ
トワークのためのAI/MLと，AI/MLアプリケーションに対するネットワークの
サポート機能を解説します．特に，これらの機能を実現する5GC（5G Core 
network）の進歩について掘り下げ，5GCがどのように知的なネットワークの
実現を促し，最先端のAI/MLサービスの展開をサポートするか述べていきます.
キーワード: #ネットワーク自動化，#AI/ML，#連合学習

＊	�本特集は「NTTドコモ・テクニカル・ジャーナ
ル」（Vol.32,No.3, 2024年10月）に掲載された
内容を編集したものです．

＊ 1 	 �AI/ML：モデルを用いて推論すること，およ
び，推論に用いるモデルを機械学習により生
成すること．

＊ 2 	 �リアルタイムアプリケーション：オンライン
ゲームやチャットアプリなど，即時更新や
フィードバックが行われるアプリケーション．

＊ 3 	 �FS_eNA_Ph3：Study on Enablers for 
Network Automation for 5G - phase 3．
3GPP SA2 Rel-18における検討アイテムの1つ．

＊ 4 	 �FS_AIMLsys：Study on 5G System 
Support for AI/ML-based Services．
3GPP SA2 Rel-18における検討アイテムの1つ．

＊ 5 	 �NWDAF：5GCで規定されたネットワーク
機能の1つ．ネットワーク内のさまざまなデー
タを収集，分析し結果を返します．
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タコンシューマがデータ収集に要するリソー
スを大幅に削減することができます．

Rel-18では，MLモデルの精度監視，複
数のNWDAFによるMLモデルの連合学習

（FL：Federated Learning）， エ ン ド・
ツー・エンド転送遅延といった機能が追加
されました．以下では，NWDAFのサー
ビスと機能のさらなる拡張について解説し
ます．なお，技術詳細についてはNTTド
コモ・テクニカル・ジャーナルに記載して
います．
■精度監視

一般に，AI/MLを用いる利点は，ネット
ワークの性能と効率を向上させることです
が，AI/MLベースのソリューションの有効
性は，ML モデルの性能に依存します．
Rel-18では，MLモデルの精度監視と，分
析の精度監視の 2 つの概念が導入されまし
た．前者は，MTLFを含むNWDAFによっ
て提供されるMLモデルの精度指標で，後

者は，AnLFを含むNWDAFによって提供
される分析IDと呼ばれる特定の分析に対
応した性能指標です．

Rel-18における精度監視アーキテクチャ
を図 2 に示します．

この精度監視アーキテクチャでは，デファ
クト機能であるNFコンシューマでのAI/
MLを活用した意思決定，AnLFでの推論，
MTLFでのモデル訓練に加えて，新たに
AnLFとMTLFにおける「精度確認」機能
が提供されます．

AnLFでの精度監視および確認では，例
えば，特定の分析IDに関連する予測と予
測に対応する正解データをAnLFの精度確
認機能が比較することで，NFコンシュー
マに提供されたAnLFによる分析結果の精
度を監視します．

MTLFの精度確認機能を使用すると，例
えば，AnLFが提供する精度情報を利用す
る精度確認機能のロジックに基づいて，

MTLFはMLモデルの性能を監視できます．
精度監視の結果に基づいて，MTLFはML
モデルを再訓練し，更新されたモデルを
AnLFに送信することを決定します．
■複数のNWDAF間のFL

5GCでの複数のNWDAFの配備はRel-
17でサポートされていますが，NWDAF
間 の 相 互 作 用 は あ り ま せ ん． こ れ は，
NWDAFの訓練において各NWDAFがア
クセス可能なデータベースの訓練データの
みを使用してMLモデルを最初から訓練す
る必要があることを意味しますが，複数の
NWDAFで同じMLモデルを訓練すると，
計算資源が浪費されるといった問題が生じ
ます．

この問題に対処するために，Rel-18にお
いて，NWDAF間のFLが導入されました．
FLとは，複数のクライアントが中央サー
バの監視下で，訓練データを交換すること
なく，各クライアントが独自に保持するデー

NWDAF

DCCF

Ndccf Nnf 任任意意ののNF
（（デデーータタソソーースス））

NRF/UDM/BSF

Nmfaf

Nmfaf

メメッッセセーージジ
フフレレーームムワワーークク

MFAF

ADRF
Nadrf

MTLF

AnLF任任意意ののNF
（（分分析析ココンンシシュューーママ））

Nnf

図図1 Rel-17ににおおけけるるネネッットトワワーーククデデーータタ分分析析アアーーキキテテククチチャャ

BSF：Binding Support Function
MFAF：Messaging Framework Adaptor Function
UDM：Unified Data Management

図 1　Rel-17におけるネットワークデータ分析アーキテクチャ
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タを使用してモデルを共同で訓練する分散
型MLモデル訓練手法です．

一般的なFLの訓練手順は，①FLサーバ
が複数のFLクライアントを選択し，モデ
ルの現在のバージョンを共有する，②各
FLクライアントがローカルの訓練データ
を使用してMLモデルを訓練し，MLモデ
ルの更新情報をFLサーバに送信する，③
FLサーバがFLクライアントからの更新情
報を集約し，グローバルMLモデルの新し
いバージョンを生成する，というステップ
で構成されます．これらの 3 つのステップ
は，停止判定がなされるまで続きます．
■モデルの格納と検索

Rel-17では，ADRFは分析結果やデータ
の格納先でしたが，Rel-18では，MLモデ
ルの格納先としても使用できます．MTLF
を含むNWDAFは，MLモデルをADRFに
格納でき，この格納されたモデルをその
NWDAFまたは他のNWDAFが取得でき
ます．このことは，NWDAF間で間接的
にMLモデルを共有することを意味します．
■ネットワーク分析の拡充

Rel-18では，さまざまなNFがより知的
な意思決定を行うために使用できる，多く
の新しい分析が導入されています．分析の
具体例を以下に示します．

（1）�　エンド・ツー・エンドのデータ量転
送時間分析

時間制約の厳しいアプリケーションに対
するリソース割当てとポリシー制御のため

に，エンド・ツー・エンドのデータ転送遅
延を予測することは有益です．NWDAF
は，OAM，SMF（Session Management 
Function），AF（Application Function）
からエンド・ツー・エンド遅延に影響を与
える要因の情報を収集し，UL（UpLink）
/DL（DownLink）データ量とそれに対応
する転送時間の統計・予測を提供します．

（2）�　移動行動分析
資源配分とネットワーク運用の最適化の

ために，例えば，ネットワークのホットス
ポットに影響を与える群衆の動きといった，
不特定多数の端末から収集された移動情報
を持つことは有益であり，Rel-18では移動
行動分析が導入されました．移動行動分析
では，分析対象地域における期間中の端末
の数，移動方向，移動速度など，端末群の
行動に関する統計または予測情報を提供し
ます．

3GPP Rel-18 5GC AI/MLベース
サービスのサポート

AI/MLを基盤とするサービスは，医療，
産業，教育を含むさまざまな領域で急速に
活用されています．これらのサービスは，
非常に高い計算処理能力と大量の通信リ
ソースを要求するため，通信ネットワーク
は，これらのサービスからの要求に適応す
る必要があります．

ここでは，まず，AI/MLを基盤とするサー

ビスをサポートするためにSA1によって特
定されたユースケースを述べます．次に，
5GCの機能拡充がこれらのAI/MLによる
アプリケーションの，特定の要件にどのよ
うに対処するかについて，解説します．
■ユースケースと要件

TR22.874（6）では，SA1は5GC上のAI/ML
操作（ML訓練・デプロイなど）の主なユー
スケースとして，次の 3 つを特定しました．

（1）�　AI/ML操作の分割
AI/ML操作の分割では，主な焦点は（ML

訓練段階ではなく）推論段階にあり，AI/
MLの操作およびモデルは，例えば一部分
は端末に，他の部分はAFに，といったよ
うに現在のタスクと環境に従って複数の部
分に分割されます．例えば，AI/ML推論の
計算集約的でエネルギー集約的な部分を
5GCやAFにオフロード＊ 6し，プライバシー
や遅延に敏感な部分は端末に残すことがで
きます．

（2）�　AI/MLモデルのダウンロード
AI/MLモデルについて，複数のAI/ML

アプリケーションが端末上で動作すること
が想定されており，端末は，タスクや環境
の変化に応じてさまざまなモデルを切り替
える必要があります．しかし，端末のスト
レージが限られており，継続的なモデル更

＊ 6 	 �オフロード：システムやサービス，ネットワー
クの処理を別の同様のサービスに振り分け本
来のサービスの処理を軽減すること．

NFココンンシシュューーママ AnLF MTLF

意思決定

推論

精度確認

トレーニング

精度確認

分析リクエスト

分析結果

分析結果の精度

モデル要求

MLモデル

モデルの更新

分析結果の精度

精度のフィードバック

図図2 Rel-18ににおおけけるる精精度度監監視視アアーーキキテテククチチャャ

停止・再開通知

図 2　Rel-18における精度監視アーキテクチャ
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新（再訓練）の必要性もあるため，すべて
のモデルを端末に直接保存することは現実
的ではありません．したがって，端末がタ
スクや環境の変化に適応できるようにする
ためには，5GシステムがAI/MLモデルを
AFから端末にオンデマンドでオンライン
配信する仕組みが必要です．

（3）�　5Gシステム上のFL
5GシステムはFL訓練のサポートと促進

を含むFLをサポートします．まず，5GCは，
端末（すなわち，FLクライアント）の選択
を円滑化します．5GCは，AFに支援情報
を提供し，FLプロセスに参加するのに適
した端末の選択を支援します．さらに，FL
サーバは学習を行う予定のFLクライアン
トに現在のバージョンのモデルを配布しま
す．5GCは，複数の端末へのMLモデルの
配布をサポートする仕組みを提供できます．
■ネットワーク開示の拡充

5GC で は，NEF（Network Exposure 
Function）＊ 7 はAFに5GC情報を開示する
機能を担っています．AI/MLアプリケー
ションの場合，Rel-17でサポートされた情
報開示に加え，Rel-18では，例えば，適切
なAI/ML操作の分割を決定する際に，ア
プリケーション層をサポートするため，トラ
フィック量，UPF（User Plane Function）＊ 8  
から取得したUL/DLデータレートなどの追
加情報がAFに開示される場合があります．
■AI/MLトラフィック転送サポート

AI/MLアプリケーションでは，AFから
端末群へのMLモデルの配布と，MLモデ
ルの計画的な更新という 2 つのトラフィッ
クパターンが一般的です．これらのトラ
フィックパターンに対して，Rel-18の5GC
では，複数の端末に対するセッション要求

を行うマルチメンバ AF セッションと，
QoS（Quality of Service）要件付計画的
デ ー タ 転 送（PDTQ：Planned Data 
Transfer with QoS Requirement）ポリ
シー交渉を使用した計画的なデータ転送の
サポートという 2 つの拡張機能が導入され
ています．
■アプリケーション層におけるFLの支援

Rel-18の5GCでは，AFがFLサーバとし
て機能し，端末がFLクライアントとして
機能する場合において，アプリケーション
層のFLを容易にするための拡張が導入さ
れています．

AFは，端末をFLクライアントのメンバ
として選択するために，端末の位置，端末
の移動性，端末の5Gシステムへの接続性能
など，多くの要因を考慮する必要があります．
このような多くのパラメータを収集するこ
とは，AFにとって複雑な作業であり，5GC
とAFの間の付帯的信号も増加させます．

Rel-18では，NEFは「メンバ端末選択支
援機能」と呼ばれる新しいサービスを提供
しています．この機能は，AFが提供する
対象メンバ端末のリストの中から， 1 つま
たは複数の候補端末のリストと，定義した
フィルタリング基準に基づいて5Gシステ
ムが生成した支援情報を基にした追加情報
を，外部事業者が取得できるようにするも
のです．

あ と が き

本稿では，Rel-18で規定されている5GC
のAI/MLに関する機能拡張について解説
しました．具体的には，5GCの運用を最適
化するためのAI/ML手法の機能拡充と，
AI/MLベースのサービスをサポートするた
めの5GCの拡張について述べました．

まず，精度監視機能，複数のNWDAF
間 の FL， 多 数 の 新 し い 分 析 を 含 む
NWDAFアーキテクチャ，機能およびサー
ビスの拡張について説明しました． 

次に，AI/ML操作分割を含むAI/ML操

作，MLモデルのダウンロード，およびア
プリケーション層FLをサポートするため
の5GCの拡張について述べました．

今後，通信ネットワークにおいてAI/ML
はますます活用されることが想定されるた
め，NTTドコモは引き続きSA2での標準化
活動を推進していきます．
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（6）	 3GPP TR22.874 V18.2.0：“5G System 
(5GS); Study on traffic characteristics 
and performance requirements for AI/
ML model transfer,” Dec. 2021．

（左から）	� Bahador Bakhshi /  
Malla Reddy Sama /  
Riccardo Guerzoni /  
巳之口  淳

NTTドコモは，お客さまに新しい体験を提供する
ため，また，お客さまのビジネスのデジタル化対応
をお支えするため，今後とも研究開発や標準化活
動に取り組んでいきます．

◆問い合わせ先
NTTドコモ
�R&D戦略部
E-mail　dtj nttdocomo.com

＊ 7 	 �NEF：5GCで規定されたネットワーク機能
の1つ．3GPP規定外の外部サーバやアプリ
ケーションなどへのAPIを提供します．

＊ 8 	 �UPF：5Gコアネットワークのネットワーク
機能の1つ．ユーザパケットのルーチングお
よび転送，パケット検査，QoS処理を担う
機能．
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これまで移動通信技術は，約10年ごとに
新しい世代へと大きく進化しており，それ
とともに通信需要も拡大し，新たな通信
サービスが生まれてきました．2018年に
3GPP（3rd Generation Partnership 
Project） Release（Rel）-15として標準仕
様が策定された第 5 世代移動通信システム

（5G）では，高速・大容量，高信頼・低遅延，
多数端末同時接続の 3 つの技術的特長を，
これまでよりも高い周波数帯を用いること
や，さまざまなサービスに適用可能となる
ような高い柔軟性をシステムにもたせるこ
とにより実現し，社会基盤として新たな価
値・サービスを提供することをめざして世
界各国にて商用サービスが展開されていま
す．5Gは最初の標準仕様であるRel-15が
仕様化された後にも，Rel-16，Rel-17と新
たなリリースにて機能改善や機能追加が行
われるなど進化を続けてきました．私は主
に無線物理層の技術検討・仕様化を担当す
る3GPP RAN1（Radio Access Network 
working group 1 ）にRel-16から参加し，
NTTドコモの代表として5G無線技術の高
度化・発展を通してお客さまに新たな価値
を提供することに貢献してきました．Rel-
17では，それまでの標準化貢献が評価され，
5GにおけるIoT（Internet of Things）向
け 端 末 で あ る RedCap（Reduced 
Capability）の議論モデレータや，Rel-17
で 仕 様 化 さ れ た 機 能 の UE（User 
Equipment：ユーザ端末）サポート有無
の詳細(UE capability)を規定する議論の
アドホック議長に任命されるなど，標準仕

様の策定に大きく貢献してきました．いず
れのトピックでも会社間での方向性の違い
を議論リード役としてどのように解決して
いくのかが難しく，単純な技術力だけでな
く，それに裏付けされた交渉力や，各社の
意見を俯瞰して理解し，妥当な判断を下す
力が必要であることを学びました．

3GPPではRel-18以降で標準仕様化され
る5G を5G-Advanced と定 義し，2020年
代後半の商用サービス化をターゲットとし
た新たな機能の仕様化や，中長期的なモバ
イルネットワークの進化をめざした機能の
検 討 を 行 っ て い ま す．Rel-18 は，
5G-Advancedの最初の標準仕様として
2022年から仕様策定作業が行われ，2024年
6 月に完成しました．私は，RedCapをさ
らに機能簡易化したeRedCap（enhanced 
RedCap）の議論モデレータや，Rel-18 
UE capabilityを規定する議論のアドホッ
ク議長をRel-17から継続で任命されるなど，
標準仕様の策定に継続的に貢献してきまし
た．仕様検討の途中にはさまざまなトラブ
ルに直面し心身ともに苦しい時期もありま
したが，社内メンバのサポートはもちろん
のこと，標準化の場で形成してきた人脈の
多数の人からも多くの応援をもらい，仕様
策定作業をスケジュールどおりに無事完了
することができました．

現在，3GPPではRel-19の仕様策定作業
が行われています．私はその中で，UEの
消費電力を抜本的に改善できる可能性のあ
る 新 機 能 LP-WUS/WUR（Low-Power 
Wake-Up Signal/Receiver） の RAN1議

論モデレータとして，さらに他のRAN ワー
キンググループも含めた全体取りまとめ役

（ラポータ）としても，標準仕様の策定に
貢献しています．普段自分自身が参加しな
いRAN ワーキンググループの議論内容や
進捗を踏まえて適切に全体議論を進める必
要があり，RAN1だけに注力していた過去
のリリースとは異なる難しさがあるととも
に，社内外の専門家の力を借りながら議論
全体を進める面白さも感じています．

ま た，Rel-19 で は，WRC-23（World 
Radiocommunication Conference 
2023：2023年世界無線通信会議）にて合意
された第 6 世代移動通信システム（6G）
向け候補周波数帯にも含まれている 7 〜24 
GHz の チ ャ ネ ル モ デ ル や，ITU-R

（International Telecommunication 
Union-Radiocommunication sector）よ
り 示 さ れ た IMT（International Mobile 
Telecommunications）-2030フレームワー
ク勧告にも含まれている無線センシング向
けのチャネルモデルなど，6Gを見据えた
検 討 も 始 ま っ て い ま す． な お，6G は
Rel-20で技術検討を行った後，Rel-21で仕
様策定を行いIMT-2030へ提案を行う予定
です．私はこれまでの標準化経験で培った
力や人脈を最大限に活用して6G標準化全
体をリードしていきたいと考えています．
そして，NTTドコモが6Gにおいてもお客
さまに新たな価値を提供することに貢献し
ていきます．

熊 谷  慎 也 S h i n y a  K u m a g a i

NTTドコモ
担当課長

3GPPにおける
6G国際標準化リードをめざして

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30705

DOI	 https://doi.org/10.60249/24125105
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セキュリティの最新動向をフォーカス

イネーブラーとしてのセキュリティ 

本誌11月号の前編では，サイバーセキュ
リティに関する現状をみるとともに，セキュ
リティの意義が，「追加負担」から事業に
とって不可欠な原価へと変化し，セキュリ
ティをより高品質なものとすることで，会
社の将来の成長を守り，ひいては事業の拡
大にもつながることについて述べました．
本稿では，そのようなセキュリティが，イ
ネーブラーとなっている事例についてみて
いきます．

ビジネスにおけるセキュリティ機能
の活用事例①：SBOMが可能にす
るモビリティの進化

■概要
前編では，セキュリティを車における

シートベルトやエアバッグに例えました
が，最近では，「SDV（Software Defi ned 
Vehicle）」が注目を集めています．SDVは，
直訳すると「ソフトウェアによって定義さ
れる車」という意味です．車の機能の多く
がソフトウェアで制御されることから，通
信機能によってソフトウェアを更新し，自
動車の機能や性能を改善することができま
す．例えば，車がユーザに引き渡されて利
用されてからであっても，後から自動運転
機能を追加するといったことが可能になり
ます．経済産業省は，SDVについて，日

本車の販売目標を2030年に国内外で計1200
万台，世界シェア 3 割とする目標を掲げて
います．

SDVにおいては，セキュリティが極め
て重要な構成要素となります．車が遠隔操
作され，車内外の人々に危害を加えるといっ
た脅威もありますが，攻撃によってある日，
車が動かなくなり，回復のために金銭を要
求されるといった脅威も指摘されています．
プライバシーも重要です．SDVでは膨大
な量のデータが生成され，収集されます．
いつどこに行くか，運転の習慣はどのよう
なものか，音楽などの車内エンタテインメ
ントの利用状況といったことだけでなく，
車内での会話や車内カメラの映像を収集す
る車もあるとされています．このような，
収集されたデータの扱いには，一定の注意
が払われることになるでしょう．車から得
られるデータは，自動車メーカやサービス
プロバイダがさまざまな改善を行ったり，
運転手や乗客の体験をパーソナライズした
りするのに役立ちます．SDVのソフトウェ
アは，車の制御を司るだけではなく，車に
関するあらゆる情報を扱うことになります
ので，SDVのセキュリティは，車を安全
に動かすだけでなく，車が提供するあらゆ
るサービス，体験の質を高める要となるの
です．

SDV のセキュリティを実現するには，
SDVを構成するソフトウェアが完全に把
握・管理され，意図したとおりに動くも
のになっていることが必要です．これを

実現するのが，SBOM（Software Bill Of 
Materials）です．これはいわばソフトウェ
アの「部品表」です．SDVは，実際の車
と同じように，膨大な数の「部品（ソフト
ウェア）」で成り立っており，その中には，
外部のリソースやオープンソースソフトウェ
アも含まれています．SDVの開発が 1 社
だけで完結することはなく，サプライチェー
ン全体にわたって，さまざまな開発者や企
業がかかわっています．また，開発にはさ
まざまなフェーズがあり，時間の経過とプ
ロジェクトの進行に従って，ソフトウェア
はアップデートされますし，追加，削除さ
れることもあります．SBOMの活用によっ
て，これらすべてを管理し，ソフトウェア
開発のプロセス全般において，構成物（コ
ンポーネント）と，ソフトウェア間の関係
がどのようになっているかを把握すること
が可能になります．これはセキュリティの
維持や，ライセンスの管理などの自社での
管理を容易にするだけでなく，コンプライ
アンス対応を効率的に証明するのにも有効
です．例えば，経済産業省の「ソフトウェ
ア管理に向けたSBOM（Software Bill of 
Materials）の導入に関する手引ver 2.0」（1）

では，SBOM 対応範囲の可視化による，
SBOMの利用者（ソフトウェアの供給者
と調達者）の関係と効果が示されています

（図）．効果としては，供給側にとっても脆
弱性管理レベルの高さを示すことが可能に
なること，SBOM 対応レベルが費用対効
果の観点から適正化されること，調達者の

ビジネスのイネーブラーとしてのセキュリティ －後編－
セキュリティが事業の「イネーブラー」，すなわちビジネスの価値提

供に不可欠なものとなっている海外事例を紹介します． 1 つは，SBOM

（Software Bill Of Materials）により実現している高度なモビリティサー

ビスの事例，もう 1 つは，セキュリティソリューションの組合せによっ

て医療情報が利用可能となっている事例です．これらの内容と，セキュ

リティが実現した価値について紹介し，セキュリティが新たなビジネス

と不可分なものとなっていることについて述べます．

URL https://journal.ntt.co.jp/article/30707

DOI https://doi.org/10.60249/24122001
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意識の向上を促し，一般社会や取引先への
説明責任の喚起につながることなどがある
とされています．このように，ソフトウェ
ア開発における供給者，調達者それぞれが
SBOMを積極的に活用により，ソフトウェ
アの品質を高めることが期待されています．

ま た， 米 国 の「Executive Order on 
Improving the Nationʼs Cybersecurity

（国家のサイバーセキュリティ改善に関す
る大統領令）」でも，以下のようにSBOM
の活用が明記されています．

・ ソフトウェアコードまたはコンポーネ
ントに関するデータ，出所（起源）に
ついて正確かつ最新の状態を維持する
とともに，ソフトウェア開発プロセス
に存在する内部および第三者のソフト
ウェアコンポーネント，ツール，サー
ビスに関し管理された状態を維持し，
かつこれらの管理について定期的に監
査を行い，実効性を確保すること．

・ 購入者に対して，各製品について，直
接または公開Webサイトへの掲載に
より，ソフトウェア部品表（SBOM）
を提供すること．

この大統領令に基づき，商務省により，
SBOMの最低限の要素が表のように定め
られています．各コンポーネントに関する

基本情報の明確化についてだけでなく，自
動化サポートや，プラクティスとプロセス
にも言及されています．「プラクティスと
プロセス」においては，「既知の未知」と
して，未知であると把握していることを明
記することや，「誤りの許容」も含まれて
おり，必ずしも最初から完全性を要求する
のではなく，継続的な改善を前提としてい
るのも特徴的です．

また，前述したように，SDVではソフ
トウェアを更新できることが特徴となって
います．これにより機能追加や不具合の修
正を行うことができるのは大きなメリット
である一方，SDVが外部とのやり取りを
行う際には，不正アクセスを受けてはなり
ません．このため，SBOMによる管理に
加えて，通信の暗号化やデジタル署名など
により，ソフトウェアが正当なものである
ことを確実にすることも重要です．

それから，運輸業界では，車両データの
活用に関して，景気変動に伴う貨物量の変
化，競争の激化，経済環境の不安定化や，
コストの上昇，労働力不足により，フリー
トマネジメント（車両管理）が一層重要に
なっています．車両管理を効率化するため
には，貨物スペースの空き状況，搭載して
いる貨物の量，気温，湿度など，さまざま

なデータをトラックから収集し，それに基
づく意思決定とオペレーションを行う必要
があります．運送会社にとっては，これが
効率性と収益率を高める決め手となる経営
データとなりますので，このようなデータ
分析と意思決定には，信頼性の高いシステ
ムが不可欠です．このようなシステムの開
発にも統合的なSBOMなどのセキュリティ
ソリューションが活用されています（2）．

SDVや車両データの活用においては，
一度システムをつくれば終わりではなく，
急速に変化する社会や市場の環境に応じた
不断の改善，アップグレードが求められま
す．開発者は，より迅速に新たな機能を開
発し，提供しなくてはなりません．統合的
なSBOMなどのセキュリティソリューショ
ンは，システム全体のセキュリティを高め
るだけでなく，システム開発全体のプロセ
スを効率化することで，より高度な機能を
迅速に市場に投入することを可能にしてい
ます．
■ビジネスへの寄与

前述のような事例からは，SDVのソフ
トウェアや車両データ分析のシステムとそ
の通信のセキュリティが，車の安全性を確
保するだけでなく，車の品質と信頼性を高
め，運転手や顧客（荷主や配送先も含めて）

図　SBOM 対応モデルの利用者の関係と効果

出典： 経済産業省 商務情報政策局 サイバーセキュリティ課「ソフトウェア管理に向けたSBOM（Software Bill of Materials）の
導入に関する手引ver 2.0」
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しないかの二択では無く、SBOM により特定される部品の範囲や脆弱性管理の範囲などどこまで対応
できているか違いを可視化することが重要である。分野や用途に応じて脆弱性の影響を受けるリスクは
大きく異なり、SBOM の対応範囲に応じて、脆弱性が残留するリスクが異なるためである。

SBOM 対応範囲について、比較可能な共通的なフレームワークによって可視化し、取引においてそ
れを活用することで、以下のような効果が得られる。まず、ソフトウェアの供給者と調達者の間では、ソフ
トウェアに加えて、それに対するSBOM及びSBOM対応範囲とその対応レベルをセットでやり取りする。

図 対応モデルの利用者の関係と効果

SBOM対応範囲を可視化することの効果：

① 調達者・供給者の双方にとってリスクに応じた 対応レベルへ適正化
分野・用途によって異なるリスクに応じて、製品価格に反映されるコストと SBOM 対応範囲（脆弱

性管理のレベル）のバランスから、適正な SBOM 対応レベルへと調整が進む。例えば利用時のリスクが
低い製品については、最小限の SBOM対応範囲に留めるなど、コストを抑えることができる。

② 供給者にとっての 対応のインセンティブ向上
SBOM対応範囲を可視化することで脆弱性管理レベルの高さを示すことが可能になる。これにより調

達者の評価が高まり、製品の価値が高まる。SBOM対応は、製品の価値を高める手段となり、供給者
にとってのインセンティブを向上につながる。ただし、調達者による 対応範囲の要求は、調達者が
一定の負担をするなど供給者に過剰な負担とならない仕組みが期待される。

③ 調達者の意識の向上・説明責任の喚起
調達時にSBOM対応範囲を確認して取引を行うことが一般化すれば、調達者のSBOM対応に関

する意識の向上につながる。SBOM 対応範囲を可視化し、脆弱性管理レベルが分かれば、一般社会
や取引先への説明責任を果たす機会につながる。

サプライチェーンを通じて SBOM 作成のコストを負担する者と、SBOM を用いた脆弱性管理の便益

対応モデル可視化フレームワーク

供給者 調達者

ソフトウェア

対応範囲 レベル

調達＄

供給

（比較可能な共通フレームワーク） （分野の推奨レベル）

・・・・品質の違いの見える化
脆弱性管理レベル等

・・・・・・・・・脆弱性管理に必要なデータ

推奨への準拠
共通フレームワークの利用

① 対応のインセンティブ向上 対応レベルを考慮した
製品評価・選定

② 対応レベルの適正化

③説明責任の喚起（明確化）
（ 対応レベルの低い部品を使って大丈夫か？）

対象物等

主体

効果・影響

凡例
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の体験すべてをより良いものとするのに寄
与していることが理解できます．もし
SBOMなどのセキュリティソリューション
がなかったら，SDVの膨大かつ頻繁に入
れ替わる「部品」を管理したり，競争力の
ある経営とオペレーションの源となるデー
タ活用を行うシステムの質を維持向上させ
たりすることはできないでしょう．もはや
セキュリティをなくてもすぐには困らない，
後付けで追加するオプションとみることは
できません．セキュリティの存在によって
初めて，SDVや経営データの活用が成り
立っているといえるのではないでしょうか．

これはすなわち，このようなプロダクト
やサービスの企画，開発においては，はじ
めからセキュリティを組み込んでおかなけ
れば，求める品質や信頼性は実現できない，
ということでもあります．これからのプロ
ダクトやサービスの企画，開発では，初期
段階からセキュリティに関する専門的な知
見を加えることによる，新たな価値の創造
が求められるといえるでしょう．

ビジネスにおけるセキュリティ機能
の活用事例②:「データ完全性」が
変える医療情報の活用

■概要
ITの社会的役割が高まるとともに，重要

かつセンシティブな情報がITで処理される
ことも増えています．しかし，その情報が
盗まれたり，改変されたり，あるいは必要
なときに利用できなくなったりしたら，重
大な損害が生じることから，情報は極めて
慎重に扱われています．そのような情報の
代表的なものの 1 つとして，医療情報が挙
げられるでしょう．　

一方で，医療に関するデータは大きな価
値を持ちます．データに基づく分析は重要
であり，分散しているデータを一元化し活
用することで，患者本人により良い医療サー
ビスを提供したり，社会全体で医学研究を
進歩させることができる可能性があります．
しかし，データの活用にあたっては，デー
タの分散（サイロ化）が問題になっていま
す．個人の医療情報は，医療機関，薬局，
医療保険の運営者，研究機関などに分散さ

れています．
関係者間での不適切なデータ共有は，プ

ライバシー，セキュリティ，さらには生命
倫理上のリスクを伴います．このため，デー
タを複数の管理主体に分散し，安易な紐付
けをしない（できない）ようにすることが，
セキュリティ，特にプライバシーの確保に
寄与していることも事実ではあるものの，
そのままではデータ活用の妨げとなってし
まいます．

この課題を克服し，患者に最適な医療を
提供しつつ，研究やイノベーションに医療
情報を活用するため，倫理とコンプライア
ンスへの適応も含めた新たなアプローチが
提案されています．システムの個々の機能
におけるセキュリティを確保するだけでな
く，システムの設計にあたり，セキュリティ
の観点から根本的な再検討を行い，個人の
医療情報を強固なセキュリティで保護する
とともに，本人に医療情報の統合，同意，
共有の権限を保持させる取り組みが生まれ
ているのです．

米 国 の Equideum Health は，「Data 
Integrity and Learning Networks：

表　米国商務省電気通信情報局によるSBOMの最小要素の定義

カテゴリー名称 概要 定義

 データフィールド
（Data Fields）

各コンポーネントに関する基本
情報を明確化すること

以下の情報をSBOMに含めること
・サプライヤー名
・コンポーネント名
・コンポーネントのバージョン
・その他の一意な識別子
・依存関係
・ SBOM 作成者
・タイムスタンプ

自動化サポート
（Automation Support）

SBOMの自動生成や可読性等の
自動化をサポートすること

SBOMデータは機械判読可能かつ相互運用可能なフォーマットを用いて作
成され，共有されること．現状では，国際的な議論を通じて策定された，
SPDX，CycloneDX，SWIDタグを用いること

 プラクティスとプロセス
（Practices and Processes）

SBOMの要求，生成，利用に関
する運用方法を定義すること

SBOMを利活用する組織は，以下の項目に関する運用方法を定めること
・ SBOMの作成頻度
・ SBOMの深さ
・既知の未知
・ SBOMの共有
・アクセス管理
・誤りの許容

	 SPDX：Software Package Data Exchange
	 SWID：Software Identification

出典：経済産業省 商務情報政策局 サイバーセキュリティ課「ソフトウェア管理に向けたSBOM（Software Bill of Materials）の導入に関する手引ver 2.0」
※米商務省「The Minimum Elements For a Software Bill of Materials (SBOM)」を基に経済産業省が作成したもの
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DILNs：データ完全性と学習のネットワー
ク」というソリューションを提供していま
すが，これは，検証可能な本人確認と同意
の確認，官民ハイブリッド型ブロックチェー
ン，分散型AI（人工知能）と，改ざんが抑
止されている監査証跡により，組織を超え
た安全な情報共有を実現するとしていま
す（3）．また，このソリューションでは，個
人データ用の，プライベートで，自己管理
が可能なクラウドベースのストレージ（保
管庫）を提供しており，これによって個人
が自分の情報を完全に管理することができ
るようになっています．このソリューショ
ンは，Intelの機密コンピューティング技
術やMicrosoftのソリューションなど，ハー
ドウェア，ソフトウェア両方での，さまざ
まな技術を組み合わせて実現されています．
このソリューションにより，例えば，米国
の退役軍人向けのプラットフォームでは，
本人が学術研究や臨床研究など，自身の
データの使用について詳細な同意を与える
ことを選択した場合に，報酬の受け取りを
可能にするといった，新しいビジネスが出
てきています（4）．
■ビジネスへの寄与

多くの人にとって，自分の医療情報を安
易に他者に提供することには，大きな抵抗
があるのではないでしょうか．そして，も
ちろん問題は個人の不安だけではありませ
ん．セキュリティに関する懸念を「気の持
ちよう」として軽視してしまうと，結果と
して関係者の積極的な支持と行動（この事
例では医療情報の共有と活用）を得ること
は難しくなってしまいます．この事例でみ
られるように，重要かつセンシティブな情
報においては，プライバシー，セキュリティ，
倫理上の懸念などから，データ活用に慎重
な対応が求められることがあります．この
ような場合でも，より高度で包括的な（エ
ンド・ツー・エンドの）セキュリティソリュー
ションによってデータの保護を確実にし，
すべての関係者の信頼も担保することに
よって，これまでは困難だったデータの活
用が可能になるのです．上記の事例では，
このようなプラットフォームによって新た

なデータの活用が可能になり，新たなデジ
タルビジネスが生まれ，本人を含むすべて
の関係者が価値と利益を享受できる可能性
が生まれています．これも，セキュリティ
があることによって初めて実現したサービ
スといえます．このようなサービスを実現
させるためにも，企画，開発段階からセキュ
リティを前提として組み込むことが，成功
のための重要な鍵の 1 つとなるのではない
でしょうか．

まとめ：ビジネスのイネーブラーと
してのセキュリティ

11月号と今号にわたって，セキュリティ
に関する現状と，セキュリティがビジネス
のイネーブラーとなっている動きについて
みてきました．セキュリティというと，ど
うしても脅威の拡大と，「機密性・完全性・
可用性」の確保，すなわち負の影響を防ぐ
ことが注目されがちです．しかし，それだ
けでなく，セキュリティを確保することで，
新たなビジネスが可能となることがあるの
です．

これまで，いわゆる「インターネット」
の世界では，「ベストエフォート」すなわち，
できるだけのことはするが何かあっても責
任は負わない，との考え方があり，ITシス
テムにおいても，その考え方を踏襲したも
のがありました．しかし，そのようなシス
テムでは，人命や社会の根幹にかかわるよ
うな重要でセンシティブな情報を扱うこと
には慎重にならざるを得ず，高いサービス
品質を求められる重要なシステムでは，先
進的なデジタル技術の恩恵を受けづらい，
という側面もありました．しかし，ITシス
テムの社会的な役割が増すとともに，古い

「ベストエフォート」の概念を超える安全性，
信頼性を実現するセキュリティソリューショ
ンが生まれ，それによって，これまでにな
かった先進的なITシステム，データと価値
の流れが創出されてきています．ここにお
いて，セキュリティは付属品ではなく，新
たなビジネスと不可分な事業の一部であり，
その質を高めることが全体価値の向上にも

つながります．
このようなセキュリティによる価値創出

は，従来のITシステムにセキュリティソ
リューションを追加するだけで実現するも
のではありません．基となるビジネスを創
出し提供する事業者，ITサービスプロバイ
ダ，機器・ソフトウェアベンダ，法・倫理
に関する専門家など，各社（者）が持つ専
門知とビジネス上の優位性を組み合わせ，
企画，開発の段階から，セキュリティを組
み込んだ新たなエコシステムを形成する必
要があります．イノベーションや新たなビ
ジネスの実現には，これまで以上に分野を
超えた「共創」が求められているといえる
でしょう．

■参考文献
（1） 経済産業省 商務情報政策局 サイバーセキュ

リティ課 : “ ソフトウェア管 理に向けた
SBOM（Software Bill of Materials） の
導入に関する手引ver 2.0，” 2024.8.

（2） https://documents.v icone.com/
partner-story/primax-partner-story.pdf

（3） https://equideum.health/solutions/
（4） https://www.intel.com/content/www/

us/en/customer-spotlight/stories/
equideum-health-customer-story.html

※ （2）～（4）のサイト情報は，執筆時点（2024年
10月）で得られたものに基づきます．

株式会社 情報通信総合研究所
左高大平
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「NTT IOWN Technology Report 2024」の
公開について

NTT研究企画部門では，2019年に始動したIOWN（Innovative Optical and 
Wireless Network）構想とともに，より人々が豊かに生きていく世界を実現
するためのテクノロジーについてまとめた「NTT IOWN Technology Report」
を発表しています．このたび，新たに2024年度版を公開しましたので，本稿では，
その概要と更新のポイントについて紹介します．
キーワード：#テクノロジートレンド，#社会トレンド，#スマートワールド
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NTT研究企画部門

NTT IOWN Technology 
Report 2024の構成

2019 年 の IOWN（Innovative Optical 
and Wireless Network）構想発表以降，
私たちは着実にIOWN実現に向けたテク
ノロジーの研究開発を進めてきました． 
NTT IOWN Technology Report 2024で
は，現在到達しているIOWNの“現在地”
と“将来の姿”について， 4 つのルポルター
ジュレポートと 1 つの対談をとおしてお伝
えします．ルポルタージュレポートでは，
現在進行形で展開されているIOWNプロ
ジェクトの中から，産業領域に大きく貢献
し得る 4 つのプロジェクト〔海外データセ
ンタ，大阪・関西万博パビリオンのData 
Centric Infrastructure（DCI） 実 装， 遠
隔での工場保守点検，光電融合デバイス〕
をピックアップし，現地関係者へのインタ
ビュー取材から各々のプロジェクトのイノ
ベーションのポイントについて，臨場感を
も っ て 紹 介 し ま す． ま た， 対 談 で は，
IOWNの技術が発展しさらに普及した近
未来に，街づくりがIOWNによりどのよ
うに変わり，どんなサービスやソリューショ
ンが実現するかを，有識者との対談から構
想します．最後に，年々規模を拡大し，さ
まざまなユースケースを創造し続けている
IOWN Global Forum（IOWN GF） の
最新動向についても紹介します．

OVERVIEW: IOWN構想の 
可能性と現在地

日本社会は，多くの課題を抱えていると

いわれています．例えば，環境問題があり
ます．データ量の飛躍的な増加により電力
消費量が急増しており，特に都市部のエネ
ルギー需要は今後も伸びていくことが予想
されています．近年ビジネスの現場でも積
極的に取り入れられている生成AI（人工知
能）もその稼働には多くの電力が必要とさ
れており，技術革新の歩みを止めずに環境
とエネルギー問題の両方を同時に解決する
ことが求められています．さらに，労働力
不足の問題も年々深刻なものとなっていま
す．労働人口の減少に加え，建設業界や運
送業界などでは「2024年問題」と呼ばれる
ように，一刻も早く解決すべき問題だと考
えられています．

NTTが2019年に発表した次世代コミュ
ニケーション基盤「IOWN」は，まさにこ
うした問題の解決につながるものとなって
います．電力効率100倍＊ 1 ，伝送容量125
倍＊ 2 ，エンド・エンド遅延200分の 1 ＊ 3 を
めざして開発が進んでいるIOWNは，ネッ
トワークやコンピューティングの基盤の一
部を電気（エレクトロニクス）から光（フォ
トニクス）へと転換することで，大容量・
低遅延・低消費電力のコミュニケーション
基盤を実現しようとしています．私たちは
IOWN構想を通じて光による情報伝送技
術や情報処理技術と，それらを統合する新
たなネットワークアーキテクチャを実現し
ていくことで，ネットワークとコンピュー
ティングの世界にブレークスルーをもたら
し，新たな価値が創造できる未来につなが
ると考えています．

その構想を実現するために，私たちはさ
まざまな領域で研究開発を進めてきました．

ネットワークやコンピューティングに革新
を起こすオールフォトニクス・ネットワー
ク（APN）やコグニティブ・ファンデーショ
ンから，デバイス内においても電気から光
への転換を促す光電融合デバイス，さらに
はこれらを活用して多くのデータをリアル
タイムに処理することで多様な産業基盤と
のデータ融合や未来予測を可能とする「4D
デジタル基盤 ®」など，ネットワークから
コンピューティング，プラットフォーム，
サービスに至るまで，IOWNがかかわる
領域は多岐にわたります．2023年頭には

「IOWN1.0」としてAPNによる超低遅延
ネットワークサービスと，ネットワーク向
けの小型・低電力デバイスの提供も開始し
ています．今後はコンピューティング向け
として2025年までにIOWN2.0としてボー
ド接続用の光電融合デバイス，2028年まで
にIOWN3.0としてパッケージ間向けデバ
イスを開発し，2032年にはIOWN4.0とし
てチップ内（ダイ間）も光化していくこと
が予定されています．こうしたステップを
通じて光電融合デバイスをネットワークや
サーバにも適用していくことで，より高度
なコミュニケーション基盤が実現していき
ます．

こうしたIOWNの広がりを考えるうえ
で無視できないのが，AIの存在です．近年
産業を問わず多くの領域で生成AIの活用
や新たなモデルの開発が進んでいますが，
NTTもまた，40年以上の自然言語処理研

＊ 1 	 �フォトニクス技術適用部分の電力効率の目
標値．

＊ 2 	 �光ファイバ1本当りの通信容量の目標値．
＊ 3 	 �同一県内で圧縮処理が不要となる映像トラ

フィックでのエンド・エンドの遅延の目標値．
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究ノウハウを結集したNTT版LLM（Large 
Language Model）「tsuzumi」 の 開 発 に
取り組んでいます．tsuzumiのようなLLM
を発展させるうえでも，IOWNは必要不
可欠となります．現在 NTT は IOWN の
APNとLLMを組み合わせた実験を行って
おり，GPUすべてをフルに働かせながら，
なるべく最小限の計算機リソースで次世代
LLMの実現をめざしています．

REPORTAGE：ビジネスを加速さ
せるIOWNの衝撃

今，世界中で IOWN の実装に向けた
PoC（Proof of Concept）が進んでいます．
APNを中心としたネットワークの革新に
よるインフラの変革から ，コミュニケーショ
ン基盤のアップデートによる空間体験の変
容，長距離をリアルタイムにつなぐことで
実現するものづくりのゲームチェンジ，さ
らにはそれらの変革を下支えし，より高度
な基盤を実現する半導体パッケージの開発
など，国も産業も領域も超えて広がりゆく
IOWNは，現在進行形であらゆるビジネ
スのあり方を変えようとしています．本セ
クションでは，今まさに変革が進む 4 つの
プロジェクトの現場を訪ね，取材を実施し
ました（図 １）．

■IOWN×公共インフラ：2030年を支え
る新たな社会インフラ（海外データセン
タ）
私たちの生活を支えるインターネットと

いうインフラは，データセンタなしに成立
はしません．中でもNTTが“データセンタ・
アレイ”として知られる米国・アッシュバー
ンに有する大規模データセンタは，米国の
人々の生活を支えるものとなっています．
このデータセンタで，現在APNを使った
PoC が進んでいます．最近実施された
PoC では，4 km 離れたデータセンタを
APNでつなぎ，0.062 msの遅延，0.045μs
の遅延ジッタを実現しました．離れた地域
のデータセンタを圧倒的低遅延でつなぐこ
とができれば，インフラの柔軟性や強靭性
は大きく変わっていきます．実際にアッシュ
バーン現地を訪れ，今まさに進みつつある
インフラの革新についてデータセンタ関係
者の取材を通して迫りました．
■IOWN×都市空間：動的に変化し続け
る感情をまとう建築（大阪・関西万博
DCI実装）
2025年に大阪・夢洲で開催される大阪・

関西万博は，新たなテクノロジーや体験の
実験場でもあります．NTTが今回の万博
で取り組むのは，従来の万博パビリオンと
は一線を画す，柔らかく人々を包み込む
“NATURAL”な建築の実現です．新素材が
日本で初めて構造耐力上主要な部分に使わ
れ，環境負荷低減のために植物性素材も活

用されます．さらに世界初の実装となる
DCIによって映像分析やハプティクスを通
じて建築そのものが人間や環境とつながっ
て動き出す，リアルタイムに変容する空間
をつくりあげます．これらの空間がどのよ
うに実現されていくのか，NTTパビリオ
ンの建設現場とNTT武蔵野研究開発セン
タの取材をとおし，技術・思想どちらの面
からも新たな挑戦に取り組む様子を多面的
に解き明かしていきます．
■IOWN×建設・製造：自在につながる
次世代工場の姿（遠隔工場保守点検）
IOWNがネットワークにもたらす変革は，

ものづくりの未来をも変えていきます．現
在IOWN GFのユースケース検討プロジェ
クトとして進んでいるのは，三菱ケミカル
グループの化学プラントを舞台にした遠隔
工場保守点検のPoCです．最先端のロボッ
トやドローンを導入し，APNによって離
れた拠点をつなぐことによって数100 km
離れた工場の異変をリアルタイムに検知す
ることをめざします．今回，五反田・大手
町・お台場間をAPNでつなぎながらロボッ
トの遠隔操作の検証を実施しているNTT
コムウェアとNTTデータのPoC現場を取
材しました．デジタルツインも導入しなが
ら進んでいくPoCの現場からは,未来のも
のづくりの世界がみえてきました．
■IOWN×エネルギー：光電融合がもた
らすエネルギーの革新（光電融合デバイ
ス）
IOWNの変革はネットワークだけでな

くコンピューティングの領域でも進んでい
きます．変革のカギを握る光電融合デバイ
スは着実に発展を続け，研究開発フェーズ
を越えて量産フェーズへの移行への挑戦も
進んでいます．シリコンフォトニクスから
メンブレンフォトニクスへ，さらなるデバ
イスの小型化は，世界の半導体産業へ大き
なインパクトを生み出す可能性を秘めてい
ます．その変革の中心地となるのが，NTT
の厚木研究開発センタと新光電気工業です．
この 2 拠点を訪問し，従来よりも格段に小
型で低消費電力も実現する半導体パッケー
ジや高精度な製造技術と組み合わせた光電
融合デバイスの量産にかける思いを取材し
ました．

図１ 4つのルポルタージュ扉絵（上段左：海外データセンタ，上段右：大阪・関西万博DCI実装，下段左：遠隔工場保守点検，
下段右：光電融合デバイス）
図 １ �　 4 つのルポルタージュ扉絵（上段左：海外データセンタ，上段右：大阪・関西万博
DCI実装，下段左：遠隔工場保守点検，下段右：光電融合デバイス）
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ROUNDRABLE：IOWNが見せ
る，ナチュラルなスマートシティ
の可能性

コロナ禍を経て人々のライフスタイルも
変わり，昨今の街づくりは，高齢化や災害
への対応なども含めリアルな課題がますま
す顕在化しています．かつてに比べて「ス
マートシティ」への期待も変わっていく中
で，IOWNは街づくりにどう貢献できる
のか，パノラマティクス主宰として長年都
市開発におけるテクノロジー活用の可能性
を模索してきた齋藤精一さんをゲストに迎
え，都市の中でのIOWN活用に取り組む
NTTグループメンバー（NTT，NTTコミュ
ニケーションズ，NTTドコモ）がこれか
らの街づくりの可能性を論じました（図 2）．
対談では具体的な街づくりのIONW活用
例の紹介から始まり，通信インフラが街づ
くりを決め，地域の価値を再定義する将来
の姿について議論が繰り広げられました．
人や地球にも優しいIOWNの存在によっ
て，街づくりに必須となる人々の「活動」
を起こしやすい場が提供され，都市と都市
との関係性なども変わっていく未来の可能
性についても意見が交わされました．

PERSPECTIVE：広がりゆく
IOWNのネットワーク

現在IOWNはその実装に向けてさまざ
まな領域で実証が進んでいますが，注目す
べきは，どのプロジェクトにおいてもNTT
単体ではなく多くの企業とのパートナーシッ

プやコラボレーションが重要なカギを握っ
ていることにあります．さらにそのネット
ワークは，企業の壁も国境も産業の領域も
越えて広がろうとしています．この企業の
壁を越えていく代表的な取り組みといえる
の が2020年 1 月 に 設 立 さ れ た「IOWN 
GF」です．インテルコーポレーションと
ソニー株式会社（現ソニーグループ株式会
社），NTTの 3 社が設立したこの国際団体
は，IOWN構想の実現に向けてさまざま
な領域の企業とのつながりを蓄積してきま
した．メーカや通信事業者，ITベンダはも
ちろんのこと，Googleのような大手プラッ
トフォーマーや広告代理店など多種多様な
企業の参画によって，異なる領域の技術や
知恵が集結する場となっています．

IOWN GFの活動の特徴は，実現すべき
スマートな世界をより具体的に描き，実現
していくために，ユースケースの検討にも
取り組んでいることにあります．実際に今
回のルポルタージュでも紹介した化学プラ
ントにおけるPoCもこうした企業どうし
のコラボレーションから生まれてきたもの
であり，万博におけるDCIの実現において
もハードウェアの提供などの面でフォーラ
ム参画企業からサポートを得ることが少な
くなかったと言います．単にさまざまな産
業の企業が参画する業界団体として存在す
るだけではなく，実際にそれぞれがIOWN
の実現に向けて盛んに議論を交わし，実装
のために手を動かしています．

こうした企業間連携にとどまらず，現在
NTTは台湾の中華電信とパートナーシッ
プを締結し，世界初のIOWN国際間APN

の開通を実現しました．中華電信のデータ
センタからNTT武蔵野研究開発センタま
でAPNを開通し，約3000 kmの長距離を
片道約17 msの低遅延かつ揺らぎのない安
定した通信が実現されており，今後は国際
間APNを用いたグローバルレベルでの
IOWN ビジネス展開も推進される予定
です．

お わ り に

本稿で紹介してきた事例のみならず，遠
隔医療やエンタテインメントをはじめ，あ
らゆる領域で多くのIOWNを活用した挑
戦が続いていきます．こうした挑戦は現代
社会が直面する多くの社会課題とつながっ
ていることはいうまでもありません．ナチュ
ラルなテクノロジーの可能性を追求してき
たNTTは，人と地球の未来のためにテク
ノロジーがどうあるべきか考え続けてきま
した．IOWN構想とは，新たなコミュニ
ケーション基盤の確立であると同時に，こ
れからの人と地球を支えるテクノロジーの
あり方を提示するものになっていきます．

NTT研究企画部門では今後もテクノロ
ジーの動向とNTT R&Dの取り組みについ
て発表していきます．今回発表した資料は
NTT持株会社ホームページ（１）よりダウン
ロードしていただくことが可能ですのでぜ
ひご覧ください．

■参考文献
（1）	 https://www.rd.ntt/download/

（左から）	 �兼清  知之/ 白井  大介/ 	
井上  鈴代

テクノロジーとNTT R&Dの動向をまとめた「NTT 
IOWN Technology Report 2024」のオンライン
PDFを発行しています．お客さまとのコミュニケーショ
ンへご活用いただければと思います．

◆問い合わせ先
NTT 研究開発マーケティング本部
研究企画部門　R&D戦略担当
E-mail　technology_report-ml ntt.com図２ 対談の様子図 2　対談の様子
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1 個 1 個の電子を制御する単電子転送素
子の動作を，量子メトロロジートライア
ングルにより高精度計測して，電流標準
実現に向けた条件クリアの基盤となる

現在，手掛けていらっしゃる研究について教えていただけま
すでしょうか．

電子が動くことで電流となりますが，電流を構成する 1 個 1 個
の電子を精密に制御する技術に取り組んでいます．

2019年に国際単位系（SI：International System of Units単位）
における電流の単位，アンペアの定義が「真空中に 1 メートルの
間隔で平行に配置された無限に小さい円形の断面を有する無限に
長い 2 本の直線状導体のそれぞれを流れ，これらの導体の長さ 1
メートルにつき1000万分の 2 ニュートンの力を及ぼし合う直流の
電流，またはこれで定義したアンペアで表した瞬時値の 2 乗の 1
周期平均の平方根が 1 である交流の電流」という実験的にインプ
リメント不可能なものから，「電気素量（電子の持つ電荷）を10
の19乗分の1.602176634クーロンとすることによって定まる電流」
に変更され，これにより半導体デバイス等で単位標準としてのア
ンペアを直接的に表現可能となり，電流標準の実現をめざして世
界を相手に競争していることを前回のインタビュー（2021年12月号）
でお話ししました．

実現のアプローチとして，単電子転送素子に周波数fのクロッ

クを印加し，クロック 1 周期当り 1 つの電子を運ぶことにより，
電流値が周波数と 1 つの電子の持つ電荷量（電気素量）を掛けた
ものと合うことで，正確な電流を生成するという方法があります．
これを実際の電流標準として応用するためには，高速・高精度化
が必要になります．私たちはシリコンナノ加工技術により，電子
1 個 1 個を格納しては放出するシリコン量子ドットを作製し，量
子ドットに電子がほぼ必ず 1 個だけ入るというような動作状況を
実現しています．クロック信号に合わせて電子を 1 個ずつ運ぶこ
とで，周波数と電子の持つ電荷量を掛けた正確な電流を生成する
ことができる単電子転送素子を開発し，これにより高速・高精度
化を可能としてきました（図 1 ）．

もう １ つのアプローチとして，量子メトロロジートライアング
ル（QMT: Quantum Metrology Triangle）におけるオーム則

2019年に国際単位系における電流の単位，アンペアの定義が，従来の物理的
にインプリメント不可能なものから，量子デバイスを用いて実現可能なものに
変更されました．この量子電流標準の実現に向け，世界各国で研究が進められ
ています．電流標準実装の基本的要素の 1 つである，シリコン単電子転送素子
を開発し，国際連携により電流標準の実現に向けて挑戦する，NTT物性科学
基礎研究所 藤原聡上席特別研究員に，シリコン単電子転送素子による電流標
準実現に向けたアプローチと，それを実行する場としてのコミュニティ，そし
て切磋琢磨と議論により世界に挑戦する思いを伺いました．

NTT物性科学基礎研究所 
上席特別研究員

藤 原   聡 A k i r a  F u j i w a r a

単電子転送素子と国際連携で� �
電流標準の実現をめざす
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図1 NTTのシリコンナノデバイス技術を駆使した単電⼦転送電流標準

図 1　NTTのシリコンナノデバイス技術を駆使した単電子転送電流標準

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30711

DOI	 https://doi.org/10.60249/24121101
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による方法があります．オーム則は電圧（V）＝電流（I）×抵抗（R）で
表現される法則で，QMTは，これを量子力学の世界で行うことで，
正確な抵抗標準と正確な電圧標準から単電子電流標準を生成する
もので，ある周波数から超伝導を用いたジョセフソン電圧標準を
生成し，その電圧と量子ホール抵抗標準の効果で電流標準を生成
します．一方，周波数から電流標準を生成する方法がまだ確立し
ておらず，それがNTTのデバイスで実現できる可能性があり，
これに取り組んでいます．

これらが実現すれば電流標準になるのでしょうか．

シリコン単電子転送素子は転送に伴うエラーや結晶欠陥などの
影響により， 1 つの量子ドットに完全に 1 個ずつの電子が出入り
するわけではなく， 0 個や 2 個といったエラーも極めて低い確率
ですが発生します．また，電流標準となるためには，複数の素子
で普遍的な高精度動作すること（ユニバーサリティ）が必要です．
そして，極微小電流ではどの程度エラーが発生しているかを測定
する精度が下がるので，測定精度を上げるためにより大きな電流
が必要となりますが，これを実現するために素子が生成する極微
小な電流を集めて，より大きな電流を得ること（単電子転送素子
の並列動作化によるナノアンペア電流生成）が必要になります．
これらの要求条件への適合性を確認するためには，複数の素子が
要求レベルの範囲に収まっていることを精密に測定することが必
要となります．

この測定を，微小電流を正確に測定する精密電流計測技術を有
する国立研究開発法人 産業技術総合研究所（産総研）との共同
研究で行いました．複数個の単電子転送素子の並列動作（電流の
比較や合成）を行うための多数の素子を希釈冷凍機温度で個別測
定可能なサンプルホルダを設計開発し，NTTのGHz動作シリコ
ン単電子転送素子のうち良好な特性を示す 2 個の素子を，産総研
が開発したQMT実験用の希釈冷凍機により世界最高精度で測定
しました．

実験は，「 2 つの単電子転送電流の比較実験」「 2 つの単電子転
送電流の合成実験」を行い，「 2 つの単電子転送電流の比較実験」
では， 1  GHz動作で0.4 ppm以下で 2 つの電流が一致したこと
を確認しました．これは， 1 秒間に10億個の電子を転送し，電子
400個以下の違いしかないことを意味し，シリコン単電子転送素
子のユニバーサリティの検証に成功しました（図 2 （a））．最終目
標精度は0.01 ppm（10- 8 )なので，さらにその達成に向けて取り
組んでいます．また，「 2 つの単電子転送電流の合成実験」では，
ppmレベルの高精度を保ったまま，電流の逓倍（ 2 倍）に成功
しました（図 2 （b））．この結果は，量子電流標準の実現に向けて
ユニバーサリティが確認されたこと，量子メトロジートライアン
グルの検証に向けて技術的課題がクリアされたことを意味するも
ので，量子電気標準体系の完成に向けて大きな前進となりました．

また，ここで得られた結果は，電子計測機器の校正やポータブ
ル型量子電気標準の開発につながり，産業基盤や計量標準分野へ
の貢献や，抵抗精密評価，単一分子・化学反応センサ，放射線セ

ンサの材料，化学，工業，医療分野など電気量の関連する広範な
領域への応用が可能となり，微小電流計測等の極限計測技術への
応用が期待されます．さらに，シリコン量子ドットの精密並列動
作が実証され，量子ドット集積化技術につながるものです．

なお，本研究は，日本学術振興会 科学研究費補助金基盤研究（S） 
「単電子制御による量子標準・極限計測技術の開発」JP18H05258 
の助成を受けて行われたものです．

産総研との共同研究以外にも電流標準の確立に向けてさまざ
まな連携をされているそうですね．

研究が独りよがりになってしまっては標準にはならないので，
標準化のためには，例えばNTTはデバイスをつくる，それを他
の人が高精度に測定して評価するなど，標準化に協力してくれる
仲間づくりが非常に大事です（図 3 ）．

2003～2012年は米国国立標準技術研究所（NIST）と共同研究
を行いました．2003～2004年には私もNIST客員研究員として現
地に滞在して研究活動を行ってきました．2014～2024年は英国国
立物理学研究所（NPL）とシリコン単電子転送素子の高速高精度
動作実証等の共同研究を行っており，2024年 9 月からNPLの客員
フェローに就任しました．また，NPLとの共同研究をベースとして，
NPL，ドイツ国立物理工学研究所（PTB）を中心とする欧州標準
研究所等と2016～2019年に量子電流標準プロジェクト（e-SI-Amp）
で協力し，NTTの素子の精度が高いことを実証し，2020年には
NPT，フィンランド技術研究センター（VTT）等の 3 つの異なる
測定計で 1  GHz，サブppmの動作を確認し，トランスポータブ
ルな標準応用を実証しました．この連携は今も続いており，PTB
やNPL等が新しく立ち上げた2024～2027年の先端量子技術・電流
計測プロジェクト（AQuanTEC）にもNTTの素子を活用して協
力することを計画しています．

こうした連携による共創の活動は日本国内でも精力的に取り組
んでおり，前述の科研費による「単電子制御による量子標準・極
限計測技術の開発」をはじめ，新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）の先導研究プロジェクトとして2023年から「量子
トレーサブル超微小電流センシングの開拓」というテーマで研究
を進めています．NTTが「ピコ～フェムトアンペアレベルの超微
小量子電流源の開発」，日本ファインケム（現在：三菱ガス化学
ネクスト）が「精密超高抵抗器（1TΩ）の開発」を担当し，産総
研を中心に東京工業大学（2024年に東大に移管）を含むチーム全
体で，「超高性能微小電流計測システムの開発 （微粒子や放射線
計測，化学反応・生体計測）」に取り組んでいます．

さて，単電子制御に関しては，前述の取り組みのほか，現在「シ
リコン量子ドット内の単電子の量子ダイナミクスの理解と制御」
というテーマで，QMT実現に必要な高速動作下での単電子精密
制御に向けて，理論と実験の両面で研究が進行中です．また，異
分野との連携も進めており，これまで得られた知見を活用し，「分
子素子を用いた単電子シャトル」というテーマについても，東京
大学，フランス国立科学研究センター（CNRS）との共同研究を行っ
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ています．これはDNAの先端に付けられた分子が電子 １ 個を格
納し，上下の電極間をブラウン運動することにより，単電子シャ
トル輸送による電流を生成させ，分子ダイナミクスの電気的計測
を行うというものです．単電子計数理論に基づく電流やノイズの
解析，Fokker-Planckシミュレーション（物理モデルに基づく数
値計算）による分子粒子のダイナミクスに関して理論サポートを
行っています．バイオ，電気化学センサ応用が可能であるととも
に，新しい電流標準としての可能性も秘めています．

切磋琢磨と議論，そして研究の出口論
を意識して，いろいろな人が自然に 
集まってくるようなコミュニティに 
貢献することで成果につなげる

研究者として心掛けていることを教えてください．

私は研究を進めていくうえで，「コミュニティ」「切磋琢磨と議論」
「研究の出口論」「ワークライフバランス」の 4 つのポイントを意

識しています．
「コミュニティ」については，自身が １ 人でこつこつ論文を書

いて世界にアピールするという唯我独尊をめざすスタイルよりも，
いろいろな人が参加できるようなコミュニティを形成して，そこ
に貢献していくことでさらにコミュニティを拡大，活性化し，そ
の結果コミュニティで多くの創造的な成果が産み出されていくと
いう状況が好ましいと考えています．私がテーマとしている電流
標準は，前述のとおり世界中で協力して進めなければ標準にはな
りません．さらに，この領域自身は量子電気標準体系の構成要素
として非常に重要ではあるのですが，産業応用の視点からは必ず
しもメジャーな分野ではありません．それぞれの研究者がばらば
らに活動していては，標準どころか衰退して消滅するかもしれな
いリスクがあります．だからこそ「コミュニティ」なのです．コミュ
ニティの一員として貢献し，参加者皆で活性化・拡大していける
ように尽力していきたいです．
「切磋琢磨と議論」については，これもコミュニティと関係す

るのですが，同じ領域の研究者どうしなので，当然誰が最初に論
文を出すのかといった競争もあり，そしてこの競争によって自身

Copyright 2023 NTT CORPORATION 2
(a) ２つの単電子転送電流の比較実験

２つのシリコン量子ドット
単電子転送素子の電流の差分測定
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（（1秒秒間間にに10億億個個のの電電子子をを転転送送しし，，電電子子400個個

以以下下のの違違いいししかかなないい））
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(b) ２つの単電子転送電流の合成実験

２つのシリコン量子ドット
単電子転送素子の合成電流の測定

ppmレレベベルルのの高高精精度度をを保保っったたまままま，，
電電流流のの逓逓倍倍（（２２倍倍））にに成成功功

→ シシリリココンン量量子子ドドッットトをを用用いいたた単単電電子子転転送送素素子子のの
並並列列動動作作化化ととナナノノアアンンペペアア電電流流生生成成にに向向けけてて前前進進
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図2 産総研との共同実験
図面提供：産業技術総合研究所

図 2　産総研との共同実験
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が磨かれていくことも大いにあります．しかし，コミュニティの
仲間として真摯に議論することで，独りよがりにならず，全体と
して大きく前進し，新しいことを生み出す努力をしていくことが
大事だと思います．現在，私には年齢・役職に関係なく議論がで
きる環境が社内外にあり，それにより非常にいい刺激を受けてい
ます．コミュニティには，国・所属等を越えた議論の場と環境が
あり，だからこそNTT内部にとどまらずに外に向けて出ていき，
その中で切磋琢磨と議論を重ねていくことが必要になります．
「研究の出口論」について，どういった分野でその研究成果を

応用していくのかという研究の出口に関することなのですが，純
粋基礎研究でない限り，常に意識して基礎研究として掘り下げる
学術的意義と整合するシナリオを考えていく必要があると思いま
す．時には基礎と実用のベクトルが合ってないことに気付くこと
もあり，逆にそれによって研究者としての立ち位置も明確になり，
軌道修正をかけることもできます．
「ワークライフバランス」については，研究を続ける中で，自

分を追い込んで結果を追い求めるというフェーズがどうしても出
てきます．こういった状態があまりに長く続くと，精神的にも体
力的にもきつく，柔軟な思考の妨げになることがあります．普段
からワークライフバランスを意識して，趣味のようなことを細々
とでも構わないので続けることにより，追い詰められたようなと
きに趣味に「戻れる場所」があれば，そこに身を置いて充電する
ことができ，それが良い結果を生み出すことにつながります．私は，
ピアノ演奏やダンスを積極的に楽しむようにしています．

さて，コロナ禍もひと段落し，北欧で開催された国際会議に参
加して招待講演を行った後に，単電子素子のコミュニティで世界
的権威であるフィンランド人の教授の研究室を訪問し，先生と議
論をする機会を得ました．訪問に際してはぜひセミナーを開催さ
せてほしいとお願いしたところ，快諾していただき，実際に久し
ぶりの再会の場面ではハグで出迎えてくださいました．この先生

は私のあこがれの研究者であると同時に，私の研究成果を理解し
てくださる存在でもあり，この再会に大きな幸せを感じました．
研究も所詮人の行っている活動であり，人と人とのつながりは研
究の動機としてとても大切です．これからも，真のプロの研究者
として 1 つでも新しいことを実績として残して貢献していきたい，
コミュニティを盛り上げていきたい，という思いを新たにしました．

自分の強みと弱みを理解して世界に挑戦する

後進の研究者へのメッセージをお願いします．

グローバル化という言葉が一般化して久しく，NTTでもさまざ
まなビジネスのグローバル展開が進んでいます．NTT研究所は，
海外との共同研究や，国際標準化活動のように早くからグローバ
ルの場で活動しており，IOWN Global Forumのような国際的
な仲間づくりを先導的な立場で行っています．

こうした素晴らしい環境にあるので，日本やNTTの中で安住
しないで，切磋琢磨や議論等をとおして積極的に世界に挑んでいっ
てほしいと思います．まずは身近な境界条件として，国内や社内
などローカルな評価を気にする人もいるかもしれません．しかし，
研究は世界共通の言語として行うものであり，国内・社内でどれ
だけ評価されても（それもとても重要なことですが），世界で通
用しないのではもったいないし，不十分だと思います．国内・社
内におけるローカルな最適化や評価は，グローバルな視点での最
適化・評価のごく一部に過ぎないのです．

世界に挑戦するにあたっては，その志が大事であることはいう
までもありませんが，独りよがりにならないためにも出口論を含
む研究の外側の世界にも意識を持ち，自分の強みと弱みをきちん
と理解したうえで仲間・コミュニティづくりをしながら挑戦に臨
むことが大切ではないかと思います．

April 2018

英英NPL，，独独PTBをを中中心心ととすするる欧欧州州標標準準研研等等
2016-2019 量量子子電電流流標標準準ププロロジジェェククトト
e-SI-Amp

2018-2022 科科学学研研究究費費補補助助金金 基基盤盤研研究究（（S））
単単電電子子制制御御にによよるる量量子子標標準準・・極極限限計計測測技技術術のの
開開発発 (代代表表:NTT））
2023- NEDO先先導導研研究究ププロロググララムム
量量子子トトレレーーササブブルル超超微微小小電電流流セセンンシシンンググのの開開拓拓
(代代表表:産産総総研研））

NTT-産産総総研研
2018よよりり共共同同研研究究をを継継続続

2003-2012 米米国国NISTととのの
共共同同研研究究実実施施
2003-2004 NIST客客員員研研究究
員員ととししてて連連携携

NTT-NPL（（英英））
2014よよりり10年年間間共共同同研研究究をを継継続続
(一一部部欧欧州州メメンンババとともも連連携携））

2024-2027 先端量子技術・電流計測
プロジェクト AQuanTEC

2024.9～～ 英英国国国国立立物物理理学学
研研究究所所（（NPL））客客員員フフェェロローー
ととししてて連連携携

EURAMET（（欧欧州州各各国国標標準準研研のの協協力力機機構構））

NIST（（米米国国立立標標準準
技技術術研研究究所所））

NPL（（英英）），，LNE（（仏仏）），，
PTB（（独独）），，
VTT（（フフィィンン））

Tubitak（（トトルルココ）），，
CEA（（仏仏）），，

ケケンンブブリリッッジジ大大（（英英）），，
Aalto大大（（フフィィンン））ななどど

PTB（（独独）），， NPL（（英英）），，
LNE（（仏仏）），，

VTT（（フフィィンンラランンドド））
INRIM（（伊伊））

RISE（（ススウウェェーーデデンン）），，
CEA（（仏仏）），，

ララトトビビアア大大，，FZJ（（独独））
ななどど

KRISS
（（韓韓国国））

AIST（（産産総総研研））
NMIJ

図3 量子電流標準に関する国際および国内連携図 3　量子電流標準に関する国際および国内連携
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「AIを活用したアプリケーション開発
プロセスガイド」で，システム開発プ
ロセスの効率化と生産性向上をめざす

現在，手掛けている業務の概要をお聞かせいただけますか．

「AI（人工知能）を活用したアプリケーション開発プロセスガ
イド」（開発プロセスガイド）を作成し，開発プロジェクトで活
用する仕組みづくりに取り組んでいます．
NTTデータグループでは，2023年 6 月に「生成AIの活用をグロー
バルで推進する体制の整備」について発表し，次々と新しくなり，
進化している生成AIをシステム開発に活用することで，開発プロ
セスの効率化と生産性向上をめざしています．この取り組みの中
で，生成AIを活用した次世代のシステム開発プロセスの整備を
行い，生成AI活用に際してのノウハウや事例をガイドラインとし
て取りまとめたものが，「AIを活用したアプリケーション開発プ
ロセスガイド」です．
開発プロセスガイド作成に先立ち，開発プロセス整備のめざす
べきところを，私たちは次のように考えました．
・�ユーザが，生成AIを使った開発プラクティスは，アプリケー
ション開発作業における生成AIの活用方法を少ない学習コス
トで得られる．

・�開発者にとって，生成AI活用におけるアンチパターン（生成
AI活用のメリットを引き出せていないパターン）発生の抑制
とともに，開発工期短縮の実現，PM（Project Manager）
にとっては生成AI活用によるメリット・デメリットを提示す
ることで商用案件への適用可否の判断材料を得ることができ，
適用の際もガバナンスを効かせた状態で生成AIを活用した開
発を可能とする．
・�お客さまにとって，安心してAIを活用することができ，リリー
スまでの期間が短縮されることによりビジネスアジリティを
向上する．
・�技術者の独断による生成AI利用や，使い方のみを定義した利
用ルールではなく，具体的なプラクティスに基づいた再現性
のあるプロセス定義を活用することで開発品質を担保し，さ
らに生成AIの効率的な活用を可能とする（他社との差別化材
料）．
なお，開発プロセスガイドは，ウォーターフォールモデルによ

るアプリケーション開発およびアジャイルによるアプリケーショ
ン開発どちらも対象としています．

どのようなアプローチで開発プロセスガイドを作成している
のでしょうか．

生成AIは開発プロセスすべてに使える可能性があるため，上

2022年11月にOpenAI社の生成AI（人工知能）ChatGPTが公開されて以降，
生成AIが世界的に注目を集めています．生成AIはプロンプトとして文字等を
入力すると，その内容に合致したテキスト，画像，または他のメディアを応答
として生成するものですが，この特徴から文章がベースとなっているソフトウェ
ア開発ドキュメントやソースコード等を生成する，生成AIのソフトウェア開
発への活用も着目されるようになりました．しかし，開発の効率化や生産性向
上が，適用の対象や活用方法によっては効果が期待できない場合もあります．
このような生成AIの適用対象や活用方法を検証し，プロセス整備を行っている，
NTTデータグループ　技術革新統括本部　小林由依氏に，NTTデータグルー
プにおける生成AIの開発への活用とプロセス整備 ・ 展開，そのためのスキルアッ
プへの思いを伺いました．

NTTデータグループ
技術革新統括本部　Apps&Data技術部

小林由依 Y u k i e  K o b a y a s h i

AIを活用してシステム開発の効率
化と生産性向上を推進するための
開発プロセスガイド

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30713

DOI	 https://doi.org/10.60249/24121201
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流工程からテストまでの全プロセスとプロジェクト管理にフォー
カスを当て，プロセスごとに生成AI活用のユースケースを想定し
ます（図 1）．次に各ユースケースのどの部分に生成AIを適用す
ると効率化等のメリットがあるのかといったポイントについて，
ノウハウ・知見を基にした机上検討と，実際のプロジェクトへの
適用や内部検証等により確認し，具体的に生成AIをどのように活
用すると効果的なのかといったところまで検証したうえで，その
結果を再現性のあるプロセスとして整備しています．
NTTデータグループには，すでに業界標準とNTTデータグルー
プのノウハウを融合して策定された「TERASOLUNA」等の開発
標準があるため，実際の開発において生成AIを適用した効率化
をめざしたプロセス整備においては，事細かにプロセスの手順を
記述するのではなく，既存の開発標準との差分をまとめてドキュ
メント化します．具体的には，ユースケースごとに生成AI適用の
メリット，適用の際および適用後の注意点，生成AIの回答が正解
（人間が求めている結論に達する）であるという保証がないので，
それを人間が妥当であると評価するために必要なスキルやその方
法等のかたちでまとめてあります．
実際にプロジェクトで生成AIを使うときは，開発プロセスガイ

ドに従って，まずはどこの部分に使えるのか，例えばそれがレビュー
の場合，どのようなレビューに使えるのかというところを判断し，
それを開発標準に沿ってプロジェクトの中での適応の流れを検討
します．そうした流れの中でそれぞれの作業が何のために必要な
のか，どこに気をつけたらいいのかというところを，理解したう
えで生成AIを適用していきます．さらに，品質確保，見積り，生
産性，契約，セキュリティ（例えばOpenAIを利用するときは，
情報が外部に出ていくといったセキュリティリスクがある）等に
関する注意点を意識したうえで，プロジェクトの手順に反映して
開発を進めます．

どのように開発プロセスガイドを社内に展開しているのでしょ
うか．

開発プロセスガイドは，AIを利用してアプリケーション開発す
る現場の開発リーダーやPMを想定し，そのペルソナ（求められ
る人物像）がプロセスガイドを参照して行動できるようにするこ
とをめざして記述してあります．粒度や実現レベル，図 1に示す
さまざまなユースケースを対象に生成AI適用検証を実施し，順
次プロセス整備を行っています．2023年度下期では，主に「コー
ド変換」「設計書」から「テスト資材作成」のユースケースにお
ける自社IP（製造工程に特化した生成AIツール）を活用した場
合のプロセスを整備・公開し，2024年度上期では主に，「設計書
の作成・レビュー」「コードを作成」のユースケースについてチー
ム内部で検証を実施し，プロセスを整備しました．
整備されたプロセスは，2023年度下期より社内の各プロジェク

トに，生成AIを活用するための一般的な知識やTips等とともに
公開されています．「TERASOLUNA」等の開発標準はすでに公開・
実践されているので，開発標準に従った各工程で生成AIを活用
する際に開発プロセスガイドを参照するかたちで展開しています．
また，AIは今日の最新技術は明日には陳腐化するほど目まぐるし
く進化している一方，各ユースケースにおいて検証された結果を
取りまとめて掲載するには，多くの時間を要するといった相反す
る状況にあるので，多くの事例を紹介することでそのギャップを
埋めています（図 2 , 3）．事例の中では，ユースケースの中でど
のようなプロンプトを使うとうまくいくのか，といった実例も提
供しています．
開発プロセスガイドの目的は，生成AIをアプリケーション開発

に活用することで，効率化と生産性向上をめざすところにあるので，
理想的な到達点は要件定義の段階から生成AIを活用することで，

© 2024 NTT DATA Corporation 1

図1 プロセス整備までに実施しているユースケース検証
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アウトプットとしてソースコードが出来上がり，テストが行われ
ることです．ただ，生成AI自身が進化の最中であること，ユース
ケースの検証に時間がかかること，プロセス相互に連携したかた
ちで生成AIを活用するには，ノウハウが蓄積されていないこと等
から，これらを 1つひとつ積み上げていくことで，理想的な到達
点をめざします．

T字型のスキルで開発標準やプロセス
整備にかかわり続ける

開発者としてスキルの維持，スキルアップはどうしていますか．

私は2011年にNTTデータに入社し，テスト自動化ツールの活用・
展開を行いました．テスト自動化ツールを勉強している中で，何

© 2024 NTT DATA Corporation 3

図3 開発プロセスガイドに掲載している事例の記載内容例
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のためのテスト自動化ツールなのか，という点を振り返る中で，
それがテストの効率化であることを再確認し，テスト自動化ツー
ルとそれを活用するためのプロセスの研究開発に取り組みました．
私としては，これがまさに現在の「開発プロセスガイド」の原点
になっています．
テスト自動化ツールの活用・展開を進めていくにあたり，テス

トのプロセスだけではプロジェクト全体を把握することができな
いので，実際にプロジェクトに参加して，要件定義から設計，製造，
テストを経てリリース，移行までの一連のプロセスを経験しながら，
工程管理，進捗管理，品質管理といったプロジェクト管理を学び
ました．これらすべてのプロセスが定義された開発標準
「TERASOLUNA」は基本的事項として勉強していたのですが，
プロジェクトで要件定義からリリースまでを経験することによって，
それがより実のあるものとして理解できるようになったのです．
さらにプロジェクトとして，メンバ全員が，要件定義から品質担保，
リリースまでのプロセスを同じ目線で理解して実践していくため
には開発標準が必須であることに気付き，その意識をもって開発
標準やプロセスの整備に取り組んできました．
さて，ChatGPTの登場以来，生成AIが注目されるようになり，

ソフトウェア開発においても生成AIを活用して生産性向上をめざ
す動きが活発化してきました．生成AIに関するスキルはもとより，
その活用においてどのプロセスにどのように活用するのか，といっ
た知見やスキルが生産性向上のためのポイントであり，それをベー
スとしてプロセスを体系的に整えていくことが重要であると考え
ています．
こうした状況において，スキルの習得にあたっては，「T」字型
のスキルを意識してきました．これは，コアとなるスキルがTの
柱の部分で，その周辺に関するスキルもTの水平方向に向かって
習得していくイメージです．私の場合は，コアのスキルはやはり
プロセスなのですが，現在の業務の中では生成AIや，CI/CD
（Continuous Integration/Continuous Delivery）といった，
プロセスを整備するために必要なスキルが水平の部分にあたると
思います．技術は日進月歩であり，それを常にキャッチアップし
ていく必要がありますが，そのときもT字型を意識していくこと
が重要になってきます．

事業会社は異動がありますが，こうしたスキルを活かして将
来的に何を経験したいのでしょうか．

今後も何らかのかたちで開発プロセスにかかわっていきたいと
思います．例えば，開発プロジェクトで私たちが整備してきたプ
ロセスを実際に使ってみて，そこで得たノウハウや知見をプロセ
ス整備にフィードバックするとともに全社的に水平展開をかける，

といったことを繰り返していきたいと思います．さらに，生成AI
の活用といったような新しい概念をそのプロセスに取り込んでい
くことも続けていきたいと思います．
また，生成AIは大規模言語モデル（LLM）による言語をベース

としたものですが，言語以外の画像や音声等もカバーしたマルチ
モーダル化が進んできます．現在のソフトウェア開発は，要件定
義や設計等において言語がベースになっており，だからこそ生成
AIの活用が可能であるといわれていますが，マルチモーダル化に
より，さらに簡単に生成AIを活用することが可能になると考えら
れ，それにより開発のさらなる効率化・生産性向上が期待されま
す．こうしたマルチモーダル化された世界もプロセスとして整備
していきたいと思います．
ソフトウェアは基本ソフト（OS）からアプリケーションまで
数多くの層があり，その適用対象も千差万別．ただ，ソフトウェ
ア開発は，ソフトウェアの種類に関係なく「基本的なプロセスの
考え方」は同じであり，メンバ全員が共通した用語で認識があっ
たプロジェクトとして開発を進めていくうえでは開発標準がその
根幹をなすものとして重要です．だからこそ開発プロジェクトを
含んでプロセスや開発標準に今後もかかわり続けていきたいと思
います．

後進へのメッセージをお願いします．

自分の経験も踏まえて，T字型のスキルを意識していってほし
いと思います．プロフェッショナルとしてのコアスキルが重要で
あることは誰でもすぐ気付き，それに対してのスキルアップは常
に心掛けて実践しているかと思います．それに加えて，Tの水平
方向のスキルについても興味を持って，ぜひ取り組んでください．
特に最近の開発は，単独の技術ではなく，さまざまな技術を組み
合わせて行うことが多くなっているので，T字型スキルの重要性
が増大しているのではないでしょうか．さらに，技術の組み合わ
せも複雑化しているので，T字型ではなくπ字型スキルという話
も聞くようになりました．私もπ字型をめざして，もう 1つのコ
アづくりに努力しています．
それから，生成AIツールを使う機会が増えてきている中，まず

は生成AIを使うことにフォーカスしがちですが，どこにどのよう
に使えば効果的なのか，といった観点も意識していただければい
いかなと思います．現在，私はソフトウェア開発を対象に事例収
集を含めてこの部分を検証中なので，同じ思いの人と一緒に取り
組んでいければいいと思っています．
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大容量通信時代の基盤となる
マルチコア光ファイバと電力増加を
抑制する増幅の研究

現在の通信を支えている光ファイバは， 1 本のファイバの中に光の通り道で
あるコアを １ つだけ持つシングルモード光ファイバ（SMF）ですが，ＳＭＦの
伝送容量限界値は100 Tbit/sといわれています．一方，通信量は今後ますます
増大する傾向にあり， 2030～2040年には，現在のＳＭＦをベースとした通信の
限界を迎えるといわれています．これに対応するために， 1 本の光ファイバに
複数のコアを配置するマルチコア光ファイバ（MCF）の開発が進められています．
1 本の光ファイバに最大12コアを配置したＭＣＦを研究・開発し，併せて，コア
数の増加に起因して増大する消費電力を抑制する光増幅器を研究・開発されて
いる坂本泰志特別研究員にお話を伺いました．

◆ PROFILE：2006年大阪府立大学工学研究科電気・情報系専攻博士前期課程修了．同年，
日本電信電話株式会社に入社．2012年同大学にて博士後期課程修了．博士（工学）．現在に
至るまで，高速・大容量通信のための次世代光ファイバの研究に従事．2012～2023年 ITU-
T(International Telecommunication Union Telecommunication Standardization 
Sector) ，IEC(International Electrotechnical Commission)での国際標準化活動に従事．
2022年横浜国立大学理工学部非常勤講師．2024年国際論文誌(IEEE Journal of Lightwave 
Technology)Associate Editor．

NTTアクセスサービスシステム研究所
特別研究員

従来の限界値を10倍以上にする次世代光ファイ
バをめざす

■ご自身の研究テーマである「次世代光ファイバの研究」につい
て教えてください．
私は，今よりもはるかに大量のデータが流通すると想定される

2030〜2040年をターゲットとして，その時代の大容量通信を支え
る次世代光ファイバの研究をしています．光ファイバによる「光
通信」は，1985年の400 Mbit/s光中継網の全国展開をはじめとし
て，中継網から導入が進みましたが，アクセス網への光ファイバ
は法人向けの高速回線から導入が進み，一般向けは主として電話
回線用に集合住宅の入り口までの導入に始まり，ブロードバンド
インターネットの普及に伴い，2000年ごろからFTTH（Fiber To 
The Home）のサービスが全国的に展開されてきています．そして，
こうした流れは日本が世界を先導するかたちで展開されてきており，
そのベースとなっているのがNTTの研究実用化の成果です．

さて，光通信は光ファイバの両端に伝送装置を接続したシステ
ムで実現されているのですが，さまざまな技術の進展により今も
光通信の性能は向上し続けています．一方で，最近はAI（人工知
能）やSNS・動画配信などが普及し，ネットワークを流通するデー

タ量が増大し，2030年代には現在の光通信容量に限界がくるとい
われており，私はそれを克服するための次世代の光ファイバを研
究しています．私が研究している光ファイバは，長距離・中継系
の通信区間で用いられる大容量の光ファイバです．光ファイバの
研究というのは，いわゆるハードウェア研究であり，実際のモノ（光
ファイバ）の設計と試作・評価をしています．

光ファイバは直径が髪の毛位の太さの 1 本のガラス繊維のよう
な形状で，その中に直径約10 μmの「コア」と呼ばれる光の通
り道があり，その周囲はクラッドと呼ばれる別の成分を含むガラ
スで覆われており，さらにファイバへの外圧や温度・湿度等から
保護するための被覆がなされています．現在導入されている光ファ
イバは 1 本のファイバの中にコアを 1 つ配置した，シングルモー
ド光ファイバ（SMF）が主流です．そして，増強のための鋼線等
とともに複数の光ファイバが束ねられ，全体を厚い被覆で覆った
ケーブルが構成され，それが地下や電柱間に配線されることにな
ります（図1）．さて， 1 本のSMFで送信できる信号量である伝送
容量は，技術の進歩により増大してきていますが，その限界が100 
Tbit/sといわれており，現在ではほぼ限界に近い状態です（図 2）．
今後通信量はさらに増大傾向にあり，2030年代には 1 本の光ファ
イバ当りの通信需要は100 Tbit/sを超える，つまり伝送容量限界

坂本泰志 T a i j i  S a k a m o t o

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/30715

DOI	 https://doi.org/10.60249/24121301
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を超えるといわれています．この限界突破に向けた方策の 1 つが，
1 本の光ファイバに複数のコアを配置して空間分割多重とする，
マルチコア光ファイバ（MCF）であり（図 3），私は10年ほど前
から次世代光ファイバとなるMCFの研究を進めてきました．

SMFでは，直径約10 μmのコアは，光ファイバの断面の 1 ％
未満の領域のみしか利用できていません．ＭＣＦはＳＭＦの断面
積の99％超を占めるクラッドの部分にコアを配置することになり
ます．その際，ケーブルを通す地下管路の直径等のインフラ，接
続コネクタ，施工方法等からの制約により， 1 本の光ファイバの
直径は既存のＳＭＦの0.125 mmと同じ寸法にする必要があります．

光の信号は，コアとクラッドの境面を光が反射を繰り返すこと
で通過していきますが，ファイバの曲げが大きいと光は反射せず
に屈折して境面を通過します．その他の原因でも境面から光の漏
れが生じます．ファイバの直径が0.125 mmという制約の中で，
複数のコアを配置するとその離隔距離が近い場合，こうした光の
漏れ等により信号の混信，減衰等が発生します．これを回避する
ために，コアどうしの離隔を一定以上確保した配置にする必要が
あります（非結合型MCF）．直径が0.125 mmのファイバでは最
大 4 コアを配置することができます．しかし，今後の通信量の増
大傾向を見ると，既存SMFの10倍以上のコアが必要となります．
そこで，混信を避けるのではなく，混信が発生するという前提で，

混信のさせ方を工夫することで受信時に信号を分離させることを
可能とする方式（結合型MCF）を考案し研究を進め，12個のコ
アを配置した12コアファイバを実現しました（図 4）．

結合型MCFの研究においてポイントとなったことは，これま
ではコアごとの独立した通信から，信号分離のためにコア間の混
信のさせ方を工夫する必要があり，光ファイバの設計技術（コア
の配置方法等）を新たに見直す必要が生じたことでした．研究当
初ではこのあたりの苦労が大きかったと記憶しており，シミュレー
ションして試作する際に特性がなかなか予想どおりにはならない
状況でした．一方で，見当なく試行錯誤を繰り返しても徒労が多
くなるばかりなので，仮説を立てて設計・試作・評価し，結果が
仮説と違った部分の原因を追求することで，正しい設計に近づけ
ていきました．最終的には，12コアファイバの試作と性能実証に
成功しており，10倍以上の容量を持った次世代光ファイバ実現へ
の貴重な一歩となっています．

12コア光ファイバの研究と，増幅用光ファイバ
の省電力化

■ご自身の研究の強みを教えてください．
私の研究でもう 1 つ特徴的なのは，通信性能を向上させる

現在の光ファイバ 空間分割多重(SDM)光ファイバ
（マルチコア光ファイバ）

0.125 mm

ケーブル断面 地下敷設ケーブル

～数1000 km

図3 マルチコア光ファイバ

図1 光ファイバケーブル図 1　光ファイバケーブル

2

1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040

1E

1P

1T

1G

1M

100T

陸上システム 海底システム
商用システムの例

伝
送
容
量
(b
it/
s)

年

従来光ファイバの容量限界

図2 光ファイバの容量限界
図 2　光ファイバの容量限界

現在の光ファイバ 空間分割多重(SDM)光ファイバ
（マルチコア光ファイバ）

0.125 mm

ケーブル断面 地下敷設ケーブル

～数1000 km～数

図3 マルチコア光ファイバ

図1 光ファイバケーブル

図 3　マルチコア光ファイバ
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MCFの研究に加えて，省電力化も目標にしている点です．光ファ
イバに光信号を通すと，光の強度が減衰して光信号は遠距離には
届きません．このため，実際の光ファイバ網では数10 kmごとに
増幅器が設置されており，大陸間を結ぶ海底ネットワークのよう
な数1000 kmの通信もこれにより実現されています．

増幅はコアごとに流れる信号を単位として行われるので，今後
MCFを用いて通信容量を拡大していくということは，増設する
コア分だけ増幅器が必要となり，その分だけ消費電力も増大しま
す．昨今，エネルギー消費に関しては地球環境保護などの社会的
な課題にもなっているので，増幅器における消費電力を減らす研
究も必要です．

光増幅器は光を電気などに変換せずに「光のまま増幅」するた
め，光ファイバを用いています．ただ，光増幅用の光ファイバは
通信用の光ファイバとは異なる種類のもので，特殊な材料が加え
られたコアにエネルギー源となる別の光を入射することで信号光
を増幅します．この際に発生する別の光を励起光（れいきこう）
と呼び，この励起光を発生させるレーザによる消費電力の増加が
問題となっています．しかし，通信路をMCFに改良できるように，
増幅器用光ファイバもMCFに改良することで，すべてのコアを
一括して増幅することが実現できます（クラッド励起方式）．す
でに，通信用12コアファイバの実現に加えて，同じく12コアの増
幅用光ファイバを作製し，従来どおり12台の増幅器を並べるより
省電力な増幅ができることを実証しました（図 5）．

そのことから，私の研究は大容量のデータを送れる次世代光ファ
イバの研究に加え，社会的課題であるCO2の削減につながる省電
力化にも貢献できるのではないかと考えています．

■この研究における現時点の成果や，これからの展望を教えてく
ださい．
最近では，作製したファイバを用いて他企業とも連携し，世界

初12コア光ファイバによる数1000 km以上の長距離伝送実験など
通信システムの性能実証を進めています．また，12コアファイバ
をケーブルに入れて，実際に研究所敷地内のとう道（通信用地下
ケーブルを大容量で収容できるトンネル形式の通信土木設備）へ
のケーブル敷設や，屋外環境（電柱間など架空区間）を模擬した
設備を構築・ケーブル敷設し，実際に伝送実験を行っています．
ただし現在の伝送実験検証では，光増幅部分において従来方式で
あるコア数分の増幅器を用いて増幅する形態をとっています．今
後はMCF増幅器を用いて伝送容量や通信距離と省電力の両立性
の検証を行い，光ファイバ単体での性能を示すだけではなく，そ
の他周辺技術とも歩調を合わせて検討を進めていくことが重要だ
と考えています．

本技術に関しては，大容量・省電力をめざしたIOWN（Innovative 
Optical and Wireless Network）が社会に実装される2030年ま
でに確立していきたいと考えています．

(b) クラッド励起方式による一括増幅器構成(a) 従来の光増幅器構成

励起用レーザ

信号光

増幅された
信号光励起光

増幅用光ファイバ
合波器

励起用レーザ

励起用レーザ

...

コア分離
デバイス 励起用レーザ

マルチコア光ファイバ

信号光

増幅用コア伝搬励起光

ファイバ断面写真

作製した増幅用
12コアファイバ

図5 光増幅器の構成
図 5　光増幅器の構成

図 4　マルチコアファイバの構造と原理
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従来技術や周辺技術との整合性を考慮する
� �

■研究における課題や，解決すべき問題を教えてください．
光ファイバの通信路は耐用年数が非常に長く，一度導入すると

数十年利用するため，新技術の導入タイミングは多くありません．
私は入社してから継続して光ファイバを研究していますが，大規
模な新規光ファイバの導入は経験していません．最近では，MCF
に関して導入を進めていこうとする動きがみられ始めており，光
ファイバ研究者としては希望を感じています．しかし，実用化の
障壁は高く，一度入れたら長期間変えられないという前提の通信
インフラに対して，施工・運用・メンテナンス等を含んで考慮す
べき要素が多数あります．

そのため，研究を進めるにあたって，従来技術や周辺技術との
整合性を考慮することが非常に重要です．通信システムは光ファ
イバだけでは構築できず，送受信機・光増幅器・その他デバイス
などほかの技術との組合せによって成り立ち，光ファイバだけの
都合で勝手に進められるものではありません．例えば，通信用の
光ファイバの太さは従来と同じとすることを前提としています．
もし太さが変わってしまうとケーブルの太さや製造方法などにも
大きな影響を与えるためで，昔の研究者からつないできた従来の
技術や規格がすべて変わってきてしまい，通信事業者としてもイ
ンフラの持続性を損なってしまいます．一般的に研究は革新的な
ものに取り組むイメージがあるかもしれませんが，光ファイバの
研究開発という領域に関しては「変えてよい部分」と「変えては
いけない部分」のバランスが難しく，ただ性能が高ければよいわ
けではありません．例えば，ファイバを太くして100コアのファ
イバを開発したとしても，実用化はできないでしょう．これは，
通信自体が家電製品などの単体で動作するものではなく，複数の
ものが連結・連携して動作するという形態をとるため，すでに世
の中にある古いネットワーク・装置との整合性も考えなければな
らないということが通信事業者として重要とされているからです．
かといって，今までどおりの考えに縛られてしまうと，飛躍的な
性能向上は達成できないということにもなってしまいます．

光ファイバの研究者としては従来の整合性を保つことと，その
枠から外れて革新的なことをしたいというバランスが難しい問題
です．光ファイバの世界には「守らなければいけない蓄積・技術
がある」と考えており，それは私たちのグループが大事にしてい
るところです．12コアは今までにない“信号を混ぜる”というコン
セプトを使っているため，今まで検討してこなかった新たな規格
を考える必要が生じてくると思います．従来の技術と親和性の高
い 4 コアや，一桁以上の性能改善のための12コアファイバなど，
さまざまなオプションを想定しつつ，実用化を見据えて検討課題
をクリアしていきたいと考えています．

■最後に，研究者・学生・ビジネスパートナーの方々へメッセー
ジをお願いします．
通信事業者自身がこれだけ研究開発を大切にし，なおかつ次の

システムの開発をめざすのは，世界をみても稀であり，NTTなら
ではのすごさだと考えています．私自身も“研究者を育成してい
こう”という会社の意向をとても感じますし，研究テーマを考え
る自由度があり，自ら考えて多様性を発揮できる場所でもあります．

NTTでは，一般には他部署に異動したり，子会社に移ったりす
ることもありますが，私は，同じ研究所でずっと研究を続けてい
るため，やりたい研究をさせてもらえていると感じています．逆
にいえば，研究以外の経験がないため，実用的な視点が不足して
おり，その点で周りの方からのサポートは必須ですが，周りを見
ればさまざまな経験・知識を持っている人材が豊富で，厚みのあ
る組織だなと感じるところです．研究のみを進めてきた経験を，
ある種の観点では負い目に感じる部分はありつつも，ある意味研
究所っぽい人材となっていることが感じられ，研究所の懐の深さ
が感じられます．

通信システムの中で光ファイバというのはほんの一要素でしか
ないため，関連分野を研究開発されているビジネスパートナーの
方との議論は非常に重要であり，これからも引き続き積極的に連
携させていただきたいと考えています．インフラとして重要な通
信ネットワークを長期的に持続的な発展を実現するためにも，厳
しい意見なども含めて率直なご意見をいただきながら，筋がよい
ものをお互いに見極めながら進めたいと考えています．

私は正直ラッキーで恵まれているほうだと思うのですが，恵ま
れていると思い込むことも重要だと思うこともあります．学生や
若い研究者の皆様には“やりたいことをやっているという気持ち”
や，“ワクワクする気持ち”を大切にしてほしいと思っています．
人はワクワクして仕事をしているかどうかで，その人の能力は数
倍変わると聞いたことがあります．そういうと，やりたい仕事だ
けをやればいいのか，と思うかもしれませんが，“いろいろなこ
とにワクワクする”という能力を身に付けられるかどうかだと思
います．いろいろな仕事を進めるにあたって，思考が後ろ向きに
なってしまうこともあるかと思いますが，そのときに前向きな気
持ちになることを大切にしていれば，いずれ自分の経験として活
かせます．私自身，一般企業の研究所としてのミッション・都合
や自分の意向がある中での研究に難しさや悩みはあれど，基本的
には研究という仕事を楽しんでやっています．何かの機会に一緒
にワクワクしながら仕事ができることを楽しみにしています．

（今回はリモートにてインタビューを実施しました）
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NTT東日本グループによる東南アジア諸国での新規事業開発
─成長が著しいベトナムにおけるテックスタートアップ企業との協業
現在，NTT東日本グループでは日本国内の地域創生にさまざまなかたちで貢献することをめざして，日本×東南アジアにおける
シナジー形成および新規ビジネスの開拓に取り組んでいます．ここでは，NTTイーアジア（NTT東日本100％出資の子会社）に
よるベトナムのスタートアップ企業・AWING社への経営参画を通じた，既存の無料Wi-Fiネットワークを活用したデジタル広告
配信プラットフォーム事業の海外展開の取り組みについて紹介します．

東南アジア地域におけるビジネスの成長機会を
とらえるNTT東日本グループ

これまでNTT東日本では，NTT e-MOI（ベトナム・ハノイ市，
2024年 4 月にOCGより社名変更）による高品質かつ安価・スピー
ディなソフトウェア開発（1）や，ベトナム・ビンズオン省のスマー
トシティ化に向けたICTインフラ整備等のグローバルプロジェク
トを実施してきました．
昨今，NTT東日本グループではソーシャルイノベーション企業

としての新たな価値提供に取り組んでいますが，その挑戦は日本
国内だけにとどまるものではありません．現在は，東南アジアを
中心とした国・地域において，既存の事業・プロジェクトを通じ
て得られた知見・経験を糧とした深い入り込み・理解に根差した
「共感型DX（デジタルトランスフォーメーション）コンサル」の
実践により，それぞれに適したソーシャルイノベーションに資す
る新たな事業の発掘・形成・立ち上げを推進しています．

東南アジアにおけるNTTイーアジアのグロー
バル事業戦略と主な取り組み

こうした中で，NTTイーアジアは，国内と海外の懸け橋を担う
立場でNTT東日本グループの中でグローバルビジネスの形成・
推進等といった重要なミッションを掲げています．アジアの地域
社会の成長と発展のために，NTT e-MOIを通じたソフトウェア
開発事業とグローバル事業（図 1）の 2つの主軸事業に注力し,
革新的なテクノロジに基づいたソリューションを提供することで，
持続可能で豊かな社会の実現をめざしています．
グローバル事業の通信インフラ・スマートシティ開発領域に関

しては，2018年からベトナム南部ビンズオン省の新都市開発エリ

アにおいて，ブロードバンドアクセスを提供している現地通信企
業VNTT社とともに光アクセスネットワークの構築に取り組んで
きました．そして，光通信インフラを活用したNTT東日本のギ
ガらくWi-Fi等付加価値サービスの商用展開を実現し,地方都市
のスマートシティ実現に向けたビジネスモデル構築も手掛けてい
ます．インドネシアでは，同国政府の定めた「インドネシアブロー
ドバンド計画」によりFTTH（Fiber To The Home）加入者増
が急務となっていたインドネシア最大通信事業者PTテレコムに
対し，有償コンサルによる技術支援や研修を実施しました．2022
年度には，インドネシア国内 7拠点で研修を実施し，安全性の向
上，工法の改善など，高い評価を受けています．
加えて，NTTイーアジアは新たな成長事業を発掘・形成する

ために，ASEANの主要都市であるホーチミン，シンガポール，ジャ
カルタに活動拠点を設置し，各地域の市場環境や社会課題などに
ついてビビッドな情報を自ら収集するほか，現地での人脈形成を
図り，スタートアップ企業も含めた新たな事業パートナー候補の
との関係構築を通じて，将来の協業可能性について議論するなど
といった活動を日々進めています．

ベトナムのスタートアップ企業AWINGへの
戦略的パートナーとしての経営参画

これらの活動の第一歩として，NTTイーアジアは，ベトナムの
スタートアップ企業であるAWINGとの協業を開始しました．
AWING はベトナム・ハノイ市に本社を持つ2017 年設立のスター
トアップ企業で，無料Wi-Fi にアクセスした利用者に広告配信し，
広告主から得た収入を Wi-Fi アクセスポイント（Wi-Fi AP）のオー
ナーと分配するプラットフォーム事業を展開しています（図 2）．
同社は，この数年間で事業基盤を着実に拡大しており，Wi-Fi

URL https://journal.ntt.co.jp/article/30720

DOI https://doi.org/10.60249/24123102

①通信インフラ・
スマートシティ開発

高品質で安定した通信インフラ整備に加え、
不動産や防災、デジタルサービスなどを含め

たスマートシティ開発に貢献

②海外のスタートアップ企業への
発掘・出資に伴う事業拡大

NTT東日本グループの技術やアジア諸国におけ
るグループ会社のネットワークを活用しながら、
海外の有望スタートアップ企業との事業連携・
出資等を通じ海外事業拡大を図る

図１ NTTイーアジアのグローバル事業戦略
図 1　NTTイーアジアのグローバル事業戦略

図1 AWINGのビジネスモデル
図 2　AWINGのビジネスモデル

NTT東日本
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広告ビジネスにおいてはベトナムトップシェアを誇ります．また，
ベトナム国内では，全国63省中62省まで配信をカバーし，累計の
利用者は4100万人，2023年に年間1.1億クリック（平均クリック数
800万/月）にものぼり，平均70％近くの高い広告クリック率を誇
るなど，実績においては他社との圧倒的な優位性を持っています．
Wi-Fi APオーナーとしては，大手飲食チェーン，大型ショッピ
ングモール，空港，コンビニエンスストア，大学キャンパス，病
院チェーン，工業団地等が同社のプラットフォームに参加し，広
告主としては日系を含む500社以上の大手企業が同プラットフォー
ム経由で多様な広告を配信しています．
同社のプラットフォームの強みとしては，Wi-Fi APオーナー，
広告主の双方に大きなメリットがある点です．Wi-Fi APオーナー
は，既設のWi-Fi APをAWINGのプラットフォームに登録し，
利用者（顧客）がそのWi-Fi APから無料Wi-Fiにアクセスし，
最初に広告を見ることで，広告主からの収入を得ることができま
す．これによって，通信コストがカバーされるだけでなく，閲覧
数によっては収益にもつながります．また，Wi-Fi APオーナーは，
自らのWi-Fi APが提供する広告配信枠の一部を使って，自社の
広告も配信することができます．
一方で，広告主は図 3のようにロケーション情報をベースに広
告配信先や動画・静止画等，多様な広告形式を選択できることで，
潜在顧客層とのマッチングが可能です．さらに，利用者がどこの
店舗でいつ，どんな広告をクリックしたかをすべて把握できるため，
デジタル広告による測定可能な効果を求める広告主にとっては大
変有効な手段となります．また，顧客は自宅でインターネット画
面を見ているのではなく，今まさにその場所にいらっしゃるため，
例えばショッピングモールの中で，注目店舗や注目商品に効果的
にセミリアルタイムに誘導することができるなど，プレミアムな
広告配信モデルだと位置付けられています．
Wi-Fi APオーナーが増えれば増えるほど，特定顧客層に対し
広告を配信したい広告主も多く出てきますし，その逆もあります．
こういったネットワーク効果が，AWINGの最大の強みともいえ
ます．
現時点で東南アジア地域等にAWINGと同等のビジネスモデル

で成功を収めている事業者はほかにありません．また，同社が内
製で開発したWi-Fi AP設置場所や時間帯，ユーザ特性に応じ適
切に広告を選択して配信できるプラットフォームのアルゴリズムは，

ベトナムで特許を取得し，高い拡張性を持っています．今後は，
ベトナム同様に高い成長率を持つ東南アジア諸国のデジタル広告
市場への参入を企図しています．また，日本においても，新規で
のWi-Fi APオーナーの獲得，既存Wi-Fi APオーナーへの展開の
両面でビジネスチャンスがあると考えています．
NTT東日本およびNTTイーアジアは，各国の通信事業者，
NTTグループ企業等とのリレーションを活用することで，
AWINGの迅速な事業拡大および海外展開をめざし，戦略的な事
業パートナーとなるべく，2024年 3 月にAWINGへの出資契約を
締結しました（図 4）．本出資完了後，NTTイーアジアが
AWINGの筆頭株主となり，取締役を派遣し，同社の経営に事業
戦略立案・実行等の立場で参画しています．

NTTグループとのシナジーを見据えて

NTTイーアジアは，AWINGとの海外展開戦略において，手始
めに東南アジア諸国の中でもっとも人口が多いインドネシアで市
場開拓の活動を開始しています．インドネシアでの本格展開に向
けてすでにテストマーケティングを実施し，Wi-Fi APオーナー
としては，現地レストランチェーン，広告主としては日系大手消

図３ 利用者がAWINGプラットフォームに加盟するWi-Fi APにアクセスする際のイメージ

「Internet Access(インターネットに接続)」をクリックすると広告が配信され、視聴するとインターネット接続
が完了する

図 3　 利用者がAWINGプラットフォームに加盟するWi-Fi APに
アクセスする際のイメージ

NTT EAST



2024.1268

費財メーカに参画いただき，既存Wi-Fi APシステムとの連携な
らびに広告配信効果を確認しました．参画したAPオーナーからは，
AWINGのプラットフォームに無料で参画できるだけでなく新た
なレベニューシェアが見込める点や，既存のWi-Fi APシステム
との連携においてAPオーナー側で煩雑な作業が必要ない点を高
く評価いただきました．インドネシアではすでに現地最大手通信
事業者（図 5）や大手ISP等へのアプローチを行い，Wi-Fi APパー
トナーとして提携する検討が具体化しています．また，インドネ
シアのほかに，シンガポール・タイ等からも続々と引き合いをい
ただいています．
さらに，日本も重要な市場として位置付けており，NTT東日本
やNTTグループとの連携により大きなシナジーが生み出せると
考えています．例えば，外国人観光客の誘致に悩んでいる地方自
治体に対しては，観光地や名産品等の映像を交えた広告を配信し，
遠く離れたベトナムのカフェ・レストランにいる人々に対し直接
アプローチするソリューションとしての提案が可能です．まさに
クロスボーダーのプラットフォームの強みを活かすことができます．
また，日本を訪れるインバウンド観光客が滞在中の各地方のホテ
ルWi-Fiに接続した際には，近隣のレストランや観光地など，そ
の場のロケーション情報を活かした広告を配信することも可能で
あり，街中への誘導や地域経済への発展に寄与することもできます．
加えて，NTTグループが全国各地で多様な業種のお客さまに
提供するWi-Fi APとの連携ができれば，AWING単独ではなし
得ない切り口で日本国内のビジネス拡大が可能となります．すで
に複数の支店やグループ会社から関心を得ており，ベトナム全土

の利用者にアプローチできる点を評価いただくなど，日本の地域
から東南アジア向けに発信する広告市場の可能性を実感していま
す．読者の皆様の事業との連携において，ご関心・ご興味のある
方がいらっしゃれば，ぜひお声掛けをいただければ幸いです．
今後も，NTT東日本およびNTTイーアジアは，AWINGとの

協業を足掛かりに，ともに事業を通じて地域の未来を支えるソー
シャルイノベーションを巻き起こす海外企業の発掘・事業提携を
推進していきます．

■参考文献
（1） https://journal.ntt.co.jp/article/22303

◆問い合わせ先
NTT東日本
デジタル革新本部　グローバルビジネス推進室
TEL　03-5359-8691
E-mail　kikaku_all east.ntt.co.jp

図4 AWINGとの出資契約書の締結式

図 4　AWINGとの出資契約書の締結式
図5 インドネシア最大手通信事業者 PT Telkomとの打合せ

図 5　インドネシア最大手通信事業者PT Telkomとの打合せ
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生成AIが導く新しい学びのかたち，
教育支援システム「DAIB」の開発
生成AI（人工知能）技術の教育現場への導入が期待される中，NTT西日本は同志社大学と共同で，教育支援システム「DAIB
（Doshisha AI Buddy）」を開発しました．DAIBは，生成AIがチャット形式で学生の質問に個別に対応するシステムです．実証
実験の結果，学習意欲向上に効果がみられました．今後も，アンケートやヒアリングをとおして，効果的な活用方法を検討します．
また，学習成果の分析を通して多角的に学習効果を分析し，さらなる機能改善を進めていきます．

開発に至った背景

近年のAI（人工知能）技術の進展，特に生成AIの発展は目覚
ましく，教育現場においても個別最適化された学習支援や教育の
質向上への期待が高まっています．このような背景のもと，NTT
西日本は，生成AIの教育現場における可能性を検証し，その導
入効果を実際の大学のフィールドで確認したいと考えていました．
一方，同志社大学では，文部科学省による大学・高専における生
成AIの教学面の取り扱いについての声明を受け，大学における
生成AIの適切な導入方法について模索されていました．このよう
に，両者のニーズが合致したことから，共同で実証事業を実施す
ることとなりました．

実証事業の取り組みにおける課題

本取り組みでは，生成AIを教育現場に導入するにあたり，以
下のような課題を想定しました．
① 　ハルシネーション（事実と異なる内容を生成してしまう問題）
の発生を抑制する実装方法の確認
②　機密情報や個人情報の流出・漏洩リスクの確認
③　教科書をはじめ著作権の取り扱いに関する留意点の確認
④　一般的なチャットボットとの差異の確認，および剽窃（盗作）
の可能性
⑤　学習への活用効果の確認
これらの課題に対し，本実証事業では，NTT EDX社が提供す
る電子教科書サービス「EDX UniText」と連携し，回答に利用
する情報源を電子教科書や講義資料などに限定すること，セキュ
リティ対策の徹底など，さまざまな対策を講じました．

実 証 環 境

同志社大学では，「数理・データサイエンス・AI教育」に関して，
全学部の学生を対象とした全学共通教養教育科目として2022年度
から「同志社データサイエンス・AI教育プログラム（DDASH：
Doshisha Approved Program for Data Science and AI 
Smart Higher Education）」を開始し，生成AI等の革新的情報
化技術を正しく理解し，利活用できる人物の育成に取り組んでい

ます（1）．今回の実証事業では，DDASHの授業科目である「デー
タサイエンス概論」と「データサイエンス基礎」において，教育・
学習向けの生成AI利用環境を整え，システムの有効性を検証し
ました．2024年度春学期におけるそれぞれの講義の受講者は，デー
タサイエンス概論が2416人，データサイエンス基礎が124人でした．

DAIB：学生と教員を支援するAIパートナー

DAIBとは，「Doshisha AI Buddy」の略称であり，学生と教
員をAIで支援するシステムです．Microsoft Azure（パブリック
クラウド）上に構築され，Microsoft Teams（コミュニケーショ
ンツール）をとおして，Azure OpenAI（生成AIモデル）に問
い合わせを行い，チャット形式で個別の授業に特化した質疑応答
を可能にします．
■DAIBの主な機能
DAIBは，学生向けと教員向けの機能を備えています．
（1）　学生向け機能
① 　「講義内容の要約」：授業回ごとに登録された資料（電子教
科書や参考書等のデータ）に基づいて，要約を自動生成しま
す．学生の習熟度に合わせて，「簡易要約」と「詳細要約」
の 2種類を提供します．簡易要約は，講義内容の主要なポイ
ントを簡潔にまとめたもので，予習や復習に役立ちます．詳
細要約は，より詳細な情報を含み，重要な概念や理論を深く
理解したい学生に適しています．
② 　「設問作成」：授業内容に基づいた多肢選択式問題や記述式
問題を自動生成します．学生は，問題を解くことで，自己学
習を進め，理解度を確認できます．
③ 　「キーワード解説」：講義資料や参考資料に含まれるキーワー
ドの中から重要なキーワードを抽出し，解説します．専門用
語や概念の理解を深めるのに役立ちます．
④ 　「フリーワード質問」：学生は，自由に質問を入力し，回答
を得ることができます．授業内容に関する疑問に関して質問
したい場合や，より深い理解を得たい場合に活用できます．
教員は，学生がどのような質問をしたかログを確認すること
で，教育指導の改善に活かすことができます．また，質問へ
の回答に合わせて関連する資料のリンク先を表示することで，
電子教科書や参考資料へのアクセスを容易にし，学習効率を

URL https://journal.ntt.co.jp/article/30718

DOI https://doi.org/10.60249/24123101
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向上させます．
（2）　教員向け機能
① 　「スライド生成支援」：授業で用いられるキーワードを入力
することで，授業用の教材スライドのアウトラインを自動生
成します．教員は，生成されたアウトラインを参考にするこ
とで，講義資料を作成できます．この機能は，教員による教
材作成の負担軽減に貢献します．
② 　「設問作成」：学生向け機能と同様に，授業内容に基づいた
問題を自動生成します．教員は，生成された問題を参考に試
験問題の作成や課題を提示することができます．

■ユーザインタフェース
DAIBのユーザインタフェースは，複数の選定案から最適なも
のを採用しました．当初は機能面を重視し，独自のアプリケーショ
ンを構築する案や，既存の学習管理システム（LMS）に組み込む
案も検討しました．しかし，独自のアプリケーションは開発コス
トが高く，学生にとって新たな操作体系の習得が負担となる可能
性がありました．LMSへの組み込みは，既存システムとの連携に
課題があり，柔軟性に欠けるという懸念がありました．一方，同
志社大学ではすでにMicrosoft Teamsが導入されており，学生
にとって使い慣れたユーザインタフェースであるため，
Microsoft Teams上にシステムを構築することで，開発コスト
を抑えつつ，学生の利便性を最大限に確保できると判断しました．
■システム構成
DAIBは複数のAzureサービスを連携させることで実現してい

ます（図 1）．ユーザインタフェースとしてMicrosoft Teamsの
デスクトップを採用し，ユーザからの質問をCopilot Studioを
介してAzure OpenAIに送信します．Azure OpenAIは，GPT-

4.0-turboを基盤とした大規模言語モデルを用いて質問を解析し，
回答を生成します． 
回答生成には，事前に登録された電子教科書や参考書等の資料
群が参照されます．資料はPower Appsアプリケーションを通
じ て シ ス テ ム に 登 録 さ れ，OCR（Optical Character 
Recognition）処理によってテキストデータに変換された後，
Blob Storageに格納されます．さらに，AI Searchを用いてテ
キストデータのインデックス化を行い，効率的な検索を可能にし
ています．Azure OpenAIは，AI Searchによるインデックス化
された資料を解析し，質問に最適な回答を生成します．Copilot 
Studioはローコード開発ツールであり，GUI（Graphical User 
Interface）操作によってTeams上での表示制御や，Functions，
Azure OpenAIとの連携を容易に実装できます．
■セキュリティへの配慮
DAIBは，堅牢なセキュリティ機能を備えたMicrosoft Azure 
OpenAI Service上で構築されています．多要素認証やアクセス
制御リスト，ロールベースアクセス制御など，Azureのセキュリティ
機能を活用することで，データの機密性と完全性を保護します．
学生の質問内容や学習履歴などの個人情報は，Azureのセキュア
な環境下で暗号化され，厳重に管理されます．これにより，不正
アクセスや情報漏洩のリスクを最小限に抑えます．DAIBへのア
クセスは，認証されたユーザに限定されます．学生は，大学のア
カウントでMicrosoft TeamsにログインすることでDAIBを利
用できます．教員は，個別の授業を担当する教員のみがアクセス
権限を持ち，学生の質問内容や学習状況を確認できます．DAIB
は，サービス提供に必要な最小限のデータのみを収集します．学
生の氏名，学籍番号などの個人情報は，必要最低限の範囲でのみ

<AI利用者ユーザ>
EntraIDセキュリティグループへの登録必要

①教員用セキュリティグループ
②学生用セキュリティグループ

Deploy

ユーザユーザ

Azure/M365環環境境

Azure 
OpenAI

Azure AD VNet

GPT-4.0-turbo
※※スライド作成⽀援以外

GPT-4o
※※スライド作成⽀援のみ

GPTモデル

Teams
学学生生用用

Blob 
Storage AI Search

<一般ユーザライセンス>
※以下は弊社検証用

学生：A3学生用
教職員：A1教職員用 Power 

Apps
Share
Point

【教員用】

教材データアップロード

点線の⽮印で記載された処理は Power Automate フローを使⽤した処理となります

＜AI利用者ユーザ＞
教員用セキュリティグループを

アプリ共有にも使用

教教員員用用

Copilot Studio

Functions

<開発者権限>
Azure：所有者権限
M365：全体管理者

図 1　DAIBのシステム構成
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利用されます．Azureは，24時間365日の体制でシステムを監視し，
不正アクセスや異常な挙動を検知した場合には，迅速に対応し
ます．
これらのセキュリティ対策により，DAIBは学生のプライバシー
保護に最大限配慮し，安全な学習環境を提供しています．
■技術的な側面：RAGの活用
DAIBでは，生成AIのモデル性能を向上させる手法として，
RAG（Retrieval-Augmented Generation：検索拡張生成）を
採用しています（表）．RAGは，外部の知識ソースを参照して回
答を生成する技術です．DAIBでは，教員が選択した教材や講義
資料，電子教科書などを知識ソースとして活用しています．
生成AIのモデル性能を向上させる手法としては，RAGのほか

にファインチューニングが挙げられます．ファインチューニングは，
既存の生成AIモデルに対して，特定のタスクに特化した追加学
習を行うことで，そのタスクにおける性能を向上させる手法です．
RAGとファインチューニングは，どちらも生成AIの性能を向
上させるための有効な手法ですが，それぞれにメリットとデメリッ
トがあります．ファインチューニングは，特定のタスクに対する
精度を高めることができますが，新たな知識を追加する場合には，
再度学習を行う必要があり，柔軟性に欠けるという側面がありま
す．これは，例えば，新たな学術論文が発表された場合や，授業
内容が更新された場合など，知識ソースを頻繁に更新する必要が

ある状況において，ファインチューニングでは都度再学習が必要
となり，対応が遅れてしまう可能性があることを意味します．一方，
RAGは，外部の知識ソースを参照するため，新たな知識を柔軟
に追加することができます．また，ファインチューニングに比べて，
学習コストが低いというメリットもあります．

実 証 結 果

2024年の春学期において，データサイエンス概論では登録者の
64.8％にあたる1565人，データサイエンス基礎では登録者の
62.9％にあたる78人がDAIBを利用しており，いずれの授業でも
多くの学生に利用されました．データサイエンス概論における
DAIBの利用状況と，データサイエンス基礎におけるDAIBの利
用状況を図示します（図 2）．アンケート調査の結果，多くの学
生がDAIBの利用によって学習意欲が高まったと回答しており，
特にキーワード解説機能やフリーワード質問機能は，学生の理解
を深めるうえで効果的であったと評価されています（図 3）．
■課題に対する考察
実証結果を踏まえ，冒頭に記載した 5つの課題について考察し

ます．
① 　ハルシネーション：電子教科書や参考書等の授業で実際に
利用するデータのみをRAGとして活用したことにより，ハ

表　RAGの特徴

RAG（Retrieval-Augmented Generation） ファインチューニング

仕組み 外部の知識ソース（データベース，ドキュメントなど）から情報を取
得し，その情報を基に回答を生成

事前に学習済みのモデルに対して，特定のタスクに特
化したデータセットで追加学習を実施

利点
･最新の情報に対応可能
･特定の分野に特化した知識を活用可能
･ファインチューニングに比べて学習コストが低い

･特定のタスクに対するパフォーマンスが高い
･回答の精度が安定しやすい

欠点 ･知識ソースの品質に依存する
･回答の精度が知識ソースの網羅性や検索アルゴリズムに左右される

･追加学習のためのデータセットの準備が必要
･モデルの更新に手間がかかる

図 2　DAIBの利用状況
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ルシネーションの発生を抑制することができました．また，
生成AIの回答に関連する電子教科書や参考書等へのリンク
を設定することで，参照元のデータを確認することができる
など，回答の精度や正確性を向上させることができました．
② 　機密情報や個人情報保護： Azureのセキュリティ機能を活
用することで，機密情報や個人情報の流出・漏洩のリスクを
最小限に抑えられました．
③ 　著作権：電子教科書配信サービス「EDX UniText」と連
携することで，デジタルコンテンツ，デジタル教材などは，
不正コピー防止がされており，著作権保護された教材のセキュ
アな環境での利用を実現しました．
④ 　剽窃（盗作）：学生に対して，DAIBの出力内容をもとにレ
ポートを作成する課題を提示し，併せて，そのままレポート
などに使用することは剽窃（盗作）にあたる可能性があるこ
とを注意喚起しました．
⑤ 　学習への活用効果：アンケート結果から，多くの学生が
DAIBの利用によって学習意欲が高まったことが示唆されま
した．特に，要約機能は予習・復習に，設問機能は復習やテ
スト前に有効であると期待されます．

社会実装に向けた今後の課題

今回の実証実験を，実際のサービス・ソリューションとして実
現するにあたり，以下のような課題を想定しました．
① 　最適な実装方法の継続的な確認：今回は，同志社データサ
イエンス・AI教育プログラム（DDASH）の講義向けに開発
を行いましたが，他分野における実装も見据え，的確な回答
を生成するプロンプトの検討や教員が自身の講義の生成AI
を自在に準備できるようなユーザインタフェースの最適化な
どを検討する必要があります．

② 　生成AI利用モデルの検証：今回の実証において，生成AI
に対する質問の仕方にばらつきがあったことが確認できてお
り，学生が生成AIを利用する際に回答の精度を高める「質
問の仕方やコツ」について検討します．また，教員に対して，
教材作成や理解度評価など，生成AIの活用方法を提示し，
生成AIを利用しやすい授業設計を提案します．
③ 　生成AI活用による学習効果の分析：学生の質問内容や生
成AIの活用頻度，活用シーンなどを分析し，生成AIが学生
の成績や学習効果に与える影響を検証します．

ま と め

本実証事業を通じて，生成AIを活用した教育支援システム
DAIBは，学生の学習意欲向上や個別最適化された学習支援に一
定の効果があることが示唆されました．今後は，前述の課題解決
に取り組みながら，より効果的な生成AIの教育利用を推進してい
く予定です．

■参考文献
（1） 岡部・木本・宿久：“大規模私立総合大学における生成AIを用いたデー

タサイエンス・AI教育，” CIEC，2024． 
https://conference.ciec.or.jp/pdf/2024pcc/pcc047.pdf

◆問い合わせ先
NTT西日本
ビジネス営業本部
TEL　06-6136-3142
E-mail　ml-ai west.ntt.co.jp

図 3　アンケート調査の結果
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遠藤　英輔 ・ 山本　剛 ・ 齊藤　宗一郎 ・ 野村　礼智
11 44

リスクからクスリへ：オールNTTで守る遺伝情報が導く個別化医療と創薬の可能性 茂垣　武文 11 48
ひと中心の街づくり：「街づくり×デジタル」におけるセキュリティの課題と解決

小田部　悟士 ・ 田中　晴信 ・ 中山　真 ・ 宮城　達也 ・ 高田　照史 ・ 藤原　明彦 ・ 甲斐　惇也
11 50

主役登場　生成AIが切り拓くフィッシング攻撃対策の未来 小出　駿 11 55

●地域の新たな価値創造に向けたNTT東日本の先端技術開発について

先端テクノロジー部における先端的な技術開発について 海老原　孝 ・ 山本　晋 12 10
次世代デジタル基盤の取り組みについて� 池邉　隆 ・ 太田　憲行 ・ 中山　和子 ・ 多田　将太 ・ 辻下　卓見 ・ 阿部　浩士 ・ 高野　奨太 ・ 田島　貴明 12 13
先端AI技術の取り組みについて� 中山　和子 ・ 橋本　拓 ・ 川﨑　敏行 ・ 髙野　奨太 ・ 宮崎　正巳 ・ 隅谷　亮太 12 17
オープンイノベーションの取り組みについて 毛利　仁士 ・ 安永　崇 12 21
主役登場　最先端AI技術と向き合うその使命感 柴田　高志 12 25

●3GPP Release 18標準化活動

5G-Advanced標準化動向� 原田　浩樹 ・ 永田　聡 ・ 平間　康介 ・ 竹田　真二 ・ 寒河江　佑太 12 28
3GPP Release 18における5G-Advanced無線技術概要� 熊谷　慎也 ・ 武田　大樹 ・ 安藤　桂 ・ 下平　英和 ・ 閔　天楊 ・ 井上　翔貴 12 32
3GPP Release 18における5GCの高度化技術概要―─システムアーキテクチャ

Jari Mutikainen ・ Malla Reddy Sama ・ Riccardo Guerzoni ・ 畑中　芳隆 ・ 魚島　淳平 ・ 巳之口　淳
12 37

3GPP Release 18におけるネットワーク自動化およびAI/MLの高度化技術� Bahador Bakhshi ・ Malla Reddy Sama ・ Riccardo Guerzoni ・ 巳之口　淳 12 42
主役登場　3GPPにおける6G国際標準化リードをめざして 熊谷　慎也 12 46

■For the Future■
期待と失望が渦巻くメタバース，最前線を「温故知新」で読み解く─前編─ 南　龍太 1 56
期待と失望が渦巻くメタバース，最前線を「温故知新」で読み解く─後編─ 南　龍太 2 39
期待高まる国産生成AI（前編）──AIの歴史的変遷と大規模言語モデルの動向 南　龍太 4 30
期待高まる国産生成AI（後編）──LLMとAIガバナンス 酒井　基樹 ・ 成冨　守登 ・ 栗原　佑介 5 29
自動車業界のゲームチェンジ：EV業界を紐解く─前編─ 山崎　将太 ・ 手嶋　彩子 8 36
自動車業界のゲームチェンジ：EV業界を紐解く─後編─ 山崎　将太 ・ 小関　真人 ・ 手嶋　彩子 9 50
ビジネスのイネーブラーとしてのセキュリティ─前編─ 左高　大平 11 56
ビジネスのイネーブラーとしてのセキュリティ─後編─ 左高　大平 12 47
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■特別企画■
知的財産を共創戦略に積極的に活用して事業化へ 松岡　和 6 22
宇宙ビジネスブランド「NTT C89」で推進するNTTグループの取り組み 榮永　道子 ・ 木村　吾郎 ・ 林　崇文 ・ 舟橋　宏直 ・ 石丸　佑子 10 29
世界初のIOWN国際間オールフォトニクス ・ ネットワーク 進藤　勝志 ・ 田島　佳武 ・ 南端　邦彦 ・ 菅　公彦 11 60

「NTT IOWN Technology Report 2024」の公開について 兼清　知之 ・ 白井　大介 ・ 井上　鈴代 12 51

■挑戦する研究者たち■
映像に含まれる雑音を活用し，各画素の「真の明るさ」を推測する 高村　誠之 1 62
進化 ・ 変化が著しい機械翻訳で，より精度が高く使いやすいシステムをめざす 永田　昌明 2 44
約100年前に登場した理論を掘り起こして，世界トップデータを実現 李　斗煥 3 70
少数の学習データで高い精度を達成する「メタ学習」 岩田　具治 4 38
光デバイス ・ 光電融合デバイスで世界をリード．自分たちの技術を宣伝して，仲間を増やしていく� 松尾　慎治 5 36
特定分野の専門知識を持った高性能で低消費エネルギーのLLM，tsuzumi 西田　京介 6 26
クロスモーダル表現学習技術によりバイオデジタルツインの実現をめざす 柏野　邦夫 7 48
量子計算機が普及した環境を想像して，それに耐えることができる暗号の基礎理論と応用技術の実現をめざす� 阿部　正幸 8 42
レッドオーシャンの研究領域の先を見据えたボソニック量子ビットによるエラー訂正に迫る� 齊藤　志郎 9 56
あらゆる経験をポジティブにとらえて研究者のWell-beingを向上させつつ，無線技術と光と無線の連携技術を実用化してIOWNを実現� 鷹取　泰司 10 33
光波のアナログ操作によるニューラルネットワークや量子コンピュータの実現をめざして� 橋本　俊和 11 64
単電子転送素子と国際連携で電流標準の実現をめざす 藤原　聡 12 54

■挑戦する研究開発者たち■
技術のプロ集団として，現場の特異故障の解決に挑む 折口　壮志 1 66
NTTにおけるメディアAI技術のハブとなるチームの構築をめざして 田良島　周平 2 48
スマートフォンのデータとAIで，医療 ・ ヘルスケア分野における社会課題解決にチャレンジ� 檜山　聡 3 74
ビジネス課題の解決を量子技術開発により行う 加藤　拓己 4 42
光ファイバセンシング技術で設備エンジニアリングにDXを 仲宗根　慎 ・ 古谷　陽平 5 40

「tsuzumi」を特化型にチューニングしてお客さまに届ける 岩瀬　義昌 6 31
「超カバレッジ拡張」をめざしてHAPSを実用化 岸山　祥久 7 52
クラウドワークプレイスで社員のワークスタイル変革と社員参加型のDXをめざす 鈴木　康弘 8 46
経営マネジメントのデータドリブン化でスピーディな意思決定と生産性向上をめざす 松本　裕 11 68
AIを活用してシステム開発の効率化と生産性向上を推進するための開発プロセスガイド 小林　由依 12 58

■明日のトップランナー■
光電融合技術の未来を加速させる「異種材料融合と集積技術を用いた高性能光デバイス」 開　達郎 1 70

「電波伝搬特性の推定 ・ 予測技術による完全な無線通信の実現」 佐々木　元晴 2 52
光情報処理基盤の安全を支える「光論理ゲートで構成する光暗号回路技術」 高橋　順子 3 78
新たな無線周波数帯の可能性に挑戦する「高周波数帯分散アンテナシステム技術」 内田　大誠 4 46
増え続ける無限のデータを解析するための「ノンパラメトリックベイズ法」 中野　允裕 5 46
光技術で未来を変える「オンチップ光ニューラルネットワークによる機械学習」 中島　光雅 6 35
AIと人のインタラクションが新たな世界へ導く「Human-AI協調基盤の構築」 中辻　真 7 58
地球規模での量子通信を実現する「量子インターネット」のための理論を構築 東　浩司 8 50
情報技術で心豊かな社会へと導く「人と人のつながりを深化させるコミュニケーション支援」� 山下　直美 9 60
迫り来る大規模データ時代に必要な「高速かつ正確なデータ分析基盤」 藤原　靖宏 10 38
人間のように考え，人間のように知識を蓄積できるマルチモーダル基盤モデル「MediaGnosis（メディアグノシス）」� 増村　亮 11 72
大容量通信時代の基盤となるマルチコア光ファイバと電力増加を抑制する増幅の研究 坂本　泰志 12 62
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■グループ企業探訪■
建設業界に対してインサイドとアウトサイドの両方の視点からアプローチできる唯一無二の会社　株式会社ネクストフィールド 1 74
扱い商材が豊富な “非通信領域における総合商社”　テルウェル西日本株式会社 3 82
ヒューマン ・ キャピタル事業におけるEXの向上を通じてCXの高度化に貢献する会社　株式会社NTT ExCパートナー 4 50
モバイルとソリューションを組み合わせ，お客さま，地域社会の課題解決のため社会 ・ 産業DXを推進していく会社　株式会社ドコモビジネスソリューションズ 5 50
観光サービスと町並み整備を通じて，「古き良き三国湊」の価値を高め，国内外へその情報を発信することで，観光客誘致とエリア内消費の促進を図る　
株式会社Actibaseふくい

6 39

シリコンバレーでオープンイノベーション志向の研究開発 ・ ビジネス開発によりNTTグループに貢献する会社　DOCOMO Innovations, Inc. 7 62
DBO一体アプローチでデータセンターの構築から運用までをフルターンキーで提供する会社　Pro-Matrix Pte. Ltd. 8 54
AIを活用した自動運転の研究，およびその開発環境ツール群の開発を行う会社　株式会社NTTデータ オートモビリジェンス研究所 9 64
“つないだその先，豊かな未来へ　Full Ahead ！全速前進！” 海底ケーブルを敷設し，そして守り続けていく使命を背負う企業　NTTワールドエンジニア
リングマリン株式会社

10 42

個人や企業がweb3サービスやブロックチェーン技術を容易かつ安全に利用できる環境づくりを推進　株式会社NTT Digital 11 78

■from NTT■
地域の未来を支えるソーシャルイノベーション企業への転換に向けたNTT東日本の新たな挑戦 “地域循環型ミライ研究所”　NTT東日本 1 78
デザインスタジオKOELがグッドデザイン賞を受賞した「セミパブリックの課題を解決するデザイン」　NTTコミュニケーションズ 2 56
建物安全度判定サポートサービス「揺れモニ®」の展開　NTTファシリティーズ 3 85
NTT西日本の通信サービスを支えるゼロタッチオペレーション　NTTフィールドテクノ 4 56
NTTアーバンソリューションズが推進する「街づくり×デジタル」の取り組み　NTTアーバンソリューションズ 5 54
IOWN Global Forum　第 4 回年次会合と活動状況の報告　IOWN Global Forum 7 66
NTTコムウェアが推進するCPS powered by IOWNの取り組み　NTTコムウェア 8 58
NTT西日本におけるネットワーク視える化ツールの活用状況（能登半島地震における活用実績）　NTTフィールドテクノ 9 68
すべての人が自らの力で制御機器 ・ 危機を管理できる世界へ！ OT/ICSセキュリティリスク可視化サービスOsecT　NTTコミュニケーションズ 9 72
NTTコムウェアのエバンジェリストの目に映る最新AI動向と技術開発──生成AIの里　番外地　NTTコムウェア 11 82
NTT東日本グループによる東南アジア諸国での新規事業開発──成長が著しいベトナムにおけるテックスタートアップ企業との協業　NTT東日本 12 66
生成AIが導く新しい学びのかたち，教育支援システム「DAIB」の開発　NTT西日本 12 70
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